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「電気通信事業分野における競争状況の評価 2011」（概要） 

 

 

１．これまでの経緯 

（１） 総務省では、2003 年度から、電気通信事業分野に関する市場の競争状況を

分析・評価し、政策の展開に反映するため、「電気通信事業分野における競争

状況の評価」（以下「競争評価」という。）を毎年度実施してきている。 

（２） 競争評価は、その基本的な考え方（「電気通信事業分野における競争状況の

評価に関する基本方針」（以下「基本方針」という。））（注）、及び毎年度定め

る具体的な競争評価の実施プロセス等（「電気通信事業分野における競争評価

に関する実施細目」（以下「実施細目」という。））に基づき、 

   ① 各サービスの需要側及び供給側からの「情報収集」 

   ② 収集した情報を元に評価対象とすべき市場の範囲を決定する「市場画定」 

   ③ 画定した市場の競争状況の「分析・評価」（市場支配力を有する事業者の

有無等） 

   の一連の過程を経て行われる。 

（注） 基本方針は、競争評価の試行段階である第一期（2003 年度～2005 年度）におい

ては毎年度改定していたが、現在の定点的評価（毎年度継続して評価）及び戦略的

評価（各年度において特定のテーマに焦点を当てて評価）の仕組みが確立した第二

期（2006 年度～2008 年度）の 2006 年度改定時に中期的な計画（３カ年）として位

置づけた後、第三期（2009 年度以降）の 2009 年度改定において、急速な市場の変

化に柔軟かつ迅速に対応するため、必要に応じ（期間を定めず）見直しを行うこと

としている。 

（３） 2011 年度においては、特に、近年、ビジネスモデルの変化が著しい移動系

通信市場における状況や、FTTH サービスを中心とする光の道構想の推進等を

踏まえて「基本方針」及び「実施細目」を改定し、従来の定点的評価におけ

る対象領域・市場を一部見直すとともに、従来の競争セーフガードの対象を

拡大し（光の道構想に関する取組状況の検証を追加）、2012 年度から運用が開

始された「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度」との連

携強化も視野に入れつつ、具体的な分析・評価を行っている。 

なお、言うまでもなく、競争評価が取り扱う電気通信市場分野は変化が著

しい分野であることから、市場の画定や分析・評価の具体的な在り方につい

ては、来年度以降も適時適切に見直しを行い、柔軟に対応していくことが必

要である。 

特に、近年の無線のブロードバンド化に伴い、移動系データ通信のトラフ
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ィック量が急増する中、移動系通信事業者による無線 LAN へのオフロード化

等の取組が進められているほか、スマートフォン等の移動系データ通信と

FTTH 等の固定系データ通信をセットで提供するサービス形態も登場しており、

将来的には固定系と移動系の市場を一体的に取り扱うことの要否も視野に入

れつつ、今後の動向を注視していくことが必要である。 

 

２．本報告書の構成 

（１） 「定点的評価」（重点市場の設定） 

① 本報告書の第１編では「定点的評価」を取り扱っている。従来、定点的評価

の対象領域（注）のうち、「移動体通信」領域については、音声通信（電話サー

ビス）を中心に分析・評価を行ってきたところであるが、近年のスマートフォ

ン等によるデータ通信の普及を踏まえ、「移動系データ通信」を新たに分析・評

価の対象とするとともに、定点的評価の領域の設定については新たに「音声通

信（固定系、移動系）」、「データ通信（固定系、移動系、ISP（固定系））」、「法

人向けネットワークサービス」の３領域に再構成している。 

（注）「固定電話」、「移動体通信」、「インターネット接続」、「法人向けネットワークサー

ビス」 

② その上で、まず、第１章（「移動系通信（音声通信、データ通信）」）において、

特に、近年、スマートフォン等の普及に伴いサービス形態やビジネスモデルの

変化が著しい移動系データ通信市場に関し、従来の契約数、事業者別シェア等

の基本データに加え、幅広い要素を勘案して重点的に分析・評価を行っている。 

なお、移動系データ通信市場については、同章でも分析しているとおり、現

時点では、契約数や事業者別シェア等の点で移動系音声通信市場とほぼ同じ状

況にあることから、分析は音声通信及びデータ通信に分けて行うものの、評価

は「移動系通信（音声通信、データ通信）」として一体的に行っている（注）。 

（注）今後、移動系データ通信市場の状況が音声通信市場と異なる様相を見せるように

なった場合には、評価そのものも音声通信とデータ通信を別々に分けて実施する

ことについて検討することが必要である。 

③ 次に、第２章（「データ通信（固定系）」）及び第３章（「音声通信（固定系）」）

において、従来の定点的評価と同様、「音声通信」（従来の「固定電話」に相当）

及び「データ通信」（従来の「インターネット接続領域」に相当）に分けて分析・

評価を行っているが、競争評価 2011 では、特に、「データ通信（固定系）」に関

し、今後、メタル回線から光ファイバへのマイグレーションの進展が予想され

る中、「ブロードバンド市場」及びその中心的な存在である「FTTH 市場」につ

いて従来の契約数、事業者別シェア等の基本データに加え、幅広い要素を勘案
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して重点的に分析・評価を行っている。 

  また、従来、評価対象市場として取り扱っていた「CATV インターネット」に

ついては概ね１地域１事業者となっている市場特性等を考慮、また、「ADSL 市

場」については市場規模が縮小傾向にあることを踏まえ、これらの市場につい

てはデータの収集・分析を行い、評価については FTTH 市場との相互関係を含め

「ブロードバンド市場」全体の中で一体的に行っている。 

 なお、「音声通信（固定系）」については、従来どおり「固定電話」及び「050-IP

電話」について分析・評価を行っているが、「中継電話（市内、県内市外、県外、

国際）」については市場が縮小傾向であることも踏まえ、データの収集・分析の

みとしている。 

 最後に第４章において、従来の「法人向けネットワークサービス領域」に相

当する「法人向けネットワークサービス」について、昨年度に引き続き、分析・

評価を行っている。 

④ 以上が本報告書の定点的評価に関する構成であるが、具体的な分析・評価の作

業に当たっては、関係事業者や各種の事業者団体の公表資料とともに、関係事業

者等や利用者のご協力を得てアンケート調査等を実施している。 

 

 

 

（２） 「戦略的評価」 

① 本報告書の第２編においては「戦略的評価」を取り扱っているが、「戦略的評

価」は電気通信事業分野における競争政策の展開と機動的な連携を図る観点か
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ら、特定のテーマに焦点を当てて 2006 年度から毎年度実施してきている。 

本年度は、定点的評価において重点市場として分析・評価を行っている「移

動系通信（音声通信、データ通信）」及び「データ通信（固定系）」に関連した

テーマを設定している。 

② まず、第１章において、「移動系通信（音声通信、データ通信）」に関連し、

近年、移動系データ通信のサービス形態が回線サービスのみならず、コンテン

ツ、SNS、検索、動画配信や音楽配信等のプラットフォーム、端末といったネ

ットワーク以外の上位下位レイヤーのサービスや他業種との業務提携等が見

られることを踏まえ、特に、利用者の急増が著しい SNS 等のプラットフォーム

を含む、上位レイヤーの動向を把握する観点から「固定ブロードバンド・モバ

イルインターネットの上流サービス利用分析」（注）をテーマとして設定し、

分析を行っている。 

（注）「固定ブロードバンド・モバイルインターネットの上流サービス利用分析」につい

ては、競争評価アドバイザリーボードの構成員である依田高典京都大学大学院経済学

研究科教授をはじめ、黒田敏史東京経済大学講師、高口鉄平静岡大学講師のご協力を

得て分析を行った。 

③ 次に、第２章において「データ通信（固定系）」に関連し「「光の道」構想に

関する基本方針」（注）に基づきブロードバンド環境の整備を促進するため、

従来の競争セーフガードの対象を拡大し（光の道構想に関する取組状況の検証

を追加）、2012 年度から運用が開始された「ブロードバンド普及促進のための

公正競争レビュー制度」との連携を強化する観点から、特に、同制度における

検証の柱の一つである「ブロードバンド普及促進に向けた取組状況の検証」へ

のアプローチの一つとして、「FTTH 市場における事業者間取引の状況」につい

て分析を行っている。 

（注）総務省では「「光の道」構想に関する基本方針」（2010 年 12 月）にあるとおり、次

世代ネットワーク（NGN）をはじめとするブロードバンド市場の公正競争環境の整備に

取組むとともに、毎年度の継続的チェックや制度整備の実施後３年を目途とした包括

的検証を行うこととしている。 

なお、これらのテーマの分析結果については、定点的評価を行うに当たって

の参考データとして活用している。 
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３．競争評価 2011 の定点的評価のポイント 

今年度の定点的評価のポイントについては以下のとおり。 

（１） 移動系通信市場（音声通信、データ通信） 

① 市場支配力に関しては、 

ア NTT ドコモのシェアを見ると依然として高いが、近年減少傾向にあるこ

と、平均月次増加率や番号ポータビリティの状況などを踏まえれば、市

場支配力を行使し得る地位は低下している傾向にあると考えられる。 

イ 一方、上位３事業者のシェアは、2011 年度末時点で 93.5％（対前年度

末比 1.0 ポイント減）と依然として高い水準にあり、HHI も減少傾向にあ

るが 3,268 となっており、複数事業者が協調して市場支配力を行使し得

る地位にあると考えられる。 

ウ しかしながら、スマートフォン等の販売などにおける移動系通信事業者

によるキャンペーンの展開状況、料金面における MVNO による潜在的な競

争圧力の存在、上位下位レイヤー等との連携サービスなどの各社の取組

状況などを踏まえれば、NTT ドコモが単独で、又は複数事業者が協調して

市場支配力を実際に行使する可能性は低い。 

ネットワークレイヤーと上位下位レイヤーとの関係については、現時

点では、上位下位レイヤーにおけるサービスシェア等が比較的高い事業

者との業務提携等を通じ、特定の通信事業者が利用者を囲い込む状況は

見られず、利用者による通信事業者間の乗り換えを阻害している要因が

あるとは言えないことから、移動系通信市場において上位下位レイヤー

との連携を通じた市場支配力の形成の兆候は見られない。 

② 今後の留意事項として、 

ア 上位下位レイヤー等の動向については、通信事業者のビジネスモデルの

変化も踏まえ、国内外の事業者の動向について引き続き注視していくこ

とが必要である。 

その際、データ入手の可能性も考慮しながら、上位下位の各レイヤー毎

のサービス市場の状況について、市場規模（世界及び国内）やサービスの

乗り換え率等の指標を可能な範囲で詳細に分析することも必要である。 

イ ネットワークレイヤーにおいても、MVNO や移動系と固定系の連携サー

ビスの動向を注視していくとともに、今後、データ通信専用端末の伸び

が予想される中、音声通信とデータ通信別々の評価も視野に入れつつ（現

時点では事業者別シェア等に違いは見られない）、データ通信専用端末、

SIM ロック解除、M2M や音声通信への影響が予想される VoIP 等の動向を

把握していくことが必要である。 

（２） 固定系ブロードバンド市場 

① 市場支配力に関しては、 
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ア 事業者別シェアの状況、市場集中度、同市場の中心的なサービスが FTTH

であり、メタルから光ファイバへのマイグレーションの進展が予想され

る中、固定電話市場からのレバレッジの懸念があること等を踏まえれば、

東日本地域では NTT 東日本が、西日本地域では NTT 西日本が各々単独で

市場支配力を行使し得る地位にあると考えられる。 

イ しかしながら、第一種指定電気通信設備に係る規制措置が講じられてい

る中、 

 ・ FTTH の契約数の増加率が鈍化傾向にあり、 

 ・ NTT 東西以外の事業者による固定系と移動系の連携サービスの開始 

など、新たなサービス競争が行われ始めていること 

等も踏まえれば、NTT 東西が実際に市場支配力を行使する可能性は低い。 

ウ なお、事業者別シェアの数値のみを見れば、NTT 東西と他のシェア上位

の事業者が協調して市場支配力を行使し得る地位にあるが、固定系ブロ

ードバンド市場における競争状況を勘案すれば、実際に協調して市場支

配力を行使する可能性は低い。 

② 今後の留意事項として、 

固定系ブロードバンド市場の分析・評価に当たっては、メタルから光フ

ァイバへのマイグレーションの進展が予想される中、固定電話からのレバ

レッジの懸念がある一方、近年、固定系と移動系の連携サービスや他業種

との業務提携等、同市場を取り巻く環境は大きく変化してきていることか

ら、将来的な市場の画定の在り方も視野に入れつつ、その動向を注視して

いくことが必要である。 

なお、分析に当たっては、0ABJ-IP 電話の NTT 東西のシェアは 2011 年度

末時点で 65.5%（対前年度末比 1.2 ポイント減）と減少傾向であることや、

近年のスマートフォン等の普及に伴い、固定系ブロードバンドサービスを

契約しない単身世帯等も増加していることも考慮する必要がある。 

（３） FTTH 市場 

① 市場支配力に関しては、 

ア 東日本地域では、NTT 東日本（シェア 80.5%）が依然として単独で市場

支配力を行使し得る地位にあると考えられるが、第一種指定電気通信設

備に係る規制措置が講じられている中、 

 ・ 契約数の増加率が鈍化しつつあり、 

 ・ 都道府県別の分析結果（NTT 東日本による光ファイバの貸出状況、料

金水準）の他、 

 ・ NTT 東西以外の事業者による固定系と移動系の連携サービスの開始 

など、新たなサービス競争が行われ始めていること 

等も踏まえれば、実際に市場支配力を行使する可能性は低い。 

イ 西日本地域では、NTT 西日本（シェア 67.4%）が単独で市場支配力を行
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使し得る地位は NTT 東日本と比較して低下していると考えられるが、第

一種指定電気通信設備に係る規制措置が講じられている中、東日本地域

と同様、 

 ・ 都道府県別の分析結果（設備競争の状況、料金水準）や 

 ・ サービス競争状況 

も踏まえれば、実際に市場支配力を行使する可能性は低い。 

ウ なお、事業者別シェアの数値のみを見れば、NTT 東西を含むシェア上位

の複数事業者が協調して市場支配力を行使し得る地位にあるが、FTTH 市

場における競争状況を勘案すれば、実際に協調して市場支配力を行使す

る可能性は低い。 

② 今後の留意事項として、 

今後も固定系ブロードバンドの中心的な存在となる FTTH 市場については、

売上高の推移やビジネスモデルの変化など、様々な観点から幅広く情報を収

集し、その分析結果も勘案しながら評価を行っていくことが必要である。 

その際、固定系と移動系の連携サービスの状況を含め、近年、変化が著

しい移動系データ通信が同市場に影響を与える可能性もあることから、将来

的な市場の画定の在り方についても視野に入れつつ、その動向を注視してい

くことが必要である。 

なお、分析に当たっては、0ABJ-IP 電話の NTT 東西のシェアは 2011 年度

末時点で 65.5%（対前年度末比 1.2 ポイント減）と減少傾向であることや、

近年のスマートフォン等の普及に伴い、固定系ブロードバンドサービスを契

約しない単身世帯等も増加していることも考慮する必要がある。 

（４） ISP（固定系）市場 

① 市場支配力に関しては、 

事業者別シェア（上位３社シェアを含む）の状況のほか、ISP 市場への参

入は比較的容易であること、事業者変更のためのスイッチングコストも従来

ほど高くないこと（メールアドレス変更等の乗り換えの障壁も WEB メールの

普及等により低下）等も踏まえれば、単独又は協調して市場支配力を行使し

得る地位にある事業者は存在しないと評価する。 

② 今後の留意事項として、 

インターネット接続サービスは、回線サービスとセットで提供されている

形態が多いことから、固定系ブロードバンド市場や FTTH 市場との相互関係

について引き続き注視していくことが必要である。 

（５） 固定電話市場 

① 市場支配力に関しては、 

NTT 東西が依然として単独で市場支配力を行使し得る地位にあると考えら

れるが、第一種指定電気通信設備に係る規制措置が講じられている中、 
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・ 市場全体としては縮小傾向にあることや、 

・ 利用者アンケート結果における固定電話等の利用状況（固定電話を利用

していない者は回答者の 10％程度。利用していない理由としては「通話

は携帯電話で行うから」が約 9割。） 

等も踏まえれば、NTT 東西が同市場において実際に市場支配力を行使する可

能性は低い。 

② 今後の留意事項として、 

ア メタルから光ファイバへのマイグレーションの進展が予想される中、

NTT 東西は設備面で見ても高いシェア（メタル回線の設備シェアは 99.8％

(2011 年度末時点)）を有するなど、固定系ブロードバンド市場へのレバ

レッジの懸念があるところであり、今後、利用者アンケートにおける詳

細な分析や、関係事業者の協力を得ながら、例えば番号ポータビリティ

の状況（IP 電話への移行における事業者の乗り換え状況など）の詳細な

分析等について検討することが必要である。 

イ また、近年、スマートフォン等が普及する中、無料通話が可能となるソ

フトフォン等の利用が拡大しつつあることから、固定電話市場への影響

の有無や、固定電話サービスと移動系通信サービスの代替性などの観点

から、引き続きその動向を把握していくことが必要である。 

（６） 050-IP 電話市場 

① 市場支配力に関しては、 

事業者別のシェアの数値のみを見れば、複数の事業者が協調して市場支配

力を行使し得る地位にあると考えられるが、近年の 0ABJ-IP 電話の契約数の

増加に伴い、メタル回線による同サービスの市場としては縮小傾向にあるこ

と、近年のソフトフォンの利用動向などを踏まえれば、実際に市場支配力を

行使する可能性は低い。 

② 今後の留意事項として、 

従来の 050-IP 電話市場が縮小傾向にある中、050 番号を使用するソフトフ

ォンも普及しつつあることから、同市場については、新たな市場の画定の在

り方も含め、ソフトフォンのサービスや利用の動向も把握しつつ、引き続き

分析・評価の在り方について検討を行うことが必要である。 

（７） 法人向けネットワーク：WAN サービス市場 

① 市場支配力に関しては、 

事業者別シェア等を踏まえれば、NTT 系事業者が協調して市場支配力を行

使し得る地位にあると考えられるが、 

ア NTT系事業者のシェアの合計が61.9%を占めているIP-VPNサービスの契

約数について見ると、同サービスの WAN 市場全体の中でのシェア自体が

減少傾向にあること 
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イ 契約数が増加傾向にある広域イーサネットサービスについては、NTT 東

西のシェアがここ数年減少傾向にある一方、NTT 東西とシェアが拮抗して

いる KDDI のシェアは増加傾向にあること 

ウ 近年、従来の回線中心のサービス提供のみならず、各事業者がクラウド

サービスや各種アプリケーション等との一体的なサービスを新たに展開

し始めていること 

等を考慮すれば、実際に市場支配力を行使する可能性は低い。 

② 今後の留意事項として、 

WAN サービスの提供形態も、近年、クラウドサービスや各種アプリケーシ

ョン等との一体的なサービスが提供され始めていることから、今後の分析・

評価に当たっての勘案要素として、その動向を把握していくことが必要であ

る。 

（８） 法人向けネットワーク：専用サービス市場 

① 市場支配力に関しては、 

「接続専用回線」の状況を考慮しても、事業者別シェアを踏まえれば、NTT

東西が専用サービス市場において単独で市場支配力を行使し得る地位にあ

ると考えられるが、近年、クラウドサービス等の普及に伴い、一般企業によ

る通信ネットワークの構築は専用サービスから WAN サービス（IP-VPN、広域

イーサネット、フレッツ・オフィス等）へ移行している状況の中、実際に市

場支配力を行使する可能性は低い。 

② 今後の留意事項として、 

専用サービス市場については、「接続専用回線」を除く契約数は減少傾向

にあることから、クラウド型の WAN サービスの登場などを踏まえ、その動向

を把握しつつ、今後の市場の画定も含め、法人向けネットワークサービスの

サービス市場の在り方を検討することが必要である。 

（参考）分析及び評価に当たっては HHI（ハーフィンダール・ハーシュマン指数：

Herfindahl-Hirschman Index）を主な指標の一つとして考慮しているが、HHI は、

市場の独占度合いを測定する指標の一つであり、各事業者が市場で有するシェア

を自乗し、それを加算して算出する。 

そのため、HHI はシェアの大きな事業者のシェア変動が大きく影響する。逆に、

小さな事業者のシェア変動の影響は小さく、小規模な事業者の情報を欠いても指

標の有効性が損なわれにくいという特長がある。 

また、HHI は、0（完全競争）～10000（完全独占）の値をとり、10000 に近づく

ほど市場集中度が高いことを示す指数である。 

この指数の評価については、EU（欧州連合）の競争総局では、企業合併の際に

HHI が 1000 未満であれば競争上の問題がない可能性が高いと判断される。また、

米国の司法省と連邦取引委員会は、企業合併後の HHI が①1000 未満は非集中、②

1000以上1800未満は中位集中、③1800以上は高度集中との基準を設定している。 
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一方、日本の公正取引委員会が公表している「企業結合審査における独占禁止

法の運用指針」（2011 年６月改定）では、企業合併後のシェアが 10％以下又は HHI

が 2500 以下の場合（かつシェアが 25％以下の場合）は「競争を実質的に制限す

ることとなるとは通常考えられない」、HHI が 2500 以下の場合（かつ市場シェア

が 35％以下の場合）は「競争を実質的に制限することとなるおそれは小さいと通

常考えられる」としている1。 

なお、HHI 及びシェアが一定水準以下の場合は競争を制限するおそれが小さい

ということを示しているのであって、HHI 及びシェアが一定水準以上であること

が必ずしも競争を制限していることを意味するものでは無く、規模のメリット等

も含めケースバイケースで判断する必要がある。 

 

                                                  
1 水平型企業結合の場合、ここで引用している垂直型企業結合の場合とは異なる基準となってい

る。 
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第１節 移動系通信（音声通信、データ通信）の市場画定 

 

１．サービス市場の画定 

（１） 近年、LTE や BWA（WiMAX）といった技術の導入をはじめ、無線の高速ブロー

ドバンド化が進展しており、これに伴い、スマートフォン、タブレット端末、

モバイルWi-Fiルータ等の端末もパソコン並に高機能化・多様化してきている。 

このような中、移動系通信事業者のサービス形態も、データ通信が主体とな

りつつあるとともに、従来の回線サービスを中心としたものから、コンテンツ、

SNS、検索、動画配信や音楽配信等のプラットフォーム、端末といったネット

ワーク以外の上位・下位レイヤーや医療、福祉、教育等の他業種との連携サー

ビス（以下「上位下位レイヤー等との連携」という。）も登場してきている。 

（２） 従来、移動系の通信サービスの市場画定に当たっては、音声とパケット通信、

携帯電話と PHS を一体的に捉えて「移動体通信サービス市場」（さらに「携帯

電話サービス」と「PHS サービス」を各々部分市場として画定）として取り扱

ってきたところであるが、近年の移動系のデータ通信サービスの動向を踏まえ、

本年度（2011）から、以下のとおり、「移動系音声通信市場」と「移動系デー

タ通信市場」に分け、別々の市場として画定する。 

   ① 従来の対象市場である「携帯電話サービス（2G、3G）」及び「PHS サービス」

の音声通信サービス部分を一体的に捉え、「移動系音声通信市場（MVNO を含

む。以下同じ。）」として画定する。 

   ② 従来の対象市場である「携帯電話サービス（2G、3G）」及び「PHS サービス」

のデータ通信サービス部分に LTE、BWA の各サービスを追加し、新たに「移

動系データ通信市場（MVNO を含む。以下同じ。）」として画定する。 

   ③ ただし、本章第２節第１項で見るとおり、現時点においては、「移動系音

声通信市場」及び「移動系データ通信市場」の契約者数や事業者別シェア等

を比較するとほぼ同じ状況にあることから、当面、両市場の競争状況の評価

に当たっては「移動系通信市場」として一体的に取り扱うこととする。 

（３） また、部分市場の取扱いについては、昨年度までは「携帯電話サービス」「PHS

サービス」をそれぞれ部分市場として画定してきたところであり、これまでの

経緯も踏まえ、本報告書でも概念上は部分市場として整理するが、 

① PHS サービスの契約数が移動系通信サービス全体に占める割合は依然とし

て小さいこと 

② PHS サービス提供事業者がソフトバンク傘下の PHS 会社ウィルコムのみで

あり、最近ではソフトバンクモバイルの回線（携帯電話サービス）と併用可
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能な一体型の端末が提供されていること 

③ さらに、今後、携帯電話と PHS 間の番号ポータビリティの導入も想定され

ていること 

から、個別の市場としての分析・評価は行わないことする。 

（３） なお、近年、スマートフォン等が普及する中、VoIP（Voice over IP）サー

ビス（専用の無料アプリをダウンロードすることにより無料通話も可能となる

いわゆるソフトフォンを含む）や公衆無線 LAN サービスの利用が拡大しつつあ

るが、現時点ではデータ入手の困難性等もあり、市場の画定の観点からの検討

は行わないが、いずれも移動系通信の市場のみならず、固定系音声通信の市場

にも影響を及ぼす可能性があることから、本報告書においても可能な範囲でこ

れらのサービスの動向把握及び分析を行っている。 
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【図表Ⅰ－１ 移動系通信（音声通信、データ通信）のサービス市場の画定】 

    

 

 

２．地理的市場の取扱い 

 昨年度までの評価対象である「移動体通信サービス市場」の地理的市場の取扱い

については、事業者のサービス提供地域を考慮して画定してきたところである。    

具体的には、沖縄県で携帯電話サービスを提供している沖縄セルラーについて考

慮し、「携帯電話サービス市場」について沖縄県とそれ以外で地理的市場を画定し、

分析のみを行ってきたところであるが（評価は全国として実施）、 

① 沖縄セルラーは KDDI の連結子会社として事業展開していること 

② 沖縄セルラーの契約数が移動体通信サービス全体に占める割合は大きくない

こと（0.4%） 

に鑑み、本年度においては、全国市場として一体的に分析・評価を行うこととする。 

 

  

携帯電話 ＰＨＳ

３G２G《
無
線
》

〈移動系音声通信市場〉
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第２節 移動系通信市場（音声通信、データ通信）の分析及び競争状況の評価 

 

 

 

１．移動系通信市場（音声通信、データ通信）における市場支配力に関しては、 

① NTT ドコモのシェアを見ると依然として高いが、近年減少傾向にあること、平均

月次増加率や番号ポータビリティの状況などを踏まえれば、市場支配力を行使し

得る地位は低下している傾向にあると考えられる。 

② 一方、上位３事業者のシェアは、2011 年度末時点で 93.5％（対前年度末比 1.0

ポイント減）と依然として高い水準にあり、HHI も減少傾向にあるが 3,268 となっ

ており、複数事業者が協調して市場支配力を行使し得る地位にあると考えられる。 

③ しかしながら、スマートフォン等の販売などにおける移動系通信事業者による

キャンペーンの展開状況、料金面における MVNO による潜在的な競争圧力の存在、

上位下位レイヤー等との連携サービスなどの各社の取組状況などを踏まえれば、

NTT ドコモが単独で、又は複数事業者が協調して市場支配力を実際に行使する可能

性は低い。 

ネットワークレイヤーと上位下位レイヤーとの関係については、現時点では、

上位下位レイヤーにおけるサービスシェア等が比較的高い事業者との業務提携等

を通じ、特定の通信事業者が利用者を囲い込む状況は見られず、利用者による通

信事業者間の乗り換えを阻害している要因があるとは言えないことから、移動系

通信市場において上位下位レイヤーとの連携を通じた市場支配力の形成の兆候は

見られない。 

２．今後の留意事項として、 

① 上位下位レイヤー等の動向については、通信事業者のビジネスモデルの変化も

踏まえ、国内外の事業者の動向について引き続き注視していくことが必要である。 

その際、データ入手の可能性も考慮しながら、上位下位の各レイヤー毎のサー

ビス市場の状況について、市場規模（世界及び国内）やサービスの乗り換え率等

の指標を可能な範囲で詳細に分析することも必要である。 

② ネットワークレイヤーにおいても、MVNO や移動系と固定系の連携サービスの

動向を注視していくとともに、今後、データ通信専用端末の伸びが予想される

中、音声通信とデータ通信別々の評価も視野に入れつつ（現時点では事業者別

シェア等に違いは見られない）、データ通信専用端末、SIM ロック解除、M2M や

音声通信への影響が予想されるVoIP等の動向を把握していくことが必要である。 

 

 

 

  

評価（抜粋） 
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１．本節では、「移動系通信市場（音声通信、データ通信）」について、重点的

な分析・評価を行う。 

２．具体的には、評価のための指標として、以下のとおり、従来の基本データ

に加え、近年の移動系通信市場の動向を踏まえ、評価に当たって勘案すべき

要素について分析を行い、評価を行うこととする。 

（１） 基本データとして、 

① 市場の規模（契約数、売上高等）、事業者別シェア（注） 

 （注）移動系通信全体とともに、音声通信、データ通信別の動向も把握 

② 市場集中度 

③ 料金（料金体系、料金プラン、ARPU の推移） 

（２） また、評価に当たっての勘案要素として、 

① MVNO の動向 

② SIM ロック解除の状況 

③ 番号ポータビリティの状況 

④ 移動系と固定系の連携サービス、VoIP、M2M の動向 

⑤ データ通信専用端末等の動向 

⑥ ネットワークレイヤーと上位下位レイヤーとの関係 

について、事業者アンケートや利用者アンケート等の結果も踏まえつつ分

析を行う。 

これらの分析結果に基づき、移動系通信市場に関し、以下の点について競争

状況の評価を行う。 

（１）単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

（２）上記市場支配力の存在が認められる場合にはその行使の有無 

（３）今後の留意事項 
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第１項 基本データの分析 

１－１ 移動系通信市場全体 

１－１－１ 市場の規模（契約数の推移及び売上高） 

移動系通信市場（音声通信、データ通信）全体における契約数（MVNO 契

約数を含む）は、スマートフォン、モバイル Wi-Fi ルータやタブレット端末

等の普及に伴い、2011 年度末現在で 1 億 3,276 万（対前年度末比 7.7％増）

となっており、我が国の総人口を超え、引き続き漸増している。 

 

【図表Ⅰ－２ 契約数（MVNO 契約数を含む）の推移】 

 

出所：（社）電気通信事業者協会及び総務省資料 
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また、移動系通信市場における主要事業者４社の売上高（移動通信事業関

連）の合計を見ると、スマートフォン等の契約数の増加に伴うデータ通信収

入の増加に伴い、9 兆 2,720 億円（対前年度末比 4.2％増）と引き続き漸増

傾向となっている。 

 

【図表Ⅰ－３ 主要事業者４社の売上高（移動通信事業関連）の推移】 

 
（注１）売上高は移動通信事業関連（携帯電話収入、端末販売収入等） 

（注２）KDDI 及びイー・アクセスについては、移動通信事業に係る数値 

 

出所：主要事業者４社（NTT ドコモ、KDDI、ソフトバンクモバイル、イー・アクセス）の決算資料を基に総務省作成 
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（参考）スマートフォン契約数等 

移動系通信市場の契約数や売上高の増加の主な要因（端末の一人複数台持

ちやデータ通信収入の増加）となっているスマートフォンの契約数は、2011

年度末時点において、2,522 万と見込まれている。 

フィーチャーフォン（従来型の携帯電話端末）とスマートフォンの契約数

合計に占めるスマートフォンの割合は同年度末時点で 22.5％と推計されて

おり、今後、移動系通信事業者はスマートフォンへのシフトを図っていくも

のと考えられることから、この割合は 2015 年度末時点において 62.1％にな

ると予想されている。 

 

【図表Ⅰ－４ スマートフォン契約数等の推移】 

 

出所：MM 総研資料

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

08年度末 09年度末 10年度末 11年度末 12年度末 13年度末 14年度末 15年度末 16年度末

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

スマートフォン(SP) フィーチャーフォン(FP) SP比率

契約数（万件） 08年度末 09年度末 10年度末 11年度末 12年度末 13年度末 14年度末 15年度末 16年度末

フィーチャーフォン(FP) 10,172 10,212 9,957 8,710 7,173 6,061 5,242 4,540 3,951

スマートフォン(SP) 120 315 955 2,522 4,335 5,659 6,629 7,447 8,119

合計（FP+SP） 10,292 10,527 10,912 11,232 11,508 11,720 11,871 11,987 12,070

SP契約比率 1.2％ 3.0％ 8.8％ 22.5% 37.7% 48.3% 55.8% 62.1% 67.3%

← 実績 見込 →



9 
 

１－１－２ 事業者別シェア 

移動系通信市場全体（携帯電話及び PHS）の事業者別シェアを見ると、2011 年

度末時点で、NTT ドコモが 45.3%（対前年度末比 1.8 ポイント減）と減少する一方、

ソフトバンクモバイルが 21.8%（同 1.2 ポイント増）となっており、また、ソフ

トバンク出資のウィルコムのシェアを合わせると 25.2%となっている。 

KDDI1は、26.4%と対前年度末比 0.4 ポイント減となっているが、2011 年 10 月

から iPhone の販売を開始しており、減少に歯止めがかかっている。 

 

【図表Ⅰ－５ 事業者別シェア及び市場集中度の（HHI）の推移】 

 

出所：総務省資料
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１－２ 移動系音声通信、移動系データ通信の各市場の動向 

１－２－１ 契約数の推移及び売上高 

移動系通信市場について、音声通信、データ通信別に、契約数の推移及び

売上高を見ると、 

（１） 契約数は 2011 年度末時点の推計で、音声通信が 1 億 1,468 万（対前

年度末比 3.5％増）、データ通信が 1 億 2,330 万（同 10.4％増）となっ

ており、データ通信の伸びが音声通信の伸びと比較して相対的に大き

い状況となっている。 

（２） また、売上高を見ると、2011 年度で音声通信が 3 兆 9,966 億円（対

前年度末比 8.4％減）、データ通信が 5 兆 2,754 億円（同 16.3.％増）

となっており、スマートフォン等の普及に伴い、音声通信の収入が減

少する一方、データ通信が主な収益源となっていることがわかる。 

 

【図表Ⅰ－６ 契約数（音声通信、データ通信別）の推移】 

【音声通信】           【データ通信】 

  

（注１）上記は公表資料等及び競争評価 2011 事業者アンケートに基づく数値。なお、当該アンケートにおいては、MNO につ

いては、原則、自社の契約数のみ（傘下の MVNO 契約数を除外した数値）を回答。ただし、音声・データ通信専用といっ

た契約区分別では分計不可と回答があった一部の事業者については MVNO 契約数を含んでいる（図表Ⅰ－８、Ⅰ－９及び

Ⅰ－40 についても同様）。 

（注２）データ通信契約数については、電気通信事業報告規則（昭和 63 年郵政省令第 46 号））に基づく報告データ（「携帯

電話・PHS 端末インターネット接続サービス」、「3.9 世代携帯電話端末インターネット接続サービス」、「BWA アクセスサ

ービス」の契約数）を基に、アンケート結果及び TCA 公表値等（「データ通信専用端末」、「モジュール」の契約数）を加

えて総務省推計（図表Ⅰ－９についても同様）。 

出所：公表資料等及び競争評価 2011 事業者アンケートを基に総務省作成 
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【図表Ⅰ－７ 売上高（音声通信、データ通信別）の推移】 

【音声通信】           【データ通信】 

   
出所：主要事業者４社（NTT ドコモ、KDDI、ソフトバンクモバイル、イー・アクセス）の決算資料を基に総務省作成
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１－２－２ 事業者別シェア 

（１） 図表Ⅰ－８及びⅠ－９にあるとおり、音声通信、データ通信別の事

業者別シェアを比較すると、現時点では事業者のシェアの傾向に大き

な差異は見られない。 

（２） このため、本年度の評価においては音声通信とデータ通信の評価を

一体的に実施することとするが、今後、スマートフォンのみならず、

データ通信専用端末の普及など、移動系データ通信市場の伸びが予想

される中、その動向を把握していくことが必要である。 

 

【図表Ⅰ－８ 音声通信契約数の事業者別シェアの推移】 

 

（注）上記は公表資料等及び競争評価 2011 アンケートに基づく数値により作成。なお、シェアの算出にあたっては、MNO につ

いては、原則、自社の契約数のみ（傘下の MVNO 契約数を除外した数値）としているが、一部の事業者については MVNO 契約

数が含まれている（図表Ⅰ－６（注１）参照）。 

出所：公表資料等及び競争評価 2011 事業者アンケートを基に総務省作成 
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【図表Ⅰ－９ データ通信契約数の事業者別シェアの推移】 

 

（注）上記は公表資料等及び競争評価 2011 アンケートに基づく数値により作成。なお、シェアの算出にあたっては、MNO につ

いては、原則、自社の契約数のみ（傘下の MVNO 契約数を除外した数値）としているが、一部の事業者については MVNO 契約

数が含まれている（図表Ⅰ－６（注１及び注２）参照）。 

出所：公表資料等及び競争評価 2011 事業者アンケートを基に総務省作成 
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１－３ 主要事業者４社の動向（契約数の推移及び売上高等） 

１－３－１ 契約数の推移（平均月次増加率を含む） 

（１） 2011 年４月以降（～2012 年３月末）の主要事業者４社の契約数（携

帯電話（PHS を除く））の推移（図表Ⅰ－10～Ⅰ－13）を見ると、移動系

通信市場全体の伸びに伴い、各社とも引き続き漸増している。 

（２） また、同期間における各社の平均月次増加率を比較すると、イー・

アクセス 2.1％、ソフトバンクモバイル 1.1％、KDDI 0.5％、NTT ドコモ

0.3％の順となっている。 

 

【図表Ⅰ－10 NTT ドコモの契約数の推移】 

 

出所：（社）電気通信事業者協会及び総務省資料 

【図表Ⅰ－11 KDDI の契約数の推移】 

 

出所：（社）電気通信事業者協会及び総務省資料
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【図表Ⅰ－12 ソフトバンクモバイルの契約数の推移】 

 

出所：（社）電気通信事業者協会及び総務省資料 

 

【図表Ⅰ－13 イー・アクセスの契約数の推移】 

 

（注） 12.3 の増加率（1.9%）は、四半期の月次ベース平均値 

出所：（社）電気通信事業者協会及び総務省資料
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１－３－２ 売上高等 

（１） 主要事業者４社の 2011 年度における移動通信事業関連の売上高等を

見ると、売上高については、スマートフォンやモバイル Wi-Fi ルータ等

の販売に伴うデータ通信収入増により各社とも増加しているが、その増

加率については、イー・アクセスが対前年度末比 12.3%増、ソフトバン

クモバイルが同 10.3％増、KDDI が同 5.3％増であるのに対し、NTT ドコ

モは同 0.4％増となっている。 

（２） また、各社の営業利益について見ると、イー・アクセス、ソフトバ

ンクモバイル及び NTT ドコモが各々269.2%、6.7％、3.5％と増加する一

方、KDDI が 4.5％の減少（販売促進費等の増加）となっている。 

 

【図表Ⅰ－14 NTT ドコモの売上高及び営業利益の推移】 

【売上高】 【営業利益】 

   

出所：NTT ドコモ決算資料を基に総務省作成 
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【図表Ⅰ－15 KDDI の売上高及び営業利益の推移】 

【売上高】 【営業利益】 

   

（注）移動通信事業に係る数値 

出所：KDDI 決算資料を基に総務省作成 

【図表Ⅰ－16 ソフトバンクモバイルの売上高及び営業利益の推移】 

【売上高】 【営業利益】 

   

出所：ソフトバンク決算資料を基に総務省作成 

 

【図表Ⅰ－17 イー・アクセスの売上高及び営業利益の推移】 

【売上高】 【営業利益】 

   

出所：イー・アクセス決算資料を基に総務省作成
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１－４ 市場集中度 

移動系通信市場全体の市場集中度（HHI）は、2011 年度末時点で 3,268 となっ

ており、依然として高い水準にあることから、３社による寡占的な状態にあるが、

数値自体は年々減少傾向にある。 

 

【図表Ⅰ－18 事業者別シェア及び市場集中度（HHI）の推移】 

 

出所：総務省資料
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１－５ 料金 

１－５－１ 料金体系 

NTT ドコモ、KDDI、ソフトバンクモバイルの料金体系は大きく「音声・パケッ

ト通信用」と「データ通信専用」の２つに分類される。なお、イー・アクセスは

データ通信用のパケット通信プランが基本となっており、音声通信は従量制（一

部通話定額オプションあり）となっている。 

（１） 音声・パケット通信用 

利用者は基本プラン（基本料金（一定額の無料通信分込みのプランもあり）

を選択した上で、オプションプランとして、主に、 

① 基本料割引（家族割、２年割、長期継続利用割引等） 

② パケット定額・割引（フラット定額、二段階定額（上限制を含む）） 

③ 通話料割引等（同一会社間通話無料、指定番号割引等） 

④ 端末割引（パケット定額・割引とセットで、端末料金のうちの一定額を通

信料から割引（最大 24 ヶ月）） 

⑤ 移動系と固定系の連携サービス（同一会社等の固定通信と移動通信の双方

の契約者の通信料割引） 

等が利用可能となっている。 

（２） データ通信専用 

利用者は基本プランを定額制（フラット定額、二段階定額（上限制を含む））、

従量制から選択可能となっている。 

また、音声・パケット通信用のオプションプランに相当するプランとしては、

家族割、継続利用割引（２年割等）がある。 

（３） キャンペーン 

上記（１）及び（２）の料金体系のほか、各種キャンペーンが実施されてお

り、新規加入割引（番号ポータビリティを利用する場合を含む）、学生割引を

はじめ、LTE スタートキャンペーンなど、期間中に契約することにより、基本

料や端末料金の更なる割引、公衆無線 LAN の無料化、スマートフォンのアプリ

無料提供等がある。 

なお、事業者の販売促進費を活用し、量販店をはじめ、他業種とのクーポン

の連携、各種ポイントの提供や家電製品の割引等も行われている。 
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（参考）契約解除料金 

主要事業者４社とも、１年又は２年を契約条件とする料金プランを提供して

おり、期間中に契約解除を行う場合の解除料金の例としては、 

① １年の契約条件の場合、3,150 円又は 6,300 円 

② ２年の契約条件の場合、ほとんど 9,975 円となっているが、24 ヶ月にわ

たって逓減していくパターン（26,880 円～9,975 円、数万円～数百円又は数

千円等） 

がある。 

 

  



21 
 

１－５－２ 主な料金プランの比較 

利用者アンケートの結果に基づき、主要事業者４社における利用者数の多い料

金プランを比較すると図表Ⅰ－19 のとおりとなっている。 

特に、イー・モバイルを除く主要事業者３社の料金プランで、利用者数が最も

多かったプランを比較すると、各社とも２年割を適用した場合、月額基本料金 980

円とパケット定額料 5,460 円の合計 6,440 円で各社横並びとなっているが、ソフ

トバンクモバイルでは、iPhone 向けのパケット定額料が設けられており、他の端

末向けプランよりも 1,000 円程度安くなっている。 

利用者アンケート結果においても、スマートフォン利用者のパケット通信料

（月額）の分布では、5,000 円～7,000 円程度が最も多い状況となっている。 

このような中、前述の料金体系（１－５－１）で見たとおり、事業者間の料金

競争はキャンペーンを中心に展開されているものと考えられるほか、最近では

NTT ドコモが、高速データ通信に関し、通信量の少ない利用者向けに、2012 年 10

月より安価な料金プランを設定すると発表している。 

また、第２項２－１でも分析しているとおり、最近では MVNO 事業者による低

速度低料金等のプランも登場しており、今後とも料金動向を注視していくことが

必要である。 

 

  



22 
 

【図表Ⅰ－19 主な料金プランの比較】 

 

 

（注）金額は税込み 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート及び各社 HP を基に総務省作成 

 

＜※iPhone 向けプラン（例）の比較＞ 

 

(注)金額は税込 

出所：各社 HP を基に総務省作成 

 

【図表Ⅰ－20 パケット通信料（月額）の分布】 

 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート
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１－５－３ 主要事業者３社の ARPU（加入者一人当たりの月間売上高）の推移 

 主要事業者３社の ARPU を見ると、2012 年 1-3 月期において、 

（１） 音声 ARPU は、NTT ドコモが 2,170 円（前期比 20 円減）、KDDI が 1,760

円（同 200 円減）、ソフトバンクモバイルが 1,350 円（同 350 円減）と

なっており、各社とも減少傾向にある。 

（２） 一方、データ ARPU は、NTT ドコモは 2,700 円（前期比 10 円増）、KDDI

は 2,580 円（同 70 円増）、ソフトバンクモバイルは 2,530 円（同増減な

し）となっており、各社とも増加傾向にある。 

（３） 音声 ARPU とデータ ARPU を合わせた全体の総合 ARPU で見ると、NTT

ドコモが 4,870 円（前期比 10 円減）、KDDI が 4,340 円（同 130 円減）、

ソフトバンクモバイルは 3,890 円（同 340 円減）となっており、いずれ

も音声 ARPUの減少分をデータ ARPUの増加分で補完できていない状況と

なっていることがわかる。 

 

【図表Ⅰ－21 NTT ドコモの ARPU の推移】 

 

出所：NTT ドコモ決算資料を基に総務省作成 
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【図表Ⅰ－22 KDDI の ARPU の推移】 

 

出所：KDDI 決算資料を基に総務省作成 

 

【図表Ⅰ－23 ソフトバンクモバイルの ARPU の推移】 

 

出所：ソフトバンク決算資料を基に総務省作成 
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第２項 評価に当たっての勘案要素の分析 

（１） 移動系通信市場（音声通信、データ通信）に関しては、これまでの競争評価

でも今後の注視事項として指摘してきているとおり、近年、MVNO 事業への参入

が相次いでいるほか、移動系通信事業者による SIM ロック解除への自主的な取

組が開始されるなど、これらの動向を評価に反映させていくことが必要である。 

また、特に、移動系データ通信サービスについては、近年のスマートフォン

やタブレット端末等の普及に伴い、コンテンツ、プラットフォームや端末とい

ったネットワークレイヤー以外の上位下位レイヤーのサービスとの連携など、

国内外において新たなビジネスモデルが展開されているところであり、上位下

位レイヤーの動向についても、移動系通信市場を評価するに当たって勘案する

ことが必要不可欠となってきている。 

（２） このような観点から、本項においては、 

① まず、これまでの競争評価においても今後の注視事項と指摘されているもの

を中心に、以下の事項について分析を行う。 

・ MVNO の動向 

・ SIM ロック解除の状況 

・ 番号ポータビリティの状況 

・ 移動系と固定系の連携サービス、VoIP、M2M の動向 

・ データ通信専用端末の動向（公衆無線 LAN の動向を含む） 

② 次に、ネットワークレイヤー以外の上位下位レイヤーとの関係について、以

下の点を中心に、データ入手可能な範囲で分析を行う。 

・ SNS、検索、動画・音楽配信等のサービスやスマートフォン等の端末に関

する国内外の市場動向 

・ 上記サービス等のネットワークレイヤーにおけるオープン性やアプリの

スマートフォンへのプリインストール状況 

・ 上位下位レイヤーのサービス・端末の利用動向調査（利用者アンケート） 
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２－１ MVNO の動向 

 

（１） 近年、MVNO（Mobile Virtual Network Operator）（注）事業への参入が相

次いでおり、新規市場の創出やサービスの多様化を通じた一層の市場活性化

が期待されている。 

（注）MNO（Mobile Network Operator）の提供する移動通信サービスを利用して、又は

MNO と接続して、移動通信サービスを提供する電気通信事業者であって、当該移

動通信サービスに係る無線局を自ら開設しておらず、かつ、運用をしていない者

をいう。 

なお、総務省では、移動通信分野における競争の促進、多様かつ低廉なサ

ービスの提供による利用者利益の実現及び電波の公平かつ能率的な利用を目

的として、MNOの無線ネットワークを活用して多様なサービスを提供するMVNO

の参入を促すため、2002 年に「MVNO に係る電気通信事業法及び電波法の適用

関係に関するガイドライン」を策定している。 

（２） MVNO事業者数は2011年度末時点で247となっており（対前年度末比69.2％

増）、契約者数も約 484 万と増加傾向（同 34.8％増）にある。 

また、サービス内容も MNO のサービスを家電量販店や ISP 等が独自の販売

チャネル（顧客網）で提供する形態から、MNO とは異なる新しいプラン（低速

度低料金等）やアプリ提供を伴う形態（見守り、テレマティクス、業務監視

等）まで、法人向けも含め多様化してきている。 

（３） 特に、近年、低速度低料金（月額 980 円）等のプランが登場するなど、利

用者アンケート結果でも MVNO の選択理由として料金等が安価であることが

上位を占めていることを踏まえれば、MNO 事業者に対する潜在的な料金競争

圧力が働いている可能性がある（ｐ71）。 

なお、利用者アンケート結果によれば、現時点では MVNO の認知度は低いも

のの（「知らない」と回答した者が 67.58％、ｐ70）、「今後利用したい」と回

答した者が６割を超えていることや（ｐ71）、中長期的には M2M の法人向けサ

ービスの増大も予測されることから、引き続き動向を注視していくことが必

要である。 

また、欧州や米国においては、複数の国における MNO と MVNO 契約を締結し

てサービスを行うグローバル MVNO 事業者が参入しており、このようなグロー

バル MVNO 事業者の動向についても今後注視していくことが必要である。 
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【図表Ⅰ－24 MVNO 事業者数（音声通信及びデータ通信）及び契約数の推移】 

 

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅰ－25 MVNO のサービス形態及び料金】 

 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 
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２－２ SIM ロック解除の状況 

（１） 移動系通信事業者は、自社が販売する端末の一部について、自社が発行す

る SIM（Subscriber Identity Module）カード（携帯事業者が発行する利用

者識別用の IC カード）が差し込まれた場合にのみ端末が動作するよう設定

している（SIM ロック）。 

総務省では、海外渡航時や番号ポータビリティ制度の利用時など、利用者

の SIM ロック解除に対する要望を踏まえ、2010 年６月に「SIM ロック解除に

関するガイドライン」を策定している（注）。 

（注） ガイドラインにおいては「各携帯事業者は、2011 年度以降新たに発売される

端末のうち対応可能なものから解除を行う」とした上で、自社が販売する以外の

端末を使用する利用者への役務提供、説明責任、通信サービスの不具合・端末の

故障への対応等について定めている。 

（２） 移動系通信事業者による SIM ロック解除の自主的な取組は NTT ドコモ及び

ソフトバンクモバイルにおいて 2011 年４月から開始されたところであるが、

2011 年度末時点で SIM ロック解除可能な端末の種類数は当該年度に販売され

た種類数 145 のうち 80（55.2％）となっている（図表Ⅰ－26）。また、SIM ロ

ック解除料は、NTT ドコモ、ソフトバンクモバイルともに 3,150 円となって

いる（注）。 

（注）2011 年度の NTT ドコモにおける SIM ロック解除件数（利用数）は、約 4 万 1

千件となっている。 

（３） なお、利用者アンケート結果によれば、SIM ロックの認知度は「良く知っ

ている」又は「聞いたことはある」と回答した者が 79.94％となっており、

SIM ロック解除者の解除理由又は将来解除する予定のある者の理由としては

「利用している端末を他の国内携帯電話会社（MVNO 含む）の SIM で利用する

ため」が最も多く 44.81％となっている（ｐ72）。 

また、同アンケート結果によれば、今後、SIM ロック解除を利用する意向

を有する者の割合は低いものの（16.27％）、引き続き今後の動向を把握して

いくことが必要である（p73）。 
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【図表Ⅰ－26 端末の種類数及び SIM ロック解除可能な端末の種類数】 

 
（注１） 上記数値は当該年度に新たに発売された端末の種類数。このうち、SIM ロック解除可能な端末の種類数を（）内で示

している。ただし、イー・アクセス、ケイ・オプティコム及び日本通信については SIM フリー端末の種類数（イー・ア

クセスについては 2011 年５月以降に発売された端末については、全て SIM フリー）。 

（注２） NTT ドコモ及びソフトバンクモバイルの SIM ロック解除は 2011 年４月から開始。KDDI は他社と通信方式が異なるこ

とから、SIM ロック解除を行っていない。 

出所：競争評価 2011 事業者アンケート 

 

  

09年度 10年度 11年度
ＳＩＭロック可能な割合

（11年度）

全体 124 152(6) 145(80) 55.2%
ＮＴＴドコモ 42 56(-) 67(67) 100.0%
ＫＤＤＩ 30 35(-) 34(-) -
ソフトバンクモバイル 40 47(0) 33(2) 6.1%
イーアクセス 7 7(3) 9(9) 100.0%
ケイ・オプティコム 3 6(2) 1(1) 100.0%
日本通信 2 1(1) 1(1) 100.0%
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２－３ 番号ポータビリティの状況 

（１） 番号ポータビリティは、携帯電話の利用者が携帯電話事業者を変更した場

合に、電話番号を変更することなく、変更後の携帯電話事業者のサービスを

利用できることをいう。総務省では 2006 年２月に電気通信番号規則（平成

９年郵政省令第 82 号）を改正し、携帯電話事業者が番号ポータビリティを

導入することを義務付けている（同年 11 月１日施行）。 

また、2008 年には、MVNO の契約者についても番号ポータビリティが確保さ

れるよう電気通信番号規則を改正している。 

（２） 主要事業者３社の番号ポータビリティによる転出入状況を見ると、ソフト

バンクモバイルの転入超が続いているほか、KDDI も 2011 年第４四半期以降、

転入超となっている一方、NTT ドコモは転出超が続いている。 

（３） なお、利用者アンケート結果によれば、番号ポータビリティを利用したこ

とがある人（1 回又は複数回）の割合は、13.66%と現時点においては低い状

況となっているが（ｐ74）、番号ポータビリティの利用状況を見ると（図表Ⅰ

－30）、2012 年 6 月末時点で、累計 1,622 万件（対前年度同期比 28％増）と

なっており、引き続き増加している。 

 

【図表Ⅰ－27 NTT ドコモの番号ポ－タビリティの利用による加入者の増減数2の推

移】 

 

出所：競争評価 2011 事業者アンケート 

                                                  
2 番号ポータビリティの利用による転入者数と転出者数の差分。図表Ⅰ－28 及びⅠ－29 について

も同様 
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【図表Ⅰ－28 KDDI の番号ポ－タビリティの利用による加入者の増減数の推移】 

 

出所：競争評価 2011 事業者アンケート 

 

【図表Ⅰ－29 ソフトバンクモバイルの番号ポ－タビリティの利用による加入者の

増減数の推移】 

 

出所：競争評価 2011 事業者アンケート 
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【図表Ⅰ－30 番号ポータビリティの利用状況】 

 

出所：総務省資料
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２－４ 移動系と固定系の連携サービス、VoIP、M2M の動向 

２－４－１ 移動系と固定系の連携サービス 

（１） 現在、スマートフォン等の普及に伴い、移動通信トラフィックの固定通

信網へのオフロードの取組も移動系通信事業者により進められているとこ

ろであるが、このような中、移動系通信事業者の一部（注）では、自社グ

ループ内事業者又は CATV 事業者等の固定系ブロードバンドサービスと組

み合わせ、移動系と固定系の連携サービスを展開し始めている。 

（注）主要事業者のうち、NTT ドコモ以外の KDDI 及びソフトバンクグループがスマ

ートフォン向けに移動系と固定系の連携サービスを提供し始めている（スマー

トフォンの料金を割引）。 

（２） これらのサービスは提供が開始されたばかりであるが、移動系通信市場

と固定系通信市場にまたがるサービスであることから、今後、将来的な市

場の画定の在り方も視野に入れつつ、同サービスの移動系通信市場に与え

る影響について注視していくことが必要である。 

 

【図表Ⅰ－31 スマートフォンの月額料金の割引】 

 

（参考）上記以外の固定系・移動系の連携事例は以下のとおり。 

NTT 東西：日本通信等の移動系通信事業者と提携し、フレッツ光モバイルパック（NTT 東西が提供するフレッツ光に、

日本通信等が提供するＩＳＰとモバイルサービスをセットにしたもの）を提供。 

ケイ・オプティコム：イー・アクセスの MVNO として、eo モバイル 3G 光ハイブリッド（イー・モバイル回線を用いた

モバイル Wi-Fi ルータ）を提供。 

出所：各社 HP を基に総務省作成
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２－４－２ VoIP（Voice over IP）サービス 

（１） 近年、スマートフォン等が普及する中、VoIP サービスの中でも専用の

無料アプリをダウンロードすることにより無料通話も可能となるいわゆ

るソフトフォンの利用が拡大しつつある。 

ソフトフォンの具体的なサービスの内容を見ると、①無料で通話できる

もの、②有料（基本料を支払うこと）で電話番号（050 から始まる番号）

を取得できるものに大別される。 

（２） 無料で通話できるものについては、アプリをダウンロードした者（ア

プリ利用者）の間のみで通話が可能な形態（Viber、LINE 等）と、これに

加え、アプリ利用者以外への発信も従量制で可能な形態（Skype）がある。 

また、電話番号を取得できるものについては、アプリ利用者間の無料通

話、アプリ利用者以外への発信（従量制）とともに、アプリ利用者以外か

らの着信も可能となっている（050plus、Skype）。 

さらに、通話機能とともに、友人リストの作成（スマートフォン内の電

話帳を活用）、チャット（グループチャットを含む）やビデオ通話、SNS

等の付加機能を提供しているものある（Skype、Viber、LINE）。 

（３） VoIP サービスの利用者数については、Skype が約 6.6 億人（世界、2011

年 5 月）、Viber が約 5,000 万人（世界、2012 年２月）とされているほか、

最近では LINE の登録者数がサービス開始後 10 か月間で 1300 万人（国内）

に達するなど、利用者数が急速に拡大している状況にある。 

（４） ソフトフォンについては、さらに利用者数が拡大していくことが予想さ

れ、VoLTE（Voice over LTE）の導入も見込まれる中、移動系音声通信市場

に与える影響等を把握する観点から、今後も注視していくことが必要であ

る。 
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【図表Ⅰ－32 主な VoIP サービスの概要】 

 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 
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２－４－３ M2M サービスの動向 

（１） 各種センサー、自動車、家電等の機械同士の通信である M2M（Machine to 

Machine）サービスについては、現在、移動系通信事業者がサービス提供

を行っており、具体的には、自販機、エレベータ、パーキング、業務用

車両や工作機械等の遠隔監視をはじめ、電力・ガスの検針、ビニールハ

ウスの温度管理、デジタルサイネージなど多岐にわたっている。 

今後、世界の M2M サービスは自動車、エネルギー、医療、交通・物流、

農林水産等の各分野において展開され、急速に拡大していくことが見込ま

れている。 

なお、IP アドレスの数が無尽蔵に近くなると言われている次世代イン

ターネット規格「IPv6」への対応も 2012 年 6 月 6 日から開始されており、

今後の新たな M2M サービスの導入に資するものと考えられる。 

（２） 2011 年度末時点における国内のデータ通信モジュール契約数は 715 万

となっており、対前年度末比 32.4%増となっている。 

（３） 現時点では移動系通信市場全体に占める割合は小さいものの、今後、ク

ラウドサービスの進展とともに、様々な分野での M2M 市場の拡大が見込ま

れる中、データ通信モジュールの契約数も急速に増加していくと考えられ

ることから、今後の動向を引き続き把握していくことが必要である。 

 

【図表Ⅰ－33 M2M の主な利用分野】 

 

出所：競争評価 2011 事業者アンケート 
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【図表Ⅰ－34 データ通信モジュールの契約数】 

 

出所：（社）電気通信事業者協会及び競争評価 2011 事業者アンケート
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２－５ データ通信専用端末の動向 

（１） データ通信専用端末（モバイル Wi-Fi ルータ、データカード・USB 型、

タブレット端末）の出荷台数（2010 年度）は 274 万台となっており、2015

年には 406 万台まで増加すると予測されている。 

また、データ通信専用端末の多様化に伴い、端末の複数台持ちも増加し

つつあるほか（注）、移動系通信トラフィックの急増に伴う無線 LAN への

オフロードについて事業者による取組も行われている中、今後はタブレッ

ト端末も含め、電子書籍端末やゲーム機等をモバイル Wi-Fi ルータ経由で

ネット接続する利用形態が増加していくことも見込まれる。 

（注） 利用者アンケートにおいてもスマートフォンを利用している人のうち、約

３割弱が複数台持ちと回答（ｐ76） 

（２） このような中、データ通信専用端末の契約数は 2011 年度末時点で 898

万となっており、対前年度末比 53.3％増となっている（図表Ⅰ－40）。 

（３） データ通信専用サービスについては、現時点では契約数は少ないものの、

成長が見込まれる分野であり、テザリング対応のスマートフォンの普及動

向、タブレット端末・電子書籍端末等とスマートフォンの利用形態におけ

る相互関係を含め、今後の動向を把握していくことが必要である。 
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【図表Ⅰ－35 データ通信専用端末の出荷台数】（注） 

 

（注）モバイル Wi-Fi ルータ（3G/3.5G/3.9G、WiMAX）、データカード・USB 型（ 3G/3.5G/3.9G、WiMAX 、PHS）、タブレット端末（3G/3.5G/3.9G） 

出所：富士キメラ総研「2011 コミュニケーション関連マーケティング調査総覧」 

【図表Ⅰ－36 データ通信専用端末の出荷台数(データカード・USB 型)】（注） 

 

（注）一台接続（3G/3.5G､ 3.9G WiMAX、PHS） 

出所：富士キメラ総研「2011 コミュニケーション関連マーケティング調査総覧」
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【図表Ⅰ－37 データ通信専用端末の出荷台数(モバイル Wi-Fi 型)】（注） 

 

（注）複数台接続（3G/3.5G､ 3.9G WiMAX） 

出所：富士キメラ総研「2011 コミュニケーション関連マーケティング調査総覧」 

 

【図表Ⅰ－38 主な Wi-Fi 接続対応端末の出荷台数（２０１１年）】 
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【図表Ⅰ－39 データ通信専用端末のメーカー別シェア】 

【タブレット端末（国内、2011 年度見込）】 

 

出所：（株）三菱総合研究所推計 

【ゲーム機（国内、2010 年）】 

 

出所：メディアクリエイト 
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【電子書籍端末（世界、2011 年）】 

 

（注）タブレットを含む 

出所：米 IDC 

【図表Ⅰ－40 データ通信専用端末契約数】 

 
（注）上記は公表資料等及び競争評価 2011 事業者アンケートに基づく数値。なお、当該アンケートでは、MNO については、原

則、自社の契約数のみ（傘下の MVNO 契約数を除外した数値）を回答。ただし、音声・データ通信専用といった契約区分別

では分計不可と回答があった一部の事業者については MVNO 契約数を含んでいる。 

出所：競争評価 2011 事業者アンケート
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【図表Ⅰ－41 テザリング対応スマートフォン等の種類数及び利用料金】 

 

（注）テザリング対応端末の種類数については、2011 年 5月（2011 年夏モデル）以降に発売された端末を中心に調査を実施。 

出所：委託調査結果及び各社 HP を基に総務省作成 
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（参考） Wi-Fi の動向 

（１） Wi-Fi については、実用化当初（1999 年頃）は自宅 PC のワイヤレス化   

等屋内の通信環境の整備を中心に普及する一方、屋外利用については通信

事業者による有料サービスやフリースポット協議会等による無料サービス

も提供されていたが、それほど需要は伸びていなかったところである。 

（２） しかしながら、近年、無線のブロードバンド化に伴い、スマートフォン

やタブレット端末等の高機能化、モバイル Wi-Fi ルータの登場など、屋内

外でのシームレスな通信環境の整備や移動系通信トラフィックのオフロー

ド対応にあわせ、Wi-Fi への需要が急増している。 

 

【図表Ⅰ－42 Wi-Fi の動向】 

 

出所： HP 等を基に総務省作成 

 

【図表Ⅰ－43 主要事業者の公衆無線 LAN 利用料金（スマートフォンユーザ向け）】 

 

出所： 各社 HP 等を基に総務省作成

サービス名 料金 条件等

ドコモ docomo Wi‐Fi 無料
パケット定額プランに加入している場合に限定。
キャンペーン期間（2011年10月1日～2013年3月31日まで）経過後は、月額315円

au au Wi‐Fi SPOT 無料 パケット定額プランに加入している場合に限定。

ソフトバンク ソフトバンク Wi‐Fi スポット 無料
パケット定額プランに加入している場合に限定。
ただし、一部プランに関しては、2年間に限り無料（経過後は月額490円）

イー・アクセス
EM Wi-Fi SPOT 
by コネクト

月額

３８０円
（税込）

音声・データ通信サービス契約者へのオプションサービス
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２－６ ネットワークレイヤーと上位下位レイヤーとの関係 

（１） 近年、スマートフォンやタブレット端末の普及に伴い、SNS や動画・音楽

配信、アプリマーケットなど、プラットフォームレイヤーの事業者が世界的

に利用者数を拡大するなどしており、これらの事業者やその提供するサービ

ス等が、ネットワークレイヤー（特に移動系通信市場）における競争へ及ぼ

す影響の有無については、本競争評価においても大きな関心事項となってい

る。 

（２） このため、本項では、まず、SNS、検索、動画・音楽配信等のサービスや

スマートフォン等の端末に関する国内外の市場動向を概観しつつ、これらの

サービス等のネットワークレイヤーにおけるオープン性、アプリのスマート

フォンへのプリインストール状況、利用者のサービス利用動向等を踏まえ、

上位下位レイヤーとネットワークレイヤーとの関係について分析を試みる

こととする。 

 

【図表Ⅰ－44 上位下位レイヤーの全体像】 

 

出所：公表資料等を基に総務省作成 
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２－６－１ SNS（ソーシャルネットワーキングサービス） 

（１） SNS 市場について世界のユーザー数で比較すると（図表Ⅰ－45）、Facebook

が９億人超（2012 年３月時点）、次いで人口の多い中国等を除くと、Twitter

（約 5.7 億人、2012 年２月時点）、GREE（約 1.9 億人、2011 年 12 月時点）と

なっている。 

これに対し、国内のユーザー数（2012 年３月時点）について見ると（図表

Ⅰ－46）、Mobage（3,900 万人）、GREE（3,020 万人）、mixi（2,700 万人）の

順となっているが、2008 年から日本語版が開始された Facebook が急増して

きている（1,132 万人、2011 年 10 月時点）。 

また、海外事業者が広告を主な収入源としているのに対し、国内事業者は

アイテム課金をビジネスモデルとするソーシャルゲームの事業者が上位を占

めている状況にある。 

（２） ネットワークレイヤーにおけるオープン性の観点から見ると、いずれのサ

ービスも我が国の移動系通信事業者の回線・端末（iOS、Android）において

利用可能となっている。 

 

【図表Ⅰ－45 主な SNS の概要】 

 

参考：国内市場規模：2,950 億円（2011 年度の課金、広告売上額。PC 含む） 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成
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【図表Ⅰ－46 国内の SNS ユーザー数】 

 

参考：Facebook 1132 万人（2011.10）（報道ベース） 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 

【図表Ⅰ－47 世界の SNS ユーザー数】 

 

出所：HP 等を基に総務省作成
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２－６－２ 検索サービス 

（１） 検索サービスにおける世界のシェアについて、検索サイトへのアクセス数

で見ると、Google が 91.3％と圧倒的なシェアを有している。 

一方、同様に国内のシェアを検索サイトにおける検索数で見ると、2011 年

３月時点で Yahoo! Japan 49％、Google 39％となっている。なお、Yahoo! Japan

は 2010 年７月以降、Google の検索エンジン及び検索連動型広告配信システ

ムを採用している。 

（２） ネットワークレイヤーにおけるオープン性の観点から見ると、いずれのサ

ービスも我が国の移動系通信事業者の回線・端末（iOS、Android）において

利用可能となっている。 

 

【図表Ⅰ－48 主な検索サービスの概要】 

 

参考：国内市場規模：463 億円（2011 年の従来型の携帯電話端末及びスマートフォンにおけるモバイル検索連動広告費） 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 

  



49 
 

【図表Ⅰ－49 検索市場シェア（国内、検索数）】 

 

出所：グローバルマーケティングチャンネル（comScore） 

【図表Ⅰ－50 検索市場シェア（世界、アクセス数）】 
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２－６－３ 動画配信 

（１） 動画配信には、広告を主な収入源とする無料配信サービスと、月額利用料

やペイパービュー料金を徴収する有料配信サービスに大別される。図表Ⅰ－

51 及びⅠ－52 にあるとおり、国内外を問わず、現在、無料配信サービスを提

供している YouTube（Google）がユーザー数で大きなシェアを占めている。 

（２） ネットワークレイヤーにおけるオープン性の観点から見ると、移動系通信

事業者が自ら提供するものや資本関係がある事業者が提供するものを除き、

いずれのサービスも回線・端末（iOS、Android）の如何にかかわらず利用可

能となっている。 

なお、移動系通信事業者（NTT ドコモ、KDDI、ソフトバンクモバイル）が

自ら提供するサービス等については、当該サ－ビスを提供している事業者の

回線（Android 端末のみ）において利用可能となっているが、現時点ではい

ずれも市場全体の中で占めるシェアは小さい状況となっている。 

【図表Ⅰ－51 主な動画配信の概要】 

 

参考：国内市場規模：177 億円（2011 年度におけるスマートフォン向け動画配信サービス） 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 

【図表Ⅰ－52 動画配信サービスシェア（国内）】 

 

出所：（株）三菱総合研究所利用者アンケート
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２－６－４ 音楽配信 

（１） 携帯端末向けの音楽配信市場については、着メロ、着うた（レコチョク）

等の従来型の携帯電話端末向けのサービスが先行していた国内市場に、

Apple が iPod 等向けの配信サービス iTunes で参入してきた後、無線のブロ

ードバンド化、スマートフォンの登場に伴い、スマートフォン向けの市場に

おける競争に移行してきている。 

（２） スマートフォン向けの音楽配信サービスを登録曲数で比較すると、現在、

iPhone 等の端末とともに市場のシェアを拡大している iTunes が登録曲数

2000 万曲となっているほか、Google（登録曲数 1300 万曲）が 2011 年 11 月

から参入（2012 年６月時点では日本では未提供）している。 

国内の事業者について見ると、レコチョク、レーベルゲート等が参入し

ているほか、NTT ドコモ、KDDI がレコチョクと事業提携して配信サービス

を展開しているが（ソフトバンクモバイルは従来型の携帯電話端末向けの

み）、いずれも登録曲数は数百万曲程度となっている。 

（３） ネットワークレイヤーにおけるオープン性の観点から見ると、iTunes は

iOS 端末向けのみ（KDDI、ソフトバンクモバイル）となっているほか、Android

端末向けは通信事業者自らが提供するものは当該通信事業者の回線のみ、そ

れ以外の事業者が提供するものはいずれの回線でも利用可能となっている。 

 

【図表Ⅰ－53 主な音楽配信の概要】 

 
参考：国内市場規模：1,465 億円（2011 年における国内有料音楽配信市場。PC 向け及び着メロ、着うた等含む。） 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 
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２－６－５ アプリマーケット 

（１） アプリマーケットの動向について、登録アプリ数で比較すると、Apple が

提供する App Store、Google が提供する Google Play(旧 Android Market)が

各々約 58.5 万（2012 年２月時点）、約 45 万（2012 年３月時点）と圧倒的な

数を保有している。 

なお、Microsoft が提供する Marketplace のアプリ数は Windows Phone 端

末を対象に約 6.4 万（2012 年３月時点）となっている。 

（２） ネットワークレイヤーにおけるオープン性の観点から見ると、App Store

は iOS 端末向け（KDDI、ソフトバンクモバイル）、Google Play は Android 端

末向けに各々提供されている状況となっている。その他、移動系通信事業者

が自らアプリマーケットを提供している形態もあるが、いずれも Android 端

末のみの対応となっており、現時点のアプリ数は数千程度となっている。 

（３） また、ビジネスモデルについて見ると、海外の事業者は課金収入（販売手

数料収入）が中心であるのに対し、au スマートパスを提供し始めた KDDI を

除き、NTT ドコモ及びソフトバンクモバイルのマーケットはアプリ紹介のみ

（課金収入なし）となっている。 

 

【図表Ⅰ－54 主なアプリマーケットの概要】 

 

参考：国内市場規模：82.2 億円（2011 年におけるスマートフォン向け有料アプリ及びアプリ内課金による売上高。広告収入は

含まない。） 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 
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２－６－６ 電子商取引（EC（Electronic Commerce）） 

 

（１）インターネットの普及に伴い、ネットワークを利用して契約や決済などを行う

取引形態（以下、このような取引形態を「電子商取引」という）が増加してきて

おり、特に、近年、従来の企業間取引（B to B（Business to Business））中心

から、一般消費者を直接対象にした企業・消費者間の取引（B to C（Business to 

Consumer））、消費者間の取引（C to C（Consumer to Consumer））といった電子

商取引が急速に拡大している。 

（２）B to C については、Web サイトを開設し、製品等を販売する形態や、これらの

個々の電子商取引サイトを集めてネット上のショッピングモール（楽天市場等）

を形成するものが代表的な形態である（その他、金融商品取引や各種仲介サービ

ス等あり）。また、C to C については、主なものとしては、Web サイトにおいて

オークションを行う形態等がある。 

ネット上のショッピングモールや個別の電子商取引サイトを中心に、取扱金額

や売上高等の多い主なサービスを見ると、図表Ⅰ－55 及びⅠ－56 のとおりとなっ

ている。特に、国内においては、楽天市場の取扱金額が１兆円を超える規模にな

っている。 

（３）ネットワークレイヤーにおけるオープン性の観点から見ると、いずれのサービ

スも我が国の移動系通信事業者の回線・端末（iOS、Android）において利用可能

となっている。なお、一部のサービスについては、移動系通信事業者の決済サー

ビスが利用可能となっている。 
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【図表Ⅰ－55 主なショッピングモールサイトの概要】 

 

参考：国内市場規模：７．８兆円（2010 年における、消費者向け電子商取引（BtoC））（注） 

（注）経済産業省「平成２２年度我が国情報経済社会における基盤整備」（電子商取引に関する市場調査）。なお、当該調査における電子商取引の

定義は「インターネット技術を用いたコンピューターネットワークシステムを介して商取引が行われ、かつその成約金額が捕捉されるもの」

とされている。 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 

【図表Ⅰ－56 主なネット販売サイトの概要】 

 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 
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２－６－７ 端末（スマートフォン3、タブレット端末） 

（１） 端末レイヤー（スマートフォン、タブレット端末）の動向を見ると、世界

の OS 別シェアは、スマートフォンが Android 50.9％、iOS 23.8％（以上、

2011 年第４四半期）、タブレット端末が iOS 66.7％、Android 28.8％となっ

ており（以上、2011 年）、いずれも Apple、Google の両者で大半を占めてい

る状況となっている（図表Ⅰ―57 及びⅠ－58）。 

（２） また、スマートフォンのメーカー別シェアを見ると、世界では Apple19％、

SAMSUNG19％、Nokia18％となっているのに対し、国内では Apple21％、シャ

ープ 19％、富士通 17％となっている（2011 年）。 

  

                                                  
3２－６－７における「スマートフォン」は、ガートナー社による定義に基づく。ガートナー社で

は、「スマートフォン」を Symbian, Linux (含む Android), Windows Mobile, RIM 及び Apple iPhone

などのオープンＯＳを搭載するモバイル端末と定義しているため本報告書の他の部分で用いてい

る「スマートフォン」とは異なり、いわゆるフィーチャーフォン（従来型の携帯電話端末）も含

まれる（ガートナー資料に基づき作成した図表Ⅰ―57、Ⅰ－59 及びⅠ－60 についても同様。）。 
 



56 
 

【図表Ⅰ－57 スマートフォンのＯＳ別シェア（世界・販売ベース、2011 年第４

四半期）】 

 

出所：ガートナー資料より総務省作成 

 

 

【図表Ⅰ－58 タブレット端末のＯＳ別シェア（世界・販売ベース、2011 年）】 

 

出所：ガートナー資料より総務省作成
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【図表Ⅰ－59 スマートフォンのメーカー別シェア（世界・販売ベース 2011 年）】 

 

出所：ガートナー資料より総務省作成 

 

【図表Ⅰ－60 スマートフォンのメーカー別シェア（国内・販売ベース 2011 年）】 

 

出所：ガートナー資料より総務省作成
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２－６－８ 上位下位レイヤーの事業者によるサービス展開状況 

（１） 上位下位レイヤーの事業者によるサービス展開状況を見ると（図表Ⅰ－61）、

スマートフォン等の普及に伴い、iPhone や iPad といった高機能端末を開発

した Apple や、検索で圧倒的なシェアを保有する Google のような従来の事

業者に加え、短期間での爆発的な利用者数の増大を背景にサービスを展開す

る Facebook や Twitter のような新興事業者も登場しており、これら事業者

が複数のレイヤーにまたがる事業を展開してきている。 

（２） このような中、国内の主要事業者も、移動系通信市場全体における契約数

が総人口を超える中、今後、大幅な拡大が見込めないとともに、データ通信

収入は引き続き伸びているものの、今後その伸びの鈍化が予想される状況に

おいて、従来のネットワークレイヤー中心のビジネルモデルから、上位下位

レイヤーや他業種との連携による新たなサービス展開を模索し始めている

（図表Ⅰ－62 及びⅠ－63）。 

 

【図表Ⅰ－61 上位下位レイヤーにおける提供サービス状況（主な海外事業者）】 

 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 
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【図表Ⅰ－62 上位下位レイヤーにおけるサービス提供状況（主要３事業者）】 

 

出所：HP 等を基に総務省作成 

 

【図表Ⅰ－63 主要３事業者の他業種との連携状況】 

 

出所：HP 等を基に総務省作成
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２－６－９ ネットワークレイヤーと上位下位レイヤーとの関係 

（１） 主要事業者３社（NTT ドコモ、KDDI、ソフトバンクモバイル）のスマー

トフォンへの主要なアプリのプリインストール状況を見ると（図表Ⅰ－

64）、 

① 総じて、Google が提供する主なアプリ（検索、Gmail 等）は Android

端末において約９割以上のプリインストール率となっている。 

② SNS は Twitter（56.5％）、Facebook（48.2％）がプリインストールの

割合が高く、これに mixi、GREE、Mobage が続いている状況となってい

る（mixi、GREE、Mobage については、業務提携している事業者の端末へ

のプリインストール率が他事業者と比較して高い）。 

③ 動画配信は YouTube（Google）が 97％程度と高く、BeeTV（NTT ドコモ

が提供）、Ustream 及び Gyao（両方ソフトバンクとの出資関係あり）の

ように、移動系通信事業者が自ら提供又は出資関係のある事業者が提供

するアプリは自社の端末へのプリインストール率が他２社と比較して

高い。 

④ アプリマーケットも Google Play（Google）が約９割であるほか、NTT

ドコモ、KDDI が自ら提供するものは自社の端末において約８～９割のプ

リインストール率となっているほか、KDDI が業務提携している Skype

（Microsoft）は KDDI のスマートフォン（Android 端末）のみとなって

いる。 

（２） 次に、利用者のサービス利用動向について、利用者アンケート結果に

おける「スマートフォン利用者が移動通信端末から利用するサービス（複

数回答）」（ｐ83～85）を見ると、 

① SNS は Twitter（39.6％）、Facebook（32.2%）、mixi（29.3％）が上位

となっている。検索は Google（65.8％）、Yahoo!（62.0％）が高いシェ

アを有している中、移動系通信事業者の公式サイト経由も 35.8％となっ

ている。 

② 動画配信は YouTube（67.8％）が高いシェアを有しており、次いでニ

コニコ動画（24.4％）、Ustream（10.2％）の順となっている。音楽配信

は iTunes（Apple）（32.2％）が相対的に高く、これにレコチョク（7.3％）

が続いている。 

③ アプリマーケットは Google Play（Google）（44.2％）、App Store（33.3％）

の順となっており、これにauマーケット（10.9％）、dマーケット（10.2％）

と通信事業者が自ら提供するものが続いている。 

他方、「移動体通信端末を購入する際の選好理由（複数回答）」につい

ては、回答者全体においても、スマートフォン利用者のみの場合におい
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ても、端末の色・デザインをはじめ、端末の魅力に関する選択肢が上位

を占めており、好みのアプリケーションのプリインストールやアプリマ

ーケットの順位は低い結果となっている。 

なお、実際のアプリの利用状況を見ると、プリインストール率の高い

アプリについては、全移動体端末利用者と比較して、これらアプリがイ

ンストールされている端末の利用者の利用率が飛躍的に高まっている

（第２編 戦略的評価 第１章「固定ブロードバンド・モバイルインタ

ーネットの上流サービス利用分析」参照）。 

（３） これらの結果に基づき、ネットワークレイヤーと上位下位レイヤーと

の関係についてまとめると、端末やプラットフォームレイヤーで高いシ

ェアを有する、又は短期間で利用者数が爆発的に増加しているサービス

の事業者のアプリのプリインストール率が高い。 

今後、このような上位下位レイヤーの事業者と通信事業者との間で、

仮に排他的な取引等が行われるようなことがあれば、結果として、ネッ

トワークレイヤーの市場において特定の通信事業者に利用者がロック

インされる等の潜在的な可能性は否定できない。 

しかしながら、上述のとおり、通信事業者の回線や端末での上位レイ

ヤーの各サービスの利用可否や、利用者アンケート結果における端末の

選好理由の調査結果等を踏まえれば、現時点において、上位下位レイヤ

ーとの関係においてネットワークレイヤーの市場が大きく影響を受け

ている状況にあるとは言えない。 

（４） なお、移動系通信事業者が上位下位レイヤーや他業種との連携による

新たなビジネスモデルを展開し始めている中、引き続き上位下位レイヤ

ー等の動向については引き続き注視していくことが必要である。 
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【図表Ⅰ－64 スマートフォンへのアプリのプリインストール状況】 

 

（注）NTT ドコモ 33 機種、KDDI 26 機種、ソフトバンクモバイル 26 機種、計 85 機種（2011 年 5 月（2011 年夏モデル）以降に

発売された端末中心）を調査 

出所：委託調査結果及び HP 等に基づき総務省作成 
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第３節 競争状況の評価 

 

（市場動向全般） 

１．移動系通信市場の市場動向全般を見ると、契約数はスマートフォン等の普及を背

景に 2011 年度末時点で 1億 3,276 万（対前年度末比 7.7％増）と総人口を超えてお

り、引き続き漸増している。 

これに伴い、契約数及びデータ通信収入の増加により主要事業者４社の売上高は

各社とも増加している状況にある。しかしながら、音声 ARPU は減少しており、当

該減少分をデータ ARPU の増加では補完できていない状況にある。 

今後、国内の契約数の大幅な拡大が見込めないとともに、データ通信収入の伸び

も鈍化が予測される中、通信事業者のビジネスモデルも、海外での事業展開に加え、

ネットワーク中心から、コンテンツ、SNS や動画、音楽配信等のプラットフォーム、

端末といった上位下位レイヤーや医療、福祉、教育等の他業種との連携（以下「上

位下位レイヤー等との連携」という。）による新たなサービスを展開し始めている。 

 

（事業者別の動向） 

２．事業者別の契約数のシェアを見ると、NTT ドコモのシェアは 45.3％（対前年度末

比 1.8 ポイント減）と減少傾向が続いている中、iPhone 等の販売を中心にソフトバ

ンクが 21.8％（同 1.2 ポイント増、ソフトバンク出資のウィルコムを合わせると

25.2％）と増加しているほか、KDDI は 26.4％（同 0.4 ポイント減）と微減となっ

ている（2011 年 10 月からの iPhone の販売開始により最近では減少に歯止めがかか

っている）。 

また、2011 年４月からの契約数の平均月次増加率を見ると、イー・アクセス

（2.1％）、ソフトバンクモバイル（1.1％）、KDDI（0.5％）、NTT ドコモ（0.3％）の

順となっているほか、番号ポータビリティの状況を見ると、ソフトバンクモバイル

及び KDDI の転入超、NTT ドコモの転出超が続いている。 

 

（料金及びサービス） 

３．料金については、料金プランの多様化や各種キャンペーンによる競争が行われて

いるほか、MVNO による低速度低料金などの新たなサービスも登場しており、MNO 事

業者に対する料金競争圧力となり得る状況にある。 

また、NTT ドコモ以外の事業者（KDDI 及びソフトバンクモバイル）においては自

社グループ内、CATV 事業者等の固定系サービスとの組合せによる移動系と固定系の

連携サービスも展開し始めている。 
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（上位下位レイヤーとの関係） 

４．スマートフォン等の普及に伴い、移動系通信事業者のビジネスモデルも変化して

おり、最近では上位下位レイヤー等との連携によるサービスも展開され始めている。 

ネットワークレイヤーと上位下位レイヤーとの関係について、 

① まず、主要事業者３社が提供している端末（OS）及び回線における上位レイ

ヤーの主なサービスの利用可否について見ると、音楽配信やアプリマーケット

は一部 OS が異なると利用できないといったものも存在するが、SNS や検索サー

ビスについてはいずれの端末（OS）及び回線にも対応している。 

なお、移動系通信事業者が自ら提供するサービス等もあるが、いずれも他の

内外の事業者のサービスと比較し、利用者数等は少ない状況となっている。 

② 次に、上位レイヤーにおいて利用者数やシェアが大きいアプリのスマートフ

ォン（主要事業者３社が提供するもの）へのプリインストール率について見る

と、端末やプラットフォームサービスで高いシェアを有する事業者（Google、

Apple）や、短期間で利用者数が爆発的に増加しているサービス（Facebook、

Twitter）の事業者のアプリのインストール率が相対的に高い状況になっている。 

上位レイヤーにおけるサービスの一部は、SNS や検索サービスなどの分野に

おいてシェアが相当高いものも存在するが、いずれの移動系通信事業者の端末

（OS）及び回線でも利用可能となっていることから、利用者はこれらのサービ

スの乗り換えは比較的簡単に行うことができるものと考えられる。 

５．したがって、現時点においては、通信事業者は上位下位レイヤーのサービスや端

末に対してオープンな状況にあること、上述のとおり、主要事業者３社が提供して

いる端末（OS）及び回線における上位レイヤーの主なサービスの利用可否や、アプ

リのスマートフォンへのプリインストール率、さらには利用者アンケート結果にお

ける端末の選好理由等を総合的に勘案すれば、ネットワークレイヤーの市場が上位

下位レイヤーとの関係で大きく影響を受けている状況にあるとは言えない。 

しかしながら、今後、仮に、上位下位レイヤーの市場において支配的な事業者と

移動系通信事業者との間で、排他的な取引等が行われるようなことがあれば、結果

として、ネットワークレイヤーの市場において特定の事業者に利用者がロックイン

される潜在的な可能性は否定できないものと考えられる。 

 

（評価） 

６．上記のような状況を勘案し、移動系通信市場（音声通信、データ通信）における

市場支配力に関しては、 

① NTT ドコモのシェアを見ると依然として高いが、近年減少傾向にあること、

平均月次増加率や番号ポータビリティの状況などを踏まえれば、市場支配力を

行使し得る地位は低下している傾向にあると考えられる。 
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② 一方、上位３事業者のシェアは、2011 年度末時点で 93.5％（対前年度末比

1.0 ポイント減）と依然として高い水準にあり、HHI も減少傾向にあるが 3,268

となっており、複数事業者が協調して市場支配力を行使し得る地位にあると考

えられる。 

③ しかしながら、スマートフォン等の販売などにおける移動系通信事業者によ

るキャンペーンの展開状況、料金面における MVNO による潜在的な競争圧力の存

在、上位下位レイヤー等との連携サービスなどの各社の取組状況などを踏まえ

れば、NTT ドコモが単独で、又は複数事業者が協調して市場支配力を実際に行

使する可能性は低い。 

ネットワークレイヤーと上位下位レイヤーとの関係については、現時点では、

上位下位レイヤーにおけるサービスシェア等が比較的高い事業者との業務提携

等を通じ、特定の通信事業者が利用者を囲い込む状況は見られず、利用者によ

る通信事業者間の乗り換えを阻害している要因があるとは言えないことから、

移動系通信市場において上位下位レイヤーとの連携を通じた市場支配力の形成

の兆候は見られない。 

 

（今後の留意事項） 

７．今後の留意事項として、 

① 上位下位レイヤー等の動向については、通信事業者のビジネスモデルの変化

も踏まえ、国内外の事業者の動向について引き続き注視していくことが必要で

ある。 

その際、データ入手の可能性も考慮しながら、上位下位の各レイヤー毎のサ

ービス市場の状況について、市場規模（世界及び国内）やサービスの乗り換え

率等の指標を可能な範囲で詳細に分析することも必要である。 

② ネットワークレイヤーにおいても、MVNO や移動系と固定系の連携サービスの

動向を注視していくとともに、今後、データ通信専用端末の伸びが予想される

中、音声通信とデータ通信別々の評価も視野に入れつつ（現時点では事業者別

シェア等に違いは見られない）、データ通信専用端末、SIM ロック解除、M2M や

音声通信への影響が予想される VoIP 等の動向を把握していくことが必要であ

る。 
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＜参考＞利用者アンケート 

【参考１】 

 

 

【参考２】 

 

 

【参考３ 現在利用している移動体通信事業者のサービスに対する満足度】 

  

49.62%
40.11%

10.27%

非常に満足 or 満足(923) どちらとも言えない(746) 不満 or 非常に不満(191)

（ｎ＝１，８６０）
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【参考４】 

 

 

 

【参考５ 長期継続割引は期間終了時に廃止の申し出を行わない限り自動更新され

ることについての認知度】 

 

 

  

64.19%

35.81%

知っていた(1194) 知らなかった(666)

（ｎ＝１，８６０）
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【参考６ 移動体通信端末での１週間当たりの通話利用回数】 

 

 

【参考７ 移動体通信端末での１週間当たりの通話利用時間】 
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【参考８ 移動体通信端末での１週間当たりのインターネットの利用時間】 

 

 

 

【参考９ 移動体通信端末での１ヶ月当たりのデータ通信（i モード、EZweb 等を含

む）の通信量】 

 

 

  



70 
 

【参考 10 MVNO の認知度】 

 

 

【参考 11 MVNO の利用の有無】 

 

67.58%

23.66%

8.76%

知らない(1257) 聞いたことはあるが、よく知らない(440) よく知っている(163)

（ｎ＝１，８６０）

90.86%

5.48%
1.94%

1.72%

MVNOは利用していない(1690) 音声・データ共にMVNOを利用(102)

データのみMVNOを利用(36) 音声のみMVNOを利用(32)

（ｎ＝１，８６０）
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【参考 12】 

 

 

 

【参考 13】 

 

 

 

【参考 14 MVNO の将来の利用意向】 

 

 

  

42.77%

38.97%

12.11%

6.15%

音声・データ共に利用したい(855) いずれも利用したいと思わない(779)

音声のみ利用したい(242) データのみ利用したい(123)

（ｎ＝１，９９９）
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【参考 15 SIM ロックの認知度】 

 

 

【参考 16】 

 

 

  

54.78%
25.16%

20.05%

聞いたことはある(1019) 良く知っている(468) 聞いたことが無い(373)

（ｎ＝１，８６０）
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【参考 17 利用中の移動体端末に関する SIM ロック解除の意向】 

 

80.50%

16.27%

3.23%

SIMロックを解除したことは無く、これからも解除するつもりが無い(1197)

SIMロックを解除したことは無いが、将来解除する予定がある(242)

SIMロックを解除したことが有る(48)

（ｎ＝１，４８７）
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【参考 18 番号ポータビリティの利用経験】 

 

 

【参考 19 今後もしくは引き続き使いたいと思う携帯電話会社（MVNO を含む）】 

 
 

  

81.61%

11.40%

4.73%

2.26%

利用したことは無い(1518) 1回ある(212) 知らない(88) 複数回ある(42)

（ｎ＝１，８６０）

41.72%

22.31%

19.61%

15.46% 0.90%

NTTドコモ(834) au(446) SoftBank(392)

その他(309) どれも当てはまらない(18)

（ｎ＝１，９９９）
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【参考 20 「050」番号を利用する IP 電話またはソフトフォンを利用する際、最も

よく利用する端末】 

 

 

 

【参考 21 番号を使わないソフトフォンを利用する際、最もよく利用する端末】 
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【参考 22 現在所有している移動体端末の台数（回答者全体）】 

 

 

 

【参考 23 現在所有している移動体端末の台数（うちスマホ利用者）】 

 

86.18%

10.97%
1.99%

0.86%

1台(1603) 2台(204) 3台(37) 4台以上(16)

（ｎ＝１，８６０）

72.89%

20.67%

4.00%

2.44%

1台(328) 2台(93) 3台(18) 4台以上(11)

（ｎ＝４５０）
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【参考 24 移動体端末の中で現在利用しているもの（複数回答）】 

 

 

 

【参考 25 移動体端末の中で現在利用しているもの（複数回答）】 
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【参考 26 現在利用している端末のうち最も頻繁に利用するもの（回答者全体）】 

 

 

 

【参考 27 現在利用している端末のうち最も頻繁に利用するもの（うちスマホ利用

者）】 

 

77.04%

20.70%

1.08% 0.59%

0.59%

従来型の携帯電話端末(1433)

スマートフォン(385)

モバイルルータ（WiFi）(20)

タブレット端末（電子書籍端末を含む）(11)

データ通信専用型端末（USB型等含む）(11)

（ｎ＝１，８６０）

85.56%

12.89%

1.33%

0.22%

スマートフォン(385)
従来型の携帯電話端末(58)
モバイルルータ（WiFi）(6)
タブレット端末（電子書籍端末を含む）(1)

（ｎ＝４５０）
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【参考 28 インターネットを利用するときに、最も良く利用する端末（モバイル環

境・固定環境）（回答者全体）】 

 

 

 

【参考 29 インターネットを利用するときに、最も良く利用する端末（モバイル環

境・固定環境）（うちスマホ利用者）】 

 

47.82%

42.27%

4.55%

4.50% 0.70%

0.05%

0.10%

ノートPC（Netbook含む）(956) デスクトップPC(845)

スマートフォン(91) 従来型の携帯電話端末(90)

タブレット端末(14) テレビ・ゲーム機などの情報家電(1)

その他(2)

（ｎ＝１，９９９）

42.44%

34.67%

20.22%

1.78% 0.89%

ノートPC（Netbook含む）(191) デスクトップPC(156) スマートフォン(91)

タブレット端末(8) 従来型の携帯電話端末(4)

（ｎ＝４５０）
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【参考 30 移動体通信端末のテザリング機能の利用状況（回答者全体）】 

 

 

 

【参考 31 移動体通信端末のテザリング機能の利用状況（うちスマホ利用者）】 

 

59.09%

36.77%

4.14%

利用していない(1099) テザリングについて知らない(684) 利用している(77)

（ｎ＝１，８６０）

68.67%

22.00%

9.33%

利用していない(309) テザリングについて知らない(99) 利用している(42)

（ｎ＝４５０）
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【参考 32 モバイルルータやスマートフォン等のテザリング機能を利用している機

器の台数（回答者全体）】 

 

 

 

【参考 33 モバイルルータやスマートフォン等のテザリング機能を利用している機

器の台数（うちスマホ利用者）】 

 

 

 

 

  

65.52%

20.69%

9.20%
4.60%

1台(57) 2台(18) 4台以上(8) 3台(4)

（ｎ＝８７）

59.18%26.53%

10.20%

4.08%

1台(29) 2台(13) 4台以上(5) 3台(2)

（ｎ＝４９）
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【参考 34 インターネットを利用するときに、最もよく利用する通信回線（回答者

全体）】 

 

 

 

【参考 35 インターネットを利用するときに、最もよく利用する通信回線（うちス

マホ利用者）】 

 

54.18%33.97%

6.90%

1.65%

0.25%

3.05%

固定通信回線を有線接続して利用(1083)

固定通信回線を無線LANルータ等を通じて利用(679)

移動体通信回線を端末内蔵の3G/WiMAX等の通信機能で利用(138)

移動体通信回線をモバイルルータを通じて利用(33)

移動体通信回線をテザリング機能を通じて利用(5)

その他(61)

（ｎ＝１，９９９）

40.00%

38.00%

16.00%

3.56%
0.67%

1.78%

固定通信回線を有線接続して利用(180)

固定通信回線を無線LANルータ等を通じて利用(171)

移動体通信回線を端末内蔵の3G/WiMAX等の通信機能で利用(72)

移動体通信回線をモバイルルータを通じて利用(16)

移動体通信回線をテザリング機能を通じて利用(3)

その他(8)

（ｎ＝４５０）
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【参考 36 上位レイヤーのサービス利用状況①】 

 

 

 

【参考 37 上位レイヤーのサービス利用状況②】 
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【参考 38 上位レイヤーのサービス利用状況③】 

 

 

 

【参考 39 上位レイヤーのサービス利用状況④】 
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【参考 40 上位レイヤーのサービス利用状況⑤】 

 

 

 

【参考 41 上位レイヤーのサービス利用状況⑥】 
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【参考 42 移動体通信端末で利用するコンテンツやアプリケーションを購入するた

めに支払う１ヶ月当たりの平均金額（回答者全体）】 

 

 

 

【参考 43 移動体通信端末で利用するコンテンツやアプリケーションを購入するた

めに支払う１ヶ月当たりの平均金額（うちスマホ利用者）】 

 

74.84%

14.73%

5.32%

5.11%

0円（ほとんど使わない）(1392) 500円未満(274)

500円以上1000円未満(99) その他(95)

（ｎ＝１，８６０）
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【参考 44 主にスマホを利用するユーザーのコンテンツの利用希望（複数回答）】 
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【参考45 移動体通信端末を購入する際に重視する端末スペック・機能（複数回答）】 
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【参考 46】 
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【参考 47】 
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＜参考＞主な料金プラン（MNO） 
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料
等

※
2
年

間
の

継
続

利
用

が
条

件
無

料
家

族
割

引
Ｍ

Ａ
Ｘ

5
0

家
族

割
引

＋
2
年

契
約

な
ら

基
本

使
用

料
5
0
％

オ
フ

無
料

自
分

割
ひ

と
り

で
も

割
5
0

基
本

使
用

料
5
0
％

オ
フ

※
2
年

間
契

約
が

条
件

無
料

自
分

割
誰

で
も

割
基

本
使

用
料

5
0
％

オ
フ

※
2
年

間
契

約
が

条
件

無
料

自
分

割
新

・
自

分
割

引
基

本
使

用
料

5
0
％

オ
フ

※
2
年

間
契

約
が

条
件

無
料

学
生

割
応

援
学

割

学
生

は
最

大
3
年

間
タ

イ
プ

シ
ン

プ
ル

 バ
リ

ュ
ー

基
本

料
無

料
及

び
パ

ケ
ッ

ト
通

信
料

が
1
,0

5
0
円

割
引

。
新

規
加

入
の

家
族

も
申

込
み

可
能

無
料

学
生

割
と

も
コ

ミ
学

割

学
生

は
最

大
3
年

間
プ

ラ
ン

Z
基

本
料

無
料

及
び

ＩＳ
フ

ラ
ッ

ト
が

1
,0

5
0
円

割
引

。
新

規
加

入
の

家
族

は
基

本
使

用
料

1
5
か

月
無

料

無
料

学
生

割
ホ

ワ
イ

ト
学

割

学
生

は
最

大
3
年

間
ホ

ワ
イ

ト
プ

ラ
ン

基
本

料
無

料
及

び
パ

ケ
ッ

ト
し

放
題

が
0
円

～
。

M
N

P
で

加
入

す
る

家
族

も
最

大
3
年

間
ホ

ワ
イ

ト
プ

ラ
ン

基
本

料
無

料

無
料

継
続

利
用

（
新

）
い

ち
ね

ん
割

引

加
入

年
数

に
応

じ
て

基
本

使
用

料
1
0
％

～
2
5
％

オ
フ

※
1
年

間
契

約
が

条
件

無
料

継
続

利
用

年
割

加
入

年
数

に
応

じ
て

基
本

使
用

料
1
5
%
～

2
5
％

オ
フ

※
1
年

間
契

約
が

条
件

無
料

1
年

割
引

/
長

期
利

用
割

引
基

本
使

用
料

1
0
％

～
2
5
%
オ

フ
※

1
年

間
契

約
が

条
件

無
料

年
と

く
割

基
本

使
用

料
が

1
,0

0
0
円

割
引

※
1
年

間
契

約
が

条
件

無
料

継
続

利
用

割
引

サ
ー

ビ
ス

利
用

期
間

に
応

じ
て

割
引

。
最

大
1
5
％

オ
フ

無
料

2
ヶ

月
間

基
本

使
用

料
無

料
（
ホ

ワ
イ

ト
プ

ラ
ン

）

基
本

使
用

料
2
ヶ

月
間

無
料

※
2
年

間
契

約
が

条
件

無
料

い
ち

ね
ん

と
く
割

/
に

ね
ん

と
く
割

基
本

使
用

料
が

割
引

※
1
年

/
2
年

間
契

約
が

条
件

無
料

/
無

料

身
障

者
ハ

ー
テ

ィ
割

引
基

本
使

用
料

が
6
0
%
オ

フ
無

料
身

障
者

ス
マ

イ
ル

ハ
ー

ト
割

身
障

者
の

方
は

基
本

使
用

料
5
0
%
、

通
話

料
最

大
5
0
%
割

引
無

料
身

障
者

ハ
ー

ト
フ

レ
ン

ド
割

引
身

障
者

の
方

は
基

本
使

用
料

無
料

無
料

音 声 ・ パ ケ ッ ト

割 引 料 金

パ ケ ッ ト 割 引 基 本 使 用 料 割 引

携
帯

電
話

プ
ラ

ン
名

称
等

プ
ラ

ン
名

称
等

家
族

割

継
続

利
用

定
額

制
定

額
制

二
段

階
定

額
制

プ
ラ

ン
名

称
等

プ
ラ

ン
名

称
等

N
T
T
ド

コ
モ

au
S
B

M
イ

ー
・モ

バ
イ

ル

定
額

制

家
族

割

二
段

階
定

額
制

二
段

階
定

額
制

家
族

割

継
続
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月
額

料
金

月
額

料
金

月
額

料
金

月
額

料
金

X
iカ

ケ
・
ホ

ー
ダ

イ
ド

コ
モ

ご
契

約
回

線
へ

の
通

話
料

が
2
4
時

間
無

料
7
0
0
円

指
定

通
話

定
額

指
定

し
た

au
携

帯
へ

の
通

話
が

2
4
時

間
無

料
3
9
0
円

W
ホ

ワ
イ

ト
他

社
携

帯
電

話
へ

の
国

内
通

話
料

半
額

9
8
0
円

通
話

定
額

オ
プ

シ
ョ
ン

イ
ー

･モ
バ

イ
ル

の
携

帯
電

話
宛

通
話

料
無

料
、

他
社

携
帯

・
P

H
S
・
固

定
電

話
宛

通
話

料
3
0
0

回
ま

で
0
円

。

1
,4

0
0
円

E
M

定
額

オ
プ

シ
ョ
ン

イ
ー

･モ
バ

イ
ル

の
携

帯
電

話
宛

通
話

料
無

料
。

5
0
0
円

無
料

通
話

パ
ッ

ク
2
1
0
0
円

分
の

通
話

無
料

。
7
0
0
円

指
定

電
話

番
号

ゆ
う

ゆ
う

コ
ー

ル
割

引
（
指

定
し

た
電

話
番

号
へ

の
通

話
料

が
最

大
3
0
%
オ

フ
1
8
9
円

指
定

電
話

番
号

指
定

割
指

定
し

た
電

話
機

へ
の

国
内

通
話

が
5
0
％

オ
フ

3
1
5
円

指
定

割
引

（
オ

レ
ン

ジ
プ

ラ
ン

）
指

定
し

た
携

帯
電

話
等

へ
の

通
話

料
半

額
3
1
5
円

指
定

割
引

（
ブ

ル
ー

プ
ラ

ン
）

指
定

し
た

携
帯

電
話

等
へ

の
通

話
料

最
大

3
0
%
オ

フ
1
8
9
円

国
際

電
話

W
O

R
L
D

 C
A

L
L

い
っ

か
つ

割
引

国
際

電
話

の
通

話
・
通

信
料

を
一

律
3
5
％

オ
フ

1
,0

0
0
円

端
末

割
引

月
々

サ
ポ

ー
ト

機
種

に
応

じ
た

一
定

額
を

毎
月

の
利

用
料

金
か

ら
最

大
2
4
ヶ

月
割

引
無

料
端

末
割

引
毎

月
割

機
種

に
応

じ
た

一
定

額
を

毎
月

の
利

用
料

金
か

ら
最

大
2
4
ヶ

月
割

引
無

料
端

末
割

引
月

月
割

機
種

に
応

じ
た

一
定

額
を

毎
月

の
利

用
料

金
か

ら
最

大
2
4
ヶ

月
割

引
無

料

au
ま

と
め

ト
ー

ク
「
au

ケ
ー

タ
イ

」
と

「
au

お
う

ち
電

話
」
の

セ
ッ

ト
で

国
内

通
話

2
4
時

間
無

料
無

料
ホ

ワ
イ

ト
コ

ー
ル

2
4

ソ
フ

ト
バ

ン
ク

携
帯

電
話

と
ソ

フ
ト

バ
ン

ク
固

定
電

話
（
IP

電
話

）
間

の
国

内
通

話
が

2
4
時

間
無

料
無

料

au
ス

マ
ー

ト
バ

リ
ュ

ー

au
ス

マ
ー

ト
フ

ォ
ン

と
指

定
の

「
固

定
電

話
＋

ネ
ッ

ト
」
の

同
時

利
用

で
最

大
2
年

間
毎

月
1
4
8
0
円

割
引

無
料

ス
マ

ホ
B

B
割

ソ
フ

ト
バ

ン
ク

ス
マ

ー
ト

フ
ォ

ン
と

指
定

の
「
固

定
電

話
＋

ネ
ッ

ト
」
の

同
時

利
用

で
最

大
2
年

間
毎

月
1
4
8
0
円

割
引

無
料

au
ま

と
め

ラ
イ

ン

「
マ

イ
ラ

イ
ン

 (
K
D

D
I)
」
と

「
au

ケ
ー

タ
イ

」
の

セ
ッ

ト
で

、
au

→
自

宅
、

自
宅

→
携

帯
電

話
、

自
宅

→
固

定
電

話
の

通
話

料
が

割
引

無
料

指
定

電
話

番
号

F
M

C
F
M

C

定
額

・
割

引

F
M

C

プ
ラ

ン
名

称
等

プ
ラ

ン
名

称
等

N
T
T
ド

コ
モ

au
S
B

M
イ

ー
・モ

バ
イ

ル
携

帯
電

話
プ

ラ
ン

名
称

等
プ

ラ
ン

名
称

等

定
額

・
割

引
定

額
・
割

引
定

額
・
割

引

通 話 料 割 引 そ の 他

音 声 ・ パ ケ ッ ト

割 引 料 金
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月
額

料
金

月
額

料
金

月
額

料
金

月
額

料
金

X
iデ

ー
タ

プ
ラ

ン
　

フ
ラ

ッ
ト

フ
ラ

ッ
ト

型
の

料
金

プ
ラ

ン
7
,4

5
5
円

L
T
E
等

W
IN

シ
ン

グ
ル

フ
ラ

ッ
ト

 W
iM

A
X
　

(シ
ン

プ
ル

)

W
iM

A
X
が

利
用

可
能

な
フ

ラ
ッ

ト
型

料
金

プ
ラ

ン
6
,5

1
0
円

L
T
E
等

4
G

デ
ー

タ
し

放
題

フ
ラ

ッ
ト

A
X
G

P
を

利
用

す
る

フ
ラ

ッ
ト

型
料

金
プ

ラ
ン

5
,9

8
5
円

L
T
E
フ

ラ
ッ

ト
（
ベ

ー
シ

ッ
ク

）
フ

ラ
ッ

ト
型

の
料

金
プ

ラ
ン

5
0
6
0
円

X
iデ

ー
タ

プ
ラ

ン
　

フ
ラ

ッ
ト

　
に

ね
ん

フ
ラ

ッ
ト

型
の

料
金

プ
ラ

ン
※

2
年

間
同

一
回

線
の

継
続

利
用

が
条

件
5
,9

8
5
円

L
T
E
フ

ラ
ッ

ト
（
に

ね
ん

）
フ

ラ
ッ

ト
型

の
料

金
プ

ラ
ン

※
2
年

間
の

継
続

利
用

が
条

件
3
8
8
0
円

定
額

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

 
フ

ラ
ッ

ト
　

バ
リ

ュ
ー

フ
ラ

ッ
ト

型
の

料
金

プ
ラ

ン
9
,2

4
0
円

デ
ー

タ
し

放
題

フ
ラ

ッ
ト

 f
o
r 

U
L
T
R

A
 

S
P

E
E
D

フ
ラ

ッ
ト

型
の

料
金

プ
ラ

ン
（
下

り
最

大
4
2
M

bp
s）

3
,8

8
0
円

E
M

O
B

IL
E
 G

4
 デ

ー
タ

プ
ラ

ン
（
ベ

ー
シ

ッ
ク

）
フ

ラ
ッ

ト
型

の
料

金
プ

ラ
ン

（
下

り
最

大
4
2
M

bp
s）

5
,9

8
0
円

定
額

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

 
フ

ラ
ッ

ト
フ

ラ
ッ

ト
型

の
料

金
プ

ラ
ン

9
,9

7
5
円

E
M

O
B

IL
E
 G

4
 デ

ー
タ

プ
ラ

ン
（
に

ね
ん

M
）

フ
ラ

ッ
ト

型
の

料
金

プ
ラ

ン
（
下

り
最

大
4
2
M

bp
s）

※
2
年

間
の

継
続

利
用

が
条

件
4
,9

8
0
円

E
M

O
B

IL
E
 G

4
 デ

ー
タ

プ
ラ

ン
B

（
ベ

ー
シ

ッ
ク

）

5
G

B
ま

で
使

い
放

題
の

フ
ラ

ッ
ト

型
料

金
プ

ラ
ン

（
下

り
最

大
4
2
M

b p
s）

5
,8

8
0
円

E
M

O
B

IL
E
 G

4
 デ

ー
タ

プ
ラ

ン
B

（
に

ね
ん

M
）

5
G

B
ま

で
使

い
放

題
の

フ
ラ

ッ
ト

型
料

金
プ

ラ
ン

（
下

り
最

大
4
2
M

bp
s）

※
2
年

間
の

継
続

利
用

が
条

件

4
,8

8
0
円

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

（
ベ

ー
シ

ッ
ク

）
フ

ラ
ッ

ト
型

の
料

金
プ

ラ
ン

5
,9

8
0
円

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

（
に

ね
ん

M
）

フ
ラ

ッ
ト

型
の

料
金

プ
ラ

ン
※

2
年

間
の

継
続

利
用

が
条

件
4
,9

8
0
円

定
額

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

１
２

８
Ｋ

 バ
リ

ュ
ー

デ
ー

タ
通

信
専

用
、

下
り

最
大

1
2
8
kb

ps
3
,1

6
0
円

定
額

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

１
２

８
Ｋ

デ
ー

タ
通

信
専

用
、

下
り

最
大

1
2
8
kb

ps
3
,8

9
5
円

X
iデ

ー
タ

プ
ラ

ン
[上

限
額

]7
,9

8
0
円

2
,4

7
0
円

W
IN

シ
ン

グ
ル

定
額

 
W

iM
A

X
 (

シ
ン

プ
ル

)
[上

限
額

]6
,8

0
0
円

2
,0

3
0
円

X
iデ

ー
タ

プ
ラ

ン
2

[上
限

額
]7

,9
8
0
円

3
,9

7
0
円

X
iデ

ー
タ

プ
ラ

ン
　

に
ね

ん

[上
限

額
]6

,5
1
0
円

※
2
年

間
同

一
回

線
の

継
続

利
用

が
条

件
1
,0

0
0
円

X
iデ

ー
タ

プ
ラ

ン
2
　

に
ね

ん

[上
限

額
]6

,5
1
0
円

※
2
年

間
同

一
回

線
の

継
続

利
用

が
条

件
2
,5

0
0
円

定
額

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

 
ス

タ
ン

ダ
ー

ド
 バ

リ
ュ

ー
[上

限
額

]9
,7

6
5
円

2
,0

0
0
円

W
IN

シ
ン

グ
ル

定
額

 
(シ

ン
プ

ル
)

[上
限

額
]5

,9
8
5
円

2
,2

0
5
円

デ
ー

タ
し

放
題

 f
o
r 

U
L
T
R

A
 S

P
E
E
D

下
り

最
大

4
2
M

bp
s

[上
限

額
]4

,9
8
0
円

1
,4

0
0
円

E
M

O
B

IL
E
 G

4
 ス

ー
パ

ー
ラ

イ
ト

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

（
ベ

ー
シ

ッ
ク

）
下

り
最

大
4
2
M

bp
s

[上
限

額
]6

,9
8
0
円

2
,0

0
0
円

定
額

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

 
ス

タ
ン

ダ
ー

ド
２

 バ
リ

ュ
ー

[上
限

額
]9

,7
6
5
円

3
,5

0
0
円

W
IN

シ
ン

グ
ル

定
額

 
(フ

ル
サ

ポ
ー

ト
)

[上
限

額
]6

,9
3
0
円

3
,1

5
0
円

デ
ー

タ
し

放
題

下
り

最
大

7
.2

M
bp

s
[上

限
額

]4
,3

8
0
円

1
,4

0
0
円

E
M

O
B

IL
E
 G

4
 ス

ー
パ

ー
ラ

イ
ト

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

（
に

ね
ん

M
）

下
り

最
大

4
2
M

bp
s

[上
限

額
]6

,3
8
0
円

※
2
年

間
の

継
続

利
用

が
条

件
1
,4

0
0
円

定
額

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

 
ス

タ
ン

ダ
ー

ド
[上

限
額

]1
0
,5

0
0
円

2
,7

3
5
円

デ
ー

タ
定

額
ボ

ー
ナ

ス
パ

ッ
ク

[上
限

額
]4

,6
7
9
円

※
さ

ら
に

3
0
0
円

+
従

量
料

金
で

幅
広

い
エ

リ
ア

で
の

通
信

が
可

能
7
0
0
円

E
M

O
B

IL
E
 G

4
 ギ

ガ
デ

ー
タ

プ
ラ

ン
（
ベ

ー
シ

ッ
ク

）
下

り
最

大
4
2
M

bp
s

[上
限

額
]7

,9
8
0
円

5
,9

8
0
円

定
額

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

 
ス

タ
ン

ダ
ー

ド
２

[上
限

額
]1

0
,5

0
0
円

4
,2

3
5
円

E
M

O
B

IL
E
 G

4
 ギ

ガ
デ

ー
タ

プ
ラ

ン
（
に

ね
ん

M
）

下
り

最
大

4
2
M

bp
s

[上
限

額
]6

,9
8
0
円

※
2
年

間
の

継
続

利
用

が
条

件
4
,9

8
0
円

ス
ー

パ
ー

ラ
イ

ト
デ

ー
タ

プ
ラ

ン
（
ベ

ー
シ

ッ
ク

）
[上

限
額

]5
,9

8
0
円

2
,0

0
0
円

ス
ー

パ
ー

ラ
イ

ト
デ

ー
タ

プ
ラ

ン
（
に

ね
ん

M
）

[上
限

額
]5

,3
8
0
円

※
2
年

間
の

継
続

利
用

が
条

件
1
,4

0
0
円

ギ
ガ

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

（
ベ

ー
シ

ッ
ク

）
[上

限
額

]6
,9

8
0
円

4
,9

8
0
円

ギ
ガ

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

（
に

ね
ん

M
）

[上
限

額
]5

,9
8
0
円

※
2
年

間
の

継
続

利
用

が
条

件
3
,9

8
0
円

二 段 階 定 額 制

３
G

L
T
E
等

３
G

L
T
E
等

携
帯

電
話

プ
ラ

ン
名

称
等

プ
ラ

ン
名

称
等

定 額 制 （ 使 い 放 題 ）

L
T
E
等

3
G

（
低

速
）

3
G

（
低

速
）

プ
ラ

ン
名

称
等

プ
ラ

ン
名

称
等

N
T
T
ド

コ
モ

au
S
B

M
イ

ー
・
モ

バ
イ

ル

３
G

３
G

３
G

３
G

L
T
E
等

3
G

（
低

速
）

３
G

３
G

デ ー タ 通 信 専 用

基 本 プ ラ ン
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（注）金額は税込 

    出所：各社 HP 等を基に総務省作成

月
額

料
金

月
額

料
金

月
額

料
金

月
額

料
金

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

S
S
　

バ
リ

ュ
ー

無
料

通
信

分
な

し
1
,1

5
5
円

P
ac

ke
tW

IN
シ

ン
グ

ル
S
S

無
料

通
信

分
な

し
1
,5

7
5
円

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

S
　

バ
リ

ュ
ー

無
料

パ
ケ

ッ
ト

数
1
0
万

パ
ケ

ッ
ト

（
5
,0

0
0
円

分
相

当
）

2
,3

1
0
円

P
ac

ke
tW

IN
シ

ン
グ

ル
S

無
料

パ
ケ

ッ
ト

数
1
2
,5

0
0
パ

ケ
ッ

ト
（
1
,0

5
0
円

分
相

当
）

2
,6

2
5
円

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

M
　

バ
リ

ュ
ー

無
料

パ
ケ

ッ
ト

数
4
5
万

パ
ケ

ッ
ト

（
9
,0

0
0
円

分
相

当
）

4
,7

2
5
円

P
ac

ke
tW

IN
シ

ン
グ

ル
M

無
料

パ
ケ

ッ
ト

数
4
5
万

パ
ケ

ッ
ト

（
1
1
,8

1
2
円

分
相

当
）

5
,7

7
5
円

デ
ー

タ
バ

リ
ュ

ー
パ

ッ
ク

　
レ

ギ
ュ

ラ
ー

無
料

パ
ケ

ッ
ト

数
3
2
万

パ
ケ

ッ
ト

（
8
,4

0
0
円

分
相

当
）

6
,0

9
0
円

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

L
　

バ
リ

ュ
ー

無
料

パ
ケ

ッ
ト

数
1
2
0
万

パ
ケ

ッ
ト

（
1
8
,0

0
0
円

分
相

当
）

7
,0

3
5
円

P
ac

ke
tW

IN
シ

ン
グ

ル
L

無
料

パ
ケ

ッ
ト

数
1
5
0
万

パ
ケ

ッ
ト

（
2
3
,6

2
5
円

分
相

当
）

8
,4

0
0
円

デ
ー

タ
バ

リ
ュ

ー
パ

ッ
ク

　
ミ

ド
ル

無
料

パ
ケ

ッ
ト

数
1
5
0
万

パ
ケ

ッ
ト

（
2
3
,6

2
5
円

分
相

当
）

8
,4

0
0
円

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

L
L
　

バ
リ

ュ
ー

無
料

パ
ケ

ッ
ト

数
2
5
0
万

パ
ケ

ッ
ト

（
3
0
,0

0
0
円

分
相

当
）

1
3
,8

6
0
円

P
ac

ke
tW

IN
シ

ン
グ

ル
L
L

無
料

パ
ケ

ッ
ト

数
3
0
0
万

パ
ケ

ッ
ト

（
3
7
,8

0
0
円

分
相

当
）

1
2
,3

9
0
円

デ
ー

タ
バ

リ
ュ

ー
パ

ッ
ク

　
ス

ー
パ

ー
無

料
パ

ケ
ッ

ト
数

3
5
0
万

パ
ケ

ッ
ト

（
4
4
,1

0
0
円

分
相

当
）

1
1
,1

3
0
円

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

S
S

無
料

通
信

分
な

し
1
,8

9
0
円

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

S
　

パ
ケ

ッ
ト

プ
ラ

ス
無

料
パ

ケ
ッ

ト
数

1
0
万

パ
ケ

ッ
ト

（
5
,0

0
0
円

分
相

当
）

3
,0

4
5
円

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

M
　

パ
ケ

ッ
ト

プ
ラ

ス
無

料
パ

ケ
ッ

ト
数

4
5
万

パ
ケ

ッ
ト

（
9
,0

0
0
円

分
相

当
）

5
,4

6
0
円

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

L
　

パ
ケ

ッ
ト

プ
ラ

ス
無

料
パ

ケ
ッ

ト
数

1
2
0
万

パ
ケ

ッ
ト

（
1
8
,0

0
0
円

分
相

当
）

7
,7

7
0
円

デ
ー

タ
プ

ラ
ン

L
L
　

パ
ケ

ッ
ト

プ
ラ

ス
無

料
パ

ケ
ッ

ト
数

2
5
0
万

パ
ケ

ッ
ト

（
3
0
,0

0
0
円

分
相

当
）

1
4
,5

9
5
円

定
額

デ
ー

タ
 ス

タ
ン

ダ
ー

ド
割

月
額

利
用

料
を

1
,0

0
0
円

～
3
,7

8
0

円
割

引
※

2
年

間
の

継
続

利
用

が
条

件
無

料
誰

で
も

割
シ

ン
グ

ル
基

本
使

用
料

を
一

定
額

割
引

※
2
年

間
の

継
続

利
用

が
条

件
無

料
２

年
割

引
基

本
使

用
料

2
5
％

オ
フ

※
2
年

間
の

継
続

利
用

が
条

件
無

料

定
額

デ
ー

タ
 ス

タ
ン

ダ
ー

ド
割

２

月
額

利
用

料
を

1
,0

0
0
円

～
3
,7

8
0

円
割

引
※

2
年

間
の

継
続

利
用

が
条

件
無

料
年

間
割

引
基

本
使

用
料

1
5
％

オ
フ

※
1
年

間
の

継
続

利
用

が
条

件
無

料

定
額

デ
ー

タ
 １

２
８

Ｋ
割

月
額

利
用

料
を

1
,5

8
0
円

割
引

※
2
年

間
の

継
続

利
用

が
条

件
無

料

セ
ッ

ト
セ

ッ
ト

W
IN

シ
ン

グ
ル

セ
ッ

ト
割

au
携

帯
電

話
と

セ
ッ

ト
で

、
デ

ー
タ

通
信

端
末

の
基

本
使

用
料

を
一

定
額

割
引

無
料

セ
ッ

ト
ス

マ
ホ

セ
ッ

ト
割

S
B

ス
マ

ー
ト

フ
ォ

ン
と

セ
ッ

ト
で

、
デ

ー
タ

通
信

端
末

の
基

本
使

用
料

を
一

定
額

割
引

無
料

セ
ッ

ト
ス

マ
ー

ト
プ

ラ
ン

デ
ー

タ
セ

ッ
ト

携
帯

電
話

と
セ

ッ
ト

で
月

額
利

用
料

を
1
,0

0
0
円

割
引

無
料

W
IN

シ
ン

グ
ル

定
額

お
ト

ク
割

特
定

機
種

を
購

入
す

る
と

、
最

大
2
5
か

月
間

1
,0

5
0
円

オ
フ

無
料

W
IN

シ
ン

グ
ル

フ
ラ

ッ
ト

お
ト

ク
割

特
定

機
種

を
購

入
す

る
と

、
最

大
2
5
か

月
間

1
,0

5
0
円

オ
フ

無
料

パ ケ ッ ト 割 引 そ の 他 の 割 引 等

割 引 料 金

従 量 制

そ
の

他

長
期

契
約

割
引

長
期

契
約

割
引

長
期

契
約

割
引

バ
リ

ュ
ー

プ
ラ

ン

ベ
ー

シ
ッ

ク
プ

ラ
ン

携
帯

電
話

プ
ラ

ン
名

称
等

プ
ラ

ン
名

称
等

プ
ラ

ン
名

称
等

プ
ラ

ン
名

称
等

N
T
T
ド

コ
モ

au
S
B

M
イ

ー
・
モ

バ
イ

ル

デ ー タ 通 信 専 用

基 本 プ ラ ン
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＜参考＞主な MVNO サービス 

 

Ｍ
Ｖ

Ｎ
Ｏ

サ
ー

ビ
ス

名
プ

ラ
ン

名
Ｍ

Ｎ
Ｏ

最
大

速
度

（
下

り
）

料
金

サ
ー

ビ
ス

概
要

販
売

ﾁ
ｬ

ﾈ
ﾙ

型
新

ﾌ
ﾟﾗ

ﾝ
型

セ
ッ

ト
型

ア
プ

リ
型

法
人

ｻ
ｰ

ﾋ
ﾞｽ

型

日
本

通
信

b-
m

o
bi

le
 F

ai
r

Ｎ
Ｔ

Ｔ
ド

コ
モ

1
4
M

bp
s

9
,8

0
0
円

（
1
2
0
日

間
、

1
G

B
利

用
可

能
）

1
G

B
単

位
で

購
入

で
き

、
有

効
期

間
1
2
0
日

間
の

モ
バ

イ
ル

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
サ

ー
ビ

ス
。

チ
ャ

ー
ジ

額
は

1
G

B
で

8
,3

5
0
円

（
1
2
0
日

間
利

用
可

能
）

○

日
本

通
信

b-
m

o
bi

le
　

カ
メ

レ
オ

ン
S
IM

Ｎ
Ｔ

Ｔ
ド

コ
モ

7
5
M

bp
s

5
,8

0
0
円

（
2
1
日

間
、

3
G

B
利

用
可

能
）

利
用

ス
タ

イ
ル

に
合

わ
せ

て
3
つ

の
チ

ャ
ー

ジ
プ

ラ
ン

か
ら

最
適

な
も

の
を

毎
月

選
択

す
る

こ
と

が
で

き
る

L
T
E
サ

ー
ビ

ス
（
X
iエ

リ
ア

）
チ

ャ
ー

ジ
で

き
る

プ
ラ

ン
は

以
下

の
３

種
類

　
オ

ー
ト

チ
ャ

ー
ジ

　
U

3
0
0
定

額
：
2
4
8
0
円

/
3
0
日

　
オ

ー
ト

チ
ャ

ー
ジ

　
高

速
定

額
：
5
4
0
0
円

/
5
G

B
・
3
0
日

　
オ

ー
ト

チ
ャ

ー
ジ

　
F
ai

r 
1
G

B
：
8
,8

0
0
円

/
1
G

B
・
1
2
0
日

○

日
本

通
信

基
本

料
0
円

S
IM

Ｎ
Ｔ

Ｔ
ド

コ
モ

1
4
M

bp
s

0
円

～
3
,7

8
0
円

/
月

ヨ
ド

バ
シ

カ
メ

ラ
で

購
入

で
き

る
b-

m
o
bi

le
の

S
IM

。
基

本
料

0
円

で
あ

る
こ

と
が

特
徴

。
※

1
0
0
M

B
/
月

ま
で

が
従

量
制

（
3
7
.8

円
/
1
M

B
）
。

○
○

日
本

通
信

イ
オ

ン
専

用
月

額
サ

ー
ビ

ス
Ｎ

Ｔ
Ｔ

ド
コ

モ
1
0
0
kb

ps
4
0
0
kb

ps
M

bp
sク

ラ
ス

1
0
0
K
bp

s:
9
8
0
円

/
月

4
0
0
K
bp

s:
2
,9

8
0
円

/
月

M
bp

sク
ラ

ス
:4

,9
8
0
円

/
月

イ
オ

ン
で

購
入

で
き

る
b-

m
o
bi

le
の

S
IM

。
月

単
位

で
速

度
変

更
が

可
能

。
○

○

日
本

通
信

b-
m

o
bi

le
 F

M
C

 f
o
r

フ
レ

ッ
ツ

光
Ｎ

Ｔ
Ｔ

ド
コ

モ
1
0
0
kb

ps
1
,5

6
0
円

/
月

F
O

M
A

網
で

の
モ

バ
イ

ル
デ

ー
タ

通
信

サ
ー

ビ
ス

と
フ

レ
ッ

ツ
光

の
IS

P
の

セ
ッ

ト
プ

ラ
ン

。
１

年
間

の
継

続
契

約
が

条
件

。
○

○

N
T
T
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

ズ
O

C
N

 モ
バ

イ
ル

 エ
ン

ト
リ

ー
 d

N
T
T
ド

コ
モ

7
.2

M
bp

s
2
,4

6
0
円

/
月

F
O

M
A

網
で

の
モ

バ
イ

ル
デ

ー
タ

通
信

サ
ー

ビ
ス

。
2
年

間
の

継
続

契
約

が
条

件
。

O
C

N
の

接
続

コ
ー

ス
利

用
者

以
外

は
、

2
1
0
円

/
月

が
必

要
。

○
○

N
T
T
ぷ

ら
ら

ぷ
ら

ら
モ

バ
イ

ル
N

T
T
ド

コ
モ

1
.5

M
bp

s
2
,8

4
5
円

/
月

最
大

1
.5

M
bp

sに
制

限
す

る
こ

と
で

安
定

し
た

接
続

品
質

。
2
年

間
の

継
続

契
約

が
条

件
。

ぷ
ら

ら
の

接
続

コ
ー

ス
（
2
1
0
円

/
月

～
）
へ

の
加

入
が

必
要

。
○

○

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
イ

ニ
シ

ア
テ

ィ
ブ

II
J
m

io
高

速
モ

バ
イ

ル
/
D

Ｎ
Ｔ

Ｔ
ド

コ
モ

1
2
8
kb

ps
7
5
M

bp
s

ミ
ニ

マ
ム

ス
タ

ー
ト

1
2
8
：
9
4
5
円

/
月

（
ク

ー
ポ

ン
な

し
）

フ
ァ

ミ
リ

ー
シ

ェ
ア

1
G

B
：
2
9
4
0
円

/
月

（
1
G

B
ク

ー
ポ

ン
付

）

通
常

時
（
ク

ー
ポ

ン
が

な
い

時
）
は

最
大

1
2
8
K
bp

sで
利

用
。

ク
ー

ポ
ン

（
1
0
0
M

B
単

位
）
を

購
入

す
る

こ
と

に
よ

り
、

下
り

最
大

7
5
M

bp
sで

利
用

で
き

る
L
T
E
サ

ー
ビ

ス
。

フ
ァ

ミ
リ

ー
シ

ェ
ア

1
G

B
プ

ラ
ン

は
S
IM

カ
ー

ド
を

3
枚

ま
で

利
用

可
能

。

○
○

Ｎ
Ｅ

Ｃ
ビ

ッ
グ

ロ
ー

ブ
B

IG
L
O

B
E
 3

G
N

T
T
ド

コ
モ

1
4
M

bp
s

ス
タ

ン
ダ

ー
ト

プ
ラ

ン
：
2
,7

7
0
円

/
月

デ
イ

タ
イ

ム
プ

ラ
ン

：
1
,7

7
0
円

/
月

2
年

間
の

継
続

契
約

が
条

件
。

B
IG

L
O

B
E
の

接
続

コ
ー

ス
利

用
者

以
外

は
、

2
1
0
円

/
月

が
必

要
。

デ
イ

タ
イ

ム
プ

ラ
ン

は
、

2
:0

0
～

2
0
:0

0
の

時
間

限
定

で
利

用
可

能
な

プ
ラ

ン
。

○
○

○

S
o
-
n
e
t

S
o
-
n
e
t 

モ
バ

イ
ル

3
G

Ｎ
Ｔ

Ｔ
ド

コ
モ

1
4
M

bp
s

2
,7

7
5
円

/
月

F
O

M
A

網
で

の
高

速
モ

バ
イ

ル
デ

ー
タ

通
信

サ
ー

ビ
ス

（
最

大
1
4
M

bp
s）

。
2
年

間
の

継
続

契
約

が
条

件
。

S
o
-
n
e
tの

接
続

コ
ー

ス
利

用
者

以
外

は
、

2
1
0
円

/
月

が
必

要
。

○
○
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Ｍ
Ｖ

Ｎ
Ｏ

サ
ー

ビ
ス

名
プ

ラ
ン

名
Ｍ

Ｎ
Ｏ

最
大

速
度

（
下

り
）

料
金

サ
ー

ビ
ス

概
要

販
売

ﾁ
ｬ

ﾈ
ﾙ

型
新

ﾌ
ﾟﾗ

ﾝ
型

セ
ッ

ト
型

ア
プ

リ
型

法
人

ｻ
ｰ

ﾋ
ﾞｽ

型

ド
リ

ー
ム

・
ト

レ
イ

ン
・
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

D
T
I 
ハ

イ
ブ

リ
ッ

ド
モ

バ
イ

ル
プ

ラ
ン

Ｎ
Ｔ

Ｔ
ド

コ
モ

7
.2

M
bp

s
2
,9

8
0
円

/
月

F
O

M
A

網
で

の
モ

バ
イ

ル
デ

ー
タ

通
信

サ
ー

ビ
ス

。
2
年

間
の

継
続

契
約

が
条

件
。

N
T
T
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

ズ
が

提
供

す
る

公
衆

無
線

L
A

N
サ

ー
ビ

ス
が

利
用

可
能

。
○

○

エ
ヌ

デ
ィ

エ
ス

T
ik

iモ
バ

イ
ル

 L
it
e

プ
ラ

ス
Ｎ

Ｔ
Ｔ

ド
コ

モ
7
.2

M
bp

s
お

得
プ

ラ
ン

：
3
,2

8
0
円

/
月

も
っ

と
お

得
プ

ラ
ン

：
2
,9

8
0
円

/
月

S
IM

カ
ー

ド
／

m
ic

ro
S
IM

カ
ー

ド
単

体
を

提
供

す
る

定
額

制
高

速
モ

バ
イ

ル
サ

ー
ビ

ス
。

お
得

プ
ラ

ン
は

1
2
ヶ

月
、

も
っ

と
お

得
プ

ラ
ン

は
2
4
か

月
以

上
の

継
続

利
用

が
条

件
。

○

エ
ヌ

デ
ィ

エ
ス

T
ik

iモ
バ

イ
ル

3
0
0

Ｎ
Ｔ

Ｔ
ド

コ
モ

3
0
0
kb

ps
S
プ

ラ
ン

：
2
,7

8
0
円

/
月

L
プ

ラ
ン

：
2
,5

8
0
円

/
月

最
大

通
信

速
度

は
上

下
最

大
3
0
0
kb

ps
の

定
額

モ
バ

イ
ル

サ
ー

ビ
ス

。
S
プ

ラ
ン

は
1
2
ヶ

月
、

L
プ

ラ
ン

は
2
4
か

月
以

上
の

継
続

利
用

が
条

件
。

○

ウ
ォ

ル
ト

・
デ

ィ
ズ

ニ
ー

・
ジ

ャ
パ

ン

デ
ィ

ズ
ニ

ー
・
モ

バ
イ

ル
・
オ

ン
・
ソ

フ
ト

バ
ン

ク

ソ
フ

ト
バ

ン
ク

モ
バ

イ
ル

―
ホ

ワ
イ

ト
プ

ラ
ン

(D
)：

9
8
0
円

/
月

パ
ケ

ッ
ト

し
放

題
(D

)：
1
,0

2
9
円

～
4
,4

1
0
円

/
月

等

デ
ィ

ズ
ニ

ー
の

ブ
ラ

ン
ド

、
コ

ン
テ

ン
ツ

を
活

用
し

た
携

帯
電

話
サ

ー
ビ

ス
。

料
金

プ
ラ

ン
、

割
引

サ
ー

ビ
ス

は
ソ

フ
ト

バ
ン

ク
モ

バ
イ

ル
と

同
額

。
○

ケ
イ

・
オ

プ
テ

ィ
コ

ム
ｅ
ｏ

モ
バ

イ
ル

 3
G

イ
ー

・
モ

バ
イ

ル
7
.2

M
bp

s
2
1
M

bp
s

7
.2

M
コ

ー
ス

：
1
,0

0
0
円

～
4
,6

8
0
円

/
月

2
1
M

コ
ー

ス
：
1
,0

0
0
円

～
5
,6

8
0
円

/
月

イ
ー

・
モ

バ
イ

ル
網

で
の

モ
バ

イ
ル

デ
ー

タ
通

信
サ

ー
ビ

ス
。

2
年

間
の

継
続

契
約

が
条

件
。

e
o
光

ネ
ッ

ト
利

用
者

以
外

は
、

2
1
0
円

/
月

が
必

要
。

公
衆

無
線

L
A

N
（
e
o
モ

バ
イ

ル
W

i-
F
iス

ポ
ッ

ト
）
が

利
用

可
能

。

○
○

ケ
イ

・
オ

プ
テ

ィ
コ

ム
ｅ
ｏ

モ
バ

イ
ル

 3
G

光
ハ

イ
ブ

リ
ッ

ド
タ

イ
プ

イ
ー

・
モ

バ
イ

ル
7
.2

M
bp

s
4
2
M

bp
s

7
.2

M
コ

ー
ス

（
光

ハ
イ

ブ
リ

ッ
ド

タ
イ

プ
）
：
3
,0

0
0
円

/
月

4
2
M

コ
ー

ス
（
光

ハ
イ

ブ
リ

ッ
ト

タ
イ

プ
）
：
3
,4

8
0
円

/
月

2
0
時

～
翌

2
時

の
間

の
通

信
速

度
を

制
限

（
下

り
1
2
8
kb

ps
）
し

た
e
o
光

ネ
ッ

ト
利

用
者

限
定

の
サ

ー
ビ

ス
。

2
年

間
の

継
続

契
約

が
条

件
。

公
衆

無
線

L
A

N
（
e
o
モ

バ
イ

ル
W

i-
F
iス

ポ
ッ

ト
）
が

利
用

可
能

。

○
○

○

 U
C

O
M

U
C

O
M

モ
バ

イ
ル

3
G

-
E
M

イ
ー

・
モ

バ
イ

ル
4
2
M

bp
s

7
.2

M
bp

s

4
2
M

定
額

プ
ラ

ン
（
に

ね
ん

割
）
：
3
,9

8
0
円

/
月

2
段

階
定

額
プ

ラ
ン

（
に

ね
ん

割
）
：
1
,2

6
0
円

～
4
,8

4
1
円

/
月

 イ
ー

・
モ

バ
イ

ル
網

で
の

モ
バ

イ
ル

デ
ー

タ
通

信
サ

ー
ビ

ス
。

2
年

間
の

継
続

契
約

が
条

件
。

U
C

O
M

光
の

利
用

者
以

外
は

、
料

金
プ

ラ
ン

が
異

な
る

。
○

○

ド
リ

ー
ム

・
ト

レ
イ

ン
・
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

D
T
I 
L
T
E
 イ

ー
・
モ

バ
イ

ル
プ

ラ
ン

イ
ー

・
モ

バ
イ

ル
7
5
M

bp
s

3
,8

8
0
円

/
月

イ
ー

・
モ

バ
イ

ル
L
T
E
網

で
の

高
速

モ
バ

イ
ル

デ
ー

タ
通

信
サ

ー
ビ

ス
。

2
年

間
の

継
続

契
約

が
条

件
。

○

ニ
フ

テ
ィ

@
n
if
ty

 E
M

O
B

IL
E

イ
ー

・
モ

バ
イ

ル
7
5
M

bp
s

4
,1

4
1
円

/
月

イ
ー

・
モ

バ
イ

ル
L
T
E
網

で
の

高
速

モ
バ

イ
ル

デ
ー

タ
通

信
サ

ー
ビ

ス
。

2
年

間
の

継
続

契
約

が
条

件
。

ニ
フ

テ
ィ

の
接

続
コ

ー
ス

利
用

者
以

外
は

、
2
6
2
.5

円
/
月

が
必

要
。

○
○

Ｎ
Ｅ

Ｃ
ビ

ッ
グ

ロ
ー

ブ
B

IG
L
O

B
E
高

速
モ

バ
イ

ル
E
M

イ
ー

・
モ

バ
イ

ル
4
2
M

bp
s

3
,5

9
1
円

/
月

イ
ー

・
モ

バ
イ

ル
網

で
の

モ
バ

イ
ル

デ
ー

タ
通

信
サ

ー
ビ

ス
。

2
年

間
の

継
続

契
約

が
条

件
。

B
IG

L
O

B
E
の

接
続

コ
ー

ス
利

用
者

以
外

は
、

2
1
0
円

/
月

が
必

要
。

○
○

N
T
T
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

ズ
O

C
N

 高
速

モ
バ

イ
ル

E
M

（
2
段

階
定

額
プ

ラ
ン

）

イ
ー

・
モ

バ
イ

ル
4
2
M

bp
s

7
9
0
円

～
4
,7

7
0
円

/
月

イ
ー

・
モ

バ
イ

ル
網

で
の

モ
バ

イ
ル

デ
ー

タ
通

信
サ

ー
ビ

ス
。

2
年

間
の

継
続

契
約

が
条

件
。

O
C

N
の

接
続

コ
ー

ス
利

用
者

以
外

は
、

2
1
0
円

/
月

が
必

要
。

○
○
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Ｍ
Ｖ

Ｎ
Ｏ

サ
ー

ビ
ス

名
プ

ラ
ン

名
Ｍ

Ｎ
Ｏ

最
大

速
度

（
下

り
）

料
金

サ
ー

ビ
ス

概
要

販
売

ﾁ
ｬ

ﾈ
ﾙ

型
新

ﾌ
ﾟﾗ

ﾝ
型

セ
ッ

ト
型

ア
プ

リ
型

法
人

ｻ
ｰ

ﾋ
ﾞｽ

型

S
o
-
n
e
t

bi
tW

ar
p(

E
M

)
イ

ー
・
モ

バ
イ

ル
7
.2

M
bp

s
新

定
額

プ
ラ

ン
：
2
,9

8
5
円

/
月

二
段

階
定

額
プ

ラ
ン

：
1
,1

6
0
～

5
,3

6
0
円

/
月

イ
ー

・
モ

バ
イ

ル
網

で
の

モ
バ

イ
ル

デ
ー

タ
通

信
サ

ー
ビ

ス
。

1
年

間
の

継
続

契
約

が
条

件
。

○

N
T
T
ぷ

ら
ら

ぷ
ら

ら
高

速
モ

バ
イ

ル
オ

プ
シ

ョ
ン

(E
M

)
イ

ー
・
モ

バ
イ

ル
7
.2

M
bp

s
2
7
0
円

～
3
,9

8
0
円

/
月

イ
ー

・
モ

バ
イ

ル
網

で
の

モ
バ

イ
ル

デ
ー

タ
通

信
サ

ー
ビ

ス
。

2
年

間
の

継
続

契
約

が
条

件
。

ぷ
ら

ら
の

接
続

コ
ー

ス
（
2
1
0
円

/
月

～
）
へ

の
加

入
が

必
要

。
○

○

エ
デ

ィ
オ

ン
K
u
aL

n
e
t 

E
M

定
額

プ
ラ

ン
 w

it
h
 フ

レ
ッ

ツ
光

イ
ー

・
モ

バ
イ

ル
7
.2

M
bp

s
に

ね
ん

得
割

：
2
,9

8
0
円

/
月

年
と

く
割

2
：
3
,5

8
0
円

/
月

イ
ー

・
モ

バ
イ

ル
網

で
の

モ
バ

イ
ル

デ
ー

タ
通

信
サ

ー
ビ

ス
と

フ
レ

ッ
ツ

光
の

IS
P

の
セ

ッ
ト

プ
ラ

ン
。

2
0
時

～
翌

2
時

の
間

は
通

信
速

度
を

制
限

（
下

り
1
2
8
kb

ps
）
。

に
ね

ん
得

割
は

2
年

間
、

年
と

く
割

2
は

１
年

間
の

継
続

契
約

が
条

件
。

○
○

○

K
D

D
I

+
W

iM
A

X
U

Q
ｺ
ﾐｭ

ﾆ
ｹ
ｰ

ｼ
ｮﾝ

ｽ
ﾞ

4
0
M

bp
s

5
2
5
円

/
月

au
の

+
W

iM
A

X
搭

載
ス

マ
ー

ト
フ

ォ
ン

を
対

象
と

し
た

、
U

Q
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

ズ
の

W
iM

A
X
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

利
用

す
る

高
速

通
信

サ
ー

ビ
ス

。
ス

マ
ー

ト
フ

ォ
ン

の
パ

ケ
ッ

ト
通

信
料

（
IS

フ
ラ

ッ
ト

（
5
,4

6
0
円

/
月

）
等

）
に

5
2
5
円

の
追

加
で

W
iM

A
X
が

使
い

放
題

。

○
○

○

Ｎ
Ｅ

Ｃ
ビ

ッ
グ

ロ
ー

ブ
B

IG
L
O

B
E
 W

iM
A

X
U

Q
ｺ
ﾐｭ

ﾆ
ｹ
ｰ

ｼ
ｮﾝ

ｽ
ﾞ

4
0
M

bp
s

F
la

t 
年

間
パ

ス
ポ

ー
ト

：
3
5
9
1
円

/
月

U
Q

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン

ズ
の

W
iM

A
X
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

利
用

し
、

下
り

最
大

4
0
M

bp
sの

高
速

通
信

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
。

1
年

間
の

継
続

利
用

が
条

件
。

B
IG

L
O

B
E
の

接
続

コ
ー

ス
利

用
者

以
外

は
、

2
1
0
円

/
月

が
必

要
。

○
○

ニ
フ

テ
ィ

@
n
if
ty

 W
iM

A
X

U
Q

ｺ
ﾐｭ

ﾆ
ｹ
ｰ

ｼ
ｮﾝ

ｽ
ﾞ

4
0
M

bp
s

@
n
if
ty

 W
iM

A
X
 F

la
t：

4
,2

0
0
円

/
月

@
n
if
ty

 W
iM

A
X
 F

la
t 

年
間

パ
ス

ポ
ー

ト
：
3
,5

9
1

円
/
月

@
n
if
ty

 W
iM

A
X
 S

te
p：

3
7
8
円

～
4
,9

7
7
円

/
月

@
n
if
ty

 W
iM

A
X
 1

D
ay

：
5
9
8
円

/
日

U
Q

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン

ズ
の

W
iM

A
X
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

利
用

し
、

下
り

最
大

4
0
M

bp
sの

高
速

通
信

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
。

ニ
フ

テ
ィ

の
接

続
コ

ー
ス

利
用

者
以

外
は

、
2
6
2
.5

円
/
月

が
必

要
。

○
○

S
o
-
n
e
t

S
o
-
n
e
t 

モ
バ

イ
ル

W
iM

A
X

U
Q

ｺ
ﾐｭ

ﾆ
ｹ
ｰ

ｼ
ｮﾝ

ｽ
ﾞ

4
0
M

bp
s

F
la

t 
年

間
パ

ス
ポ

ー
ト

：
3
,5

9
0
円

F
la

t：
4
,2

0
0
円

S
te

p：
3
8
0
円

/
月

～
4
,6

8
0
円

/
月

U
Q

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン

ズ
の

W
iM

A
X
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

利
用

し
、

下
り

最
大

4
0
M

bp
sの

高
速

通
信

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
。

S
o
-
n
e
tの

接
続

コ
ー

ス
利

用
者

以
外

は
、

2
1
0
円

/
月

が
必

要
。

○
○

ド
リ

ー
ム

・
ト

レ
イ

ン
・
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

D
T
I 
W

iM
A

X
 モ

バ
イ

ル
プ

ラ
ン

U
Q

ｺ
ﾐｭ

ﾆ
ｹ
ｰ

ｼ
ｮﾝ

ｽ
ﾞ

4
0
M

bp
s

3
,8

8
0
円

/
月

U
Q

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン

ズ
の

W
iM

A
X
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

利
用

し
、

下
り

最
大

4
0
M

bp
sの

高
速

通
信

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
。

2
年

間
の

継
続

契
約

が
条

件
。

○

ケ
イ

・
オ

プ
テ

ィ
コ

ム
e
o
モ

バ
イ

ル
W

iM
A

X
U

Q
ｺ
ﾐｭ

ﾆ
ｹ
ｰ

ｼ
ｮﾝ

ｽ
ﾞ

4
0
M

bp
s

3
,6

8
0
円

/
月

U
Q

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン

ズ
の

W
iM

A
X
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

利
用

し
、

下
り

最
大

4
0
M

bp
sの

高
速

通
信

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
。

e
o
光

ネ
ッ

ト
利

用
者

以
外

は
、

2
1
0
円

/
月

が
必

要
。

公
衆

無
線

L
A

N
（
e
o
モ

バ
イ

ル
W

i-
F
iス

ポ
ッ

ト
）
が

利
用

可
能

。

○
○

ワ
イ

コ
ム

W
IC

O
M

 W
iM

A
X

U
Q

ｺ
ﾐｭ

ﾆ
ｹ
ｰ

ｼ
ｮﾝ

ｽ
ﾞ

4
0
M

bp
s

に
ね

ん
プ

ラ
ン

：
3
,4

6
5
円

U
Q

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン

ズ
の

W
iM

A
X
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

利
用

し
、

下
り

最
大

4
0
M

bp
sの

高
速

通
信

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
。

○
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Ｍ
Ｖ

Ｎ
Ｏ

サ
ー

ビ
ス

名
プ

ラ
ン

名
Ｍ

Ｎ
Ｏ

最
大

速
度

（
下

り
）

料
金

サ
ー

ビ
ス

概
要

販
売

ﾁ
ｬ

ﾈ
ﾙ

型
新

ﾌ
ﾟﾗ

ﾝ
型

セ
ッ

ト
型

ア
プ

リ
型

法
人

ｻ
ｰ

ﾋ
ﾞｽ

型

ダ
イ

ワ
ボ

ウ
情

報
シ

ス
テ

ム
D

IS
 m

o
bi

le
W

iM
A

X
U

Q
ｺ
ﾐｭ

ﾆ
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ョ
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、
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Ｘ
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第１節 データ通信（固定系）の市場画定 

 

１．サービス市場の画定 

データ通信（固定系）（従来の「インターネット接続領域」に相当）におけるサ

ービス市場の画定については、従来の考え方を引き続き採用し、以下のとおりとす

る。 

なお、近年、無線のブロードバンド化、移動系端末の高機能化等に伴い、固定

系ブロードバンドとスマートフォン向けのデータ通信を組み合せたサービス（移動

系と固定系の連携サービス）も提供され始めているほか、通信事業者と、コンテン

ツ・プラットフォーム等の上位レイヤーや医療・福祉や教育等の他業種との業務提

携等も見られるところであり、これらの動向も注視しつつ、今後、データ通信領域

における市場の画定の在り方についても検討を行う必要がある。 

（１） FTTH、CATV インターネット1（CATV）及び ADSL については、各サービスを

一体的に捉え「固定系ブロードバンド市場」として画定した上で、それぞれ

のサービスを「固定系ブロードバンド市場」の部分市場として画定する。 

また、FTTH については、さらに「戸建て＋ビジネス向け」と「集合住宅

向け」をそれぞれ FTTH 市場の部分市場として画定する2。 

特に、メタルから光ファイバへのマイグレーションの進展が予想される

中、固定系ブロードバンド市場の部分市場であり契約数等を見ても中心的な

存在である FTTH 市場については、従来の指標に加え、幅広い要素を勘案し、

重点的に分析・評価を行う。 

なお、従来、個別の評価対象としてきた「CATV インターネット市場」及

び「ADSL 市場」は、前者については１地域１事業者による事業展開という

現状等を考慮し、後者については市場規模が縮小傾向にあることを踏まえ、

「固定系ブロードバンド市場」全体の中で分析・評価を行う。 

（２） インターネット接続サービスについては、「ISP（固定系）市場」として画

定する。 

                                                  
1 ここでいう「CATV インターネット」は、HFC（Hybrid Fiber Coaxial（光同軸ハイブリッド伝送）：

幹線部分を光ケーブル、加入者回線部分を同軸ケーブルを利用して伝送する）又は同軸ケーブル

によって伝送されるものを対象としている。なお、幹線部分及び加入者回線部分が光ファイバを

利用している CATV インターネットについては FTTH として取り扱う。 
2 事業者や回線速度の選択が利用者自らの意思によって決定できる戸建て＋ビジネス向けと違い、

集合住宅向けの場合は他の居住者や管理会社の同意・許諾が必要となる等の制約があり、両市場

間の供給面の事情が異なっていることを考慮したもの。 
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（３） なお、ダイヤルアップ（DU）及び常時接続 ISDN（ISDN）については、概

念上、「ナローバンド市場」として一体として画定するが、近年契約数も減

少傾向にあることから分析・評価の対象としない。  
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【図表Ⅱ－１ データ通信（固定系）のサービス市場の画定】 

 

 

２．地理的市場の画定 

１．に基づき分析・評価を行うブロードバンド市場、FTTH 市場、ISP 市場に係

る地理的市場の取扱いについては、従来のインターネット接続領域における考え方

も踏まえ、以下のとおりとする。 

 

（１） 固定系ブロードバンド市場、FTTH 市場、ISP 市場は全国市場として画定する。 

これに加え、固定系ブロードバンド市場、FTTH 市場については NTT 東西の業

務区域を踏まえ、東日本と西日本の２地域に分けて市場を画定し、評価を行う。 

① 東日本地域 

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木

県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県 

② 西日本地域 

静岡県、愛知県、三重県、岐阜県、富山県、石川県、福井県、滋賀県、京都

府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、

山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、

大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

 

（２） また、全国市場として分析等を行う場合、以下の点を勘案し、NTT 東日本
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及び NTT 西日本は NTT 東西を１社として、また、電力系事業者3は各社のデー

タを合算した上で、「電力系事業者」として１社として取り扱うこととする。 

① 現在、NTT 東西が東日本地域と西日本地域、電力系事業者が各地域ブロ

ック（注）に分かれてサービスを提供しているが、全国を単一の地理的市

場として分析するに当たり、提供区域の重ならない NTT 東日本と NTT 西日

本、また、各電力系事業者を個別に扱うこととした場合、それぞれの事業

者間であたかも競争関係にあるかのようにみなすことになること。 

② 各電力系事業者は、相互の資本関係がなく、１社として取り扱うことに

関して議論の余地はあるが、利用者の視点から見れば、他地域の電力系事

業者のサービスは選択肢たり得ず、この点で NTT 東西と同じ状況であるこ

と。 

 また、CATV 事業者については、複数の事業者が同一の MSO（Multiple System 

Operator）の傘下にあるとみなされる場合は、契約数における事業者シェア

及び HHI 等の算定において、当該事業者の契約数を合算して１グループ会社

として取り扱う。 

（注）①北海道ブロック（北海道）、②東北ブロック（青森県、岩手県、秋田県、宮城県、山形県、福

島県、新潟県）、③関東ブロック（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、

山梨県）、④東海ブロック（長野県、静岡県、岐阜県、愛知県、三重県）、⑤北陸ブロック（富山

県、石川県、福井県）、⑥近畿ブロック（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）、

⑦中国ブロック（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）、⑧四国ブロック（徳島県、香川県、

愛媛県、高知県）、⑨九州ブロック（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島

県）、⑩沖縄ブロック（沖縄県） 

  

                                                  
3 電力系事業者とは、北海道総合通信網、東北インテリジェント通信、ファミリーネット・ジャ

パン、北陸通信ネットワーク、ケイ・オプティコム 、エネルギア・コミュニケーションズ、STNet、

九州通信ネットワーク、沖縄通信ネットワークを指す。なお、テプコシステムズのマンション ISP

事業は、2009 年１月からファミリーネット・ジャパンが継承している。また、中部テレコミュニ

ケーションは、2008 年４月の株式の一部譲渡により、シェアの集計等においては KDDI に含めて

いる。 
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【図表Ⅱ－２ データ通信（固定系）の地理的市場の画定】 
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第２節 固定系ブロードバンド市場の分析及び競争状況の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．固定系ブロードバンド市場における市場支配力に関しては、 

① 事業者別シェアの状況、市場集中度、同市場の中心的なサービスが

FTTH であり、メタルから光ファイバへのマイグレーションの進展が予

想される中、固定電話市場からのレバレッジの懸念があること等を踏ま

えれば、東日本地域ではNTT東日本が、西日本地域ではNTT西日本が各々

単独で市場支配力を行使し得る地位にあると考えられる。 

② しかしながら、第一種指定電気通信設備に係る規制措置が講じられ

ている中、 

・ FTTH の契約数の増加率が鈍化傾向にあり、 

  ・ NTT 東西以外の事業者による固定系と移動系の連携サービスの開 

始など、新たなサービス競争が行われ始めていること 

等も踏まえれば、NTT 東西が実際に市場支配力を行使する可能性は低

い。 

③ なお、事業者別シェアの数値のみを見れば、NTT 東西と他のシェア上

位の事業者が協調して市場支配力を行使し得る地位にあるが、固定系ブ

ロードバンド市場における競争状況を勘案すれば、実際に協調して市場

支配力を行使する可能性は低い。 

 

２．今後の留意事項として、 

固定系ブロードバンド市場の分析・評価に当たっては、メタルから光フ

ァイバへのマイグレーションの進展が予想される中、固定電話からのレ

バレッジの懸念がある一方、近年、固定系と移動系の連携サービスや他

業種との業務提携等、同市場を取り巻く環境は大きく変化してきている

ことから、将来的な市場の画定の在り方も視野に入れつつ、その動向を

注視していくことが必要である。 

なお、分析に当たっては、0ABJ-IP 電話の NTT 東西のシェアは 2011 年

度末時点で 65.5%（対前年度末比 1.2 ポイント減）と減少傾向であること

や、近年のスマートフォン等の普及に伴い、固定系ブロードバンドサー

ビスを契約しない単身世帯等も増加していることも考慮する必要があ

る。 

評価（抜粋） 
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１．本節では、「固定系ブロードバンド市場」について重点的な分析・評価を行

う。 

２．具体的には、評価のための指標として、以下のとおり、従来の基本データ

に加え、近年の固定系ブロードバンド市場の動向を踏まえ、評価に当たって

勘案すべき要素についても分析を行い、評価を行うこととする。 

（１） 基本データとして、 

① 市場の規模（契約数、売上高） 

② 事業者別シェア及び市場集中度 

③ 料金 

 

（２） また、評価に当たっての勘案要素として、 

① 固定系と移動系の連携サービスの動向 

② 事業者グループの状況 

について分析を行う。 

これらの分析結果に基づき、固定系ブロードバンド市場に関し、以下の点

について競争状況の評価を行う。 

（１） 単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

（２） 上記市場支配力の存在が認められる場合には、その行使の有無 

（３） 今後の留意事項 
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第１項 基本データの分析 

１－１ 市場の規模 

１－１－１ 契約数の推移 

固定系ブロードバンド市場（FTTH、ADSL、CATV インターネット）における総

契約数は、2011 年度末で 3491.7 万（対前年度末比 2.4%増）となっており、小

幅であるものの、引き続き増加傾向にある。 

東日本地域と西日本地域別の契約数を見ると、各々1,808.3 万（同 2.4%増）、

1,683.4 万（同 2.4%増）となっており、全国の傾向と同様の状況となっている。 

次に、サービス別の契約数の推移を見ると、ADSL が引き続き減少傾向、CATV

インターネットがほぼ横ばいとなっている中、固定系ブロードバンド契約数の

63.9%を占めている FTTH については、契約数が増加している。しかしながら、

FTTH 契約数の増加率は近年鈍化してきている状況にある。 

 

【図表Ⅱ－３ 契約数の推移】 

 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－４ 契約数の増減率の推移】 

 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－５ 契約数の推移（東日本地域）】 

 

 

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅱ－６ 契約数の増減率の推移（東日本地域）】 

 

出所：総務省資料
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【図表Ⅱ－７ 契約数の推移（西日本地域）】 

 

 

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅱ－８ 増減率の推移（西日本地域）】 

 

出所：総務省資料
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１－１－２ 売上高 

固定系ブロードバンド市場全体（FTTH、ADSL、CATV インターネット）にお

ける売上高については、図表Ⅱ－９のとおり、2010 年度において 1 兆 4,747

億円となっており、サービス別では FTTH が全体の 65.2%を占めている。 

 

【図表Ⅱ－９ 売上高（FTTH、ADSL、CATV インターネット）】 

  
。 

出所：各回線の主要事業者の公表資料等及び総務省資料を基に（株）三菱総合研究所推計 
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１－２ 事業者別シェア及び市場集中度 

（１） 固定系ブロードバンド市場（FTTH、ADSL、CATV インターネット）の契

約数の事業者別シェアを見ると、2011 年度末時点で、NTT 東西のシェア

は、54.0%（対前年度末比 1.5 ポイント増）となっており、J:COM グルー

プ 8.5%(同 0.2 ポイント増)、ソフトバンクグループ47.5%（同 1.8 ポイン

ト減）、KDDI6.1%（同 0.9 ポイント増）、電力系事業者 5.8%（同 0.3 ポイ

ント増）が続いている。 

（２） また、東日本地域と西日本地域別の事業者別シェアを見ると、東日本

地域では NTT 東日本が 58.0%（対前年度末比 1.8 ポイント増）、西日本地

域では NTT 西日本が 49.9%（同 1.3 ポイント増）を占めている。 

その他の事業者について見ると、地域別の特徴として、東日本地域で

は KDDI のシェアが大きく、西日本地域では電力系事業者のシェアが大き

い状況となっている（東日本地域では KDDI7.1%(同 0.9 ポイント増)、電

力系事業者 0.7%(同増減なし)であるのに対し、西日本地域では

KDDI5.0%(同 0.9ポイント増)、電力系事業者11.3%(同 0.6ポイント増)）。 

（３） 市場集中度（HHI）については、全国では 3,152 となっている（対前年

度末比 144 増）。また、東日本地域と西日本地域別では、各々3,590(同 170

増)、2,771(同 111 増)となっており、東日本において高い傾向にある。 

 

【図表Ⅱ－10 事業者別シェア及び市場集中度（HHI）の推移】 

  

出所：総務省資料

                                                  
4 本章においては、ソフトバンク BB 及びソフトバンクテレコムをいう。 
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【図表Ⅱ－11 事業者別シェア及び市場集中度（HHI）の推移（東日本地域）】 

 
（注）HHI については、簡易に算出した試算値。 

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅱ－12 事業者別シェア及び市場集中度（HHI）の推移（西日本地域）】 

 

（注）HHI については、簡易に算出した試算値。 

出所：総務省資料 
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１－３ 料金 

 

（１） FTTH 

FTTH の料金体系は、 

① マンション向け（マンション規模別）／戸建て＋ビジネス向け 

② 配線方式（光配線方式、VDSL 方式、LAN 配線方式） 

③ 通信速度 

の組合せに応じた基本的なプランが設定されており、定額制がほとんど

を占め（従量制は NTT 東西及びケイ・オプティコムに存在する）、戸建て

＋ビジネス向けでは概ね 2,800 円程度～8,400 円程度、集合住宅向けでは

概ね 2,500 円程度～7,800 円程度となっている（月額料金（モデム代、屋

内配線利用料等を除く））。 

なお、NTT 東西だけが回線使用料のみのプランを設定しているのに対し、

その他の事業者は ISP 料金込みの料金として設定しているという違いが

ある。 

また、割引プランとしては、長期継続利用割引（２年間等）、電話やテ

レビとのセット割引、スマートフォンのデータ通信との組み合わせによ

る割引等が提供されているほか、キャンペーンとして、新規加入の特典

（工事費無料）、キャンペーン期間中に契約した場合における公衆無線

LAN の無料サービス（一定期間等）、量販店や他業種との連携によるクー

ポンの配布や各種チケットの提供等が行われている。 

 

（２） ADSL 

ADSL の料金体系は、 

① 電話共用型、ADSL 専用型 

② 通信速度 

の組合せに応じた基本的なプランが設定されており、ほぼ全て定額制と

なっており、概ね 1,600 円程度～5,000 円程度となっている（月額料金（モ

デム代を含む））。 

また、割引プランとしては、長期継続利用割引（１年間又は２年間）、

マイライン契約とのセット割引、スマートフォンのデータ通信との組み

合わせによる割引等が設定されているほか、キャンペーンとして、新規

加入の特典（一定期間月額料金無料）、キャンペーン期間中に契約した場

合におけるキャッシュバックや他業種との連携による特典サービス（引

っ越し代割引）等が行われている。 
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（３） CATV インターネット 

CATV インターネットの料金体系は、 

① テレビ（チャンネル数別）又は電話サービスとのセット 

② 通信速度 

の組合せに応じた基本的なプランが設定されているが、実際にはテレビ

又は電話サービスとのセット契約によりインターネット料金が一定額割

引かれる形態（継続利用割引と併せて）で提供されており、概ね 6,300

円程度～12,000 円程度となっている。 
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第２項 評価に当たっての勘案要素の分析 

２－１ 固定系と移動系の連携サービスの動向 

 

（１） 現在、スマートフォン等の普及に伴い、移動通信トラフィックの固定

通信網へのオフロードの取組も移動系通信事業者により進められている

ところであるが、移動系通信事業者の一部（注）では、自社グループ内

事業者又は CATV 事業者等の固定系ブロードバンドサービスと組み合わせ、

固定系と移動系の連携サービスを展開し始めている。 

（注）主要事業者のうち、NTT ドコモ以外の KDDI 及びソフトバンクグループがスマ

ートフォン向けに移動系と固定系の連携サービスを提供し始めている（スマー

トフォンの料金を割引）。 

（２） これらのサービスは提供が開始されたばかりであるが、移動系通信市

場と固定系通信市場にまたがるサービスであることから、今後、将来的

な市場の画定の在り方も視野に入れつつ、同サービスの固定系通信市場

に与える影響について注視していくことが必要である。 

 

【図表Ⅱ－13 スマートフォンの月額料金の割引】 

 

（参考）上記以外の固定系・移動系の連携事例は以下のとおり。 

NTT 東西：日本通信等の移動系通信事業者と提携し、フレッツ光モバイルパック（NTT 東西が提供するフレッツ光に、

日本通信等が提供する ISP とモバイルサービスをセットにしたもの）を提供。 

ケイ・オプティコム：イー・アクセスの MVNO として、eo モバイル 3G 光ハイブリッド（イー・モバイル回線を用いた

モバイル Wi-Fi ルータ）を提供。 

出所：各社 HP を基に総務省作成 
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２－２ 事業者グループの状況 

 

近年、固定系ブロードバンド市場を巡っては、事業者においては収益力拡大

の観点からグループ間のみならず、医療・高齢者支援、教育、コンテンツ、EC

等、他業種との連携サービスが提供され始めており、今後、このような連携サ

ービスが固定系ブロードバンド市場に与える影響についても注視していくこと

が必要である。 

 

 

【図表Ⅱ－14 事業者グループの状況（主なもの）】 

 
出所：各社 HP 等を基に総務省作成 
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【図表Ⅱ－15 主要３事業者の他業種との連携状況】 

  

 

 

出所：HP 等を基に総務省作成 
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第３項 競争状況の評価 

 

（市場動向全般） 

１．固定系ブロードバンド市場（FTTH、ADSL、CATV インターネット）の総契約数は、

2011 年度末時点で 3,492 万（対前年度末比 2.4%増）となっており、引き続き増加

している（地域別に見ても、東日本地域が 1,808 万（同 2.4%増）、西日本地域が 1,683

万（同 2.4%増）となっており、全国と同様の傾向）。 

  サービス別の契約数の推移を見ると、メタルから光ファイバへのマイグレーショ

ンの進展が予想される中、ADSL が引き続き減少、CATV インターネットはほぼ横ば

いとなっており、FTTH の契約数が増加している。なお、FTTH 契約数の増加率自体

は近年鈍化傾向にある。 

  同市場全体における売上高は、2010 年度において１兆 4,747 億円となっており、

このうち、FTTH が全体の 65.2%を占めている。 

 

（事業者別の動向） 

２．事業者別の契約数のシェアを見ると、NTT 東西のシェアは 54.0%（対前年度末比

1.5 ポイント増）と増加傾向にあり、依然として過半数を占めているほか、J:COM

グループ 8.5%（同 0.2 ポイント増）、KDDI6.1%（同 0.9 ポイント増）、電力系事業者

が 5.8%（同 0.3 ポイント増）増加傾向にある一方、ADSL 契約数が多いソフトバン

クグループ 7.5%（同 1.8 ポイント減）と減少傾向となっている。 

地域別に見ると、 

 ① 東日本地域では、NTT 東日本が 58.0%（対前年度末比 1.8 ポイント増）、J:COM

グループが 9.4%（同 0.3 ポイント増）、KDDI が 7.1%（同 0.9 ポイント増）と増

加傾向にある一方、ソフトバンクグループが 7.3%（同 1.8 ポイント減）、イー・

アクセス 5.6%が（同 1.4 ポイント減）と減少傾向となっている。 

 ② 西日本地域では、NTT 西日本 49.9%（対前年度末比 1.3 ポイント増）、電力系

事業者 11.3%（同 0.6 ポイント増）J:COM グループ 7.6%（同 0.1 ポイント増）、

KDDI5.0%（同 0.9 ポイント増）と増加傾向にある一方、ソフトバンクグループ

が 7.7%（同 1.7 ポイント減）、イー・アクセスが 3.4%（同 1.0 ポイント減）と

減少傾向となっている。 

なお、市場集中度（HHI）は、全国、東日本地域、西日本地域において各々3,152

（対前年度末比 144 増）、3,590（同 170 増）、2,771（同 111 増）となっており、東

日本地域が西日本地域と比較して高い状況にある。 

 

（固定系と移動系の連携サービス等の動向） 

３．近年のスマートフォン等の普及に伴い、固定系と移動系の連携サービスが登場し

てきており、主要事業者のうち、KDDI グループ（資本関係のある CATV 事業者等と

連携）やソフトバンクグループがスマートフォン向けに固定系ブロードバンドサー
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ビスとの組合せによる割引サービスを提供し始めている。 

  また、固定系ブロードバンドサービス市場を巡っては、事業者においては収益力

拡大の観点からグループ間のみならず、医療・高齢者支援、教育、コンテンツ、EC

等、他業種との連携サービスが提供され始めている。 

 

（評価） 

４．上記のような状況を勘案し、固定系ブロードバンド市場における市場支配力に関

しては、事業者別シェアの状況、市場集中度、同市場の中心的なサービスが FTTH

であり、メタルから光ファイバへのマイグレーションの進展が予想される中、固定

電話市場からのレバレッジの懸念があること等を踏まえれば、東日本地域では NTT

東日本が、西日本地域では NTT 西日本が各々単独で市場支配力を行使し得る地位に

あると考えられる。 

  しかしながら、第一種指定電気通信設備に係る規制措置が講じられている中、 

・ FTTH の契約数の増加率が鈍化傾向にあり、 

 ・ NTT 東西以外の事業者による固定系と移動系の連携サービスの開始など、新た

なサービス競争が行われ始めていること 

 等も踏まえれば、NTT 東西が実際に市場支配力を行使する可能性は低い。 

  なお、事業者別シェアの数値のみを見れば、NTT 東西と他のシェア上位の事業者

が協調して市場支配力を行使し得る地位にあるが、固定系ブロードバンド市場にお

ける競争状況を勘案すれば、実際に協調して市場支配力を行使する可能性は低い。 

 

（今後の留意事項） 

５．固定系ブロードバンド市場の分析・評価に当たっては、メタルから光ファイバへ

のマイグレーションの進展が予想される中、固定電話からのレバレッジの懸念があ

る一方、近年、固定系と移動系の連携サービスや他業種との業務提携等、同市場を

取り巻く環境は大きく変化してきていることから、将来的な市場の画定の在り方も

視野に入れつつ、その動向を注視していくことが必要である。 

なお、分析に当たっては、0ABJ-IP 電話の NTT 東西のシェアは 2011 年度末時点で

65.5%（対前年度末比 1.2 ポイント減）と減少傾向であること（第３章参照）や、

近年のスマートフォン等の普及に伴い、固定系ブロードバンドサービスを契約しな

い単身世帯等も増加していることも考慮する必要がある。 
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＜参考データ（ADSL）＞ 

 

【図表Ⅱ－16 ADSL 市場における契約数の推移】 

 
（注） 2005 年６月末の地域別の契約回線数については、当時の電気通信事業報告規則において都道府県別データを四半期ご

とに求めておらず、３月末と９月末の年２回の報告のみであったため、集計を行っておらず未算出。 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－17 売上高（ADSL）】 

 

出所:主要事業者の公表資料等及び総務省資料を基に（株）三菱総合研究所推計 

 

 

【図表Ⅱ－18 ADSL 市場における契約数の事業者別シェアの推移】 

 

（注）イー・アクセスは 2009 年 6 月にアッカ・ネットワークスを吸収合併 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－19 ADSL 市場における上位３社シェアの推移】 

 

 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－20 ADSL 市場における契約数の事業者別シェアの推移（東日本地域／西

日本地域）】 

 
出所：総務省資料 

 

【図表Ⅱ－21 ADSL 市場における契約数の HHI の推移】 

 

 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－22 ADSL の主な料金プラン（電話共用型、通信速度の最も速いコース）】 

 
出所：各社 HP を基に総務省作成 

 

【図表Ⅱ－23 ADSL の主な料金プラン（電話共用型、料金の最も安いコース）】 

  

出所：各社 HP を基に総務省作成 

 

  

（2012年4月現在）

基本料 プロバイダ料

NTT東日本 フレッツ・ADSLモアⅢ 47.0Mbps 2,800.0円 2,800.0円 － 540.0円

NTT西日本 モアスペシャル 47.0Mbps 2,980.0円 2,980.0円 － 490.0円

Yahoo!BB ADSL通常タイプ
50M Revo（NTT東日本ｴﾘｱ）

50.0Mbps 2,779.0円 1,489.5円 1289.5円 1289.5円

Yahoo!BB ADSL通常タイプ
50M Revo（NTT西日本ｴﾘｱ）

50.0Mbps 2,779.0円 1,489.5円 1289.5円 1289.5円

50Mコース東日本 50.0Mbps 2,880.0円 2,880.0円 基本料に含む 0円 プロバイダが＠niftyの場合。

50Mコース西日本 50.0Mbps 2,880.0円 2,880.0円 基本料に含む 0円 プロバイダが＠niftyの場合。

プレミアム４７
ADSLパワーラインのみ（多機能モデムま
たはIP電話対応モデム）

47.0Mbps 3,480.0円 3,480.0円 基本料に含む 780.0円

トリオモデムセット50(e)
ADSLプラン：東日本

50.0Mbps 3,609.5円 3,609.5円 基本料に含む 基本料に含む イー・アクセスのADSL回線を利用。

トリオモデムセット50(e)
ADSLプラン：西日本

50.0Mbps 3,609.5円 3,609.5円 基本料に含む 基本料に含む イー・アクセスのADSL回線を利用。

ＴＯＫＡＩコミュニ
ケーションズ
（＠TCOM）

通信速度

ソフトバンクBB

イー・アクセス

事業者 コース名
月額料金
（税別）

備考モデムレンタル料

（2012年4月現在）

基本料 プロバイダ料

NTT東日本 エントリー 1.0Mbps 1,600.0円 1,600.0円 － 490.0円

NTT西日本 1.5Mプラン 1.5Mbps 2,700.0円 2,700.0円 － 490.0円

Yahoo!BB ADSL通常タイプ
8M（NTT東日本ｴﾘｱ）

8.0Mbps 2,279.0円 989.5円 1289.5円 689.5円

Yahoo!BB ADSL通常タイプ
8M（NTT西日本ｴﾘｱ）

8.0Mbps 2,279.0円 989.5円 1289.5円 689.5円

12Mコース東日本 12.0Mbps 1,880.0円 1,880.0円 基本料に含む 0円 プロバイダが＠niftyの場合。

12Mコース西日本 12.0Mbps 1,880.0円 1,880.0円 基本料に含む 0円 プロバイダが＠niftyの場合。

ファミリーライト
ADSLパワーラインのみ（多機能モデムま
たはIP電話対応モデム）

0.5Mbps 1,697.1円 1,697.1円 基本料に含む 780.0円

ファミリープランライト（T)
ADSLプラン：東日本

0.6Mbps 1,800.0円 1,800.0円 基本料に含む 基本料に含む イー・アクセスのADSL回線を利用。

ファミリープランライト（T)
ADSLプラン：西日本

0.6Mbps 1,800.0円 1,800.0円 基本料に含む 基本料に含む イー・アクセスのADSL回線を利用。

ＴＯＫＡＩコミュニ
ケーションズ
（＠TCOM）

備考

ソフトバンクBB

事業者 コース名 通信速度
月額料金
（税別）

モデムレンタル料

イー・アクセス
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【図表Ⅱ－24 ADSL の主な料金プラン（ADSL 専用型、通信速度の最も速いコース）】 

 
出所：各社 HP を基に総務省作成 

 

【図表Ⅱ－25 ADSL の主な料金プラン（ADSL 専用型、料金の最も安いコース）】 

 

出所：各社 HP を基に総務省作成 

 

  

（2012年4月現在）

基本料 プロバイダ料

NTT東日本 フレッツ・ADSLモアⅢ 47.0Mbps 5,050.0円 5,050.0円 － 490.0円

NTT西日本 モアスペシャル 47.0Mbps 4,950.0円 4,950.0円 － 440.0円

Yahoo!BB ADSL通常タイプ
50M Revo（NTT東日本ｴﾘｱ）

50.0Mbps 2,779.0円 1,489.5円 1289.5円 1289.5円

Yahoo!BB ADSL通常タイプ
50M Revo（NTT西日本ｴﾘｱ）

50.0Mbps 2,779.0円 1,489.5円 1289.5円 1289.5円

50Mコース東日本 50.0Mbps 2,880.0円 2,880.0円 基本料に含む 0円 プロバイダが＠niftyの場合。

50Mコース西日本 50.0Mbps 2,880.0円 2,880.0円 基本料に含む 0円 プロバイダが＠niftyの場合。

プレミアム４７
ADSLパワーラインのみ(ADSLモデム）

47.0Mbps 3,480.0円 3,480.0円 基本料に含む 500.0円

トリオモデムセット50(e)
ADSLプラン：東日本

50.0Mbps 3,609.5円 3,609.5円 基本料に含む 基本料に含む
イー・アクセスのADSL回線を利用。

トリオモデムセット50(e)
ADSLプラン：西日本

50.0Mbps 3,609.5円 3,609.5円 基本料に含む 基本料に含む イー・アクセスのADSL回線を利用。

ＴＯＫＡＩコミュニ
ケーションズ
（＠TCOM）

ソフトバンクBB

イー・アクセス

備考モデムレンタル料事業者 コース名 通信速度
月額料金
（税別）

（2012年4月現在）

基本料 プロバイダ料

NTT東日本 エントリー 1.0Mbps 2,950.0円 2,950.0円 － 440.0円

NTT西日本 1.5Mプラン 1.5Mbps 4,550.0円 4,550.0円 － 440.0円

Yahoo!BB ADSL通常タイプ
8M（NTT東日本ｴﾘｱ）

8.0Mbps 2,279.0円 989.5円 1289.5円 689.5円

Yahoo!BB ADSL通常タイプ
8M（NTT西日本ｴﾘｱ）

8.0Mbps 2,279.0円 989.5円 1289.5円 689.5円

12Mコース東日本 12.0Mbps 1,880.0円 1,880.0円 基本料に含む 0円 プロバイダが＠niftyの場合。

12Mコース西日本 12.0Mbps 1,880.0円 1,880.0円 基本料に含む 0円 プロバイダが＠niftyの場合。

ファミリーライト
ADSLパワーラインのみ(ADSLモデム）

0.5Mbps 1,697.1円 1,697.1円 基本料に含む 500.0円

ファミリープランライト（T)
ADSLプラン：東日本

0.6Mbps 3,045.7円 3,045.7円 基本料に含む 基本料に含む イー・アクセスのADSL回線を利用。

ファミリープランライト（T)
ADSLプラン：西日本

0.6Mbps 3,045.7円 3,045.7円 基本料に含む 基本料に含む イー・アクセスのADSL回線を利用。

ＴＯＫＡＩコミュニ
ケーションズ
（＠TCOM）

ソフトバンクBB

イー・アクセス

備考事業者 コース名 通信速度
月額料金
（税別）

モデムレンタル料
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＜参考データ（CATV インターネット）＞ 

 

【図表Ⅱ－26 CATV インターネット市場における契約数5の推移】 

  

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅱ－27 売上高（CATV インターネット）】 

 
 

出所：主要事業者の公表資料等及び総務省資料を基に（株）三菱総合研究所推計

                                                  
5 2010年３月末のCATVインターネット市場における契約数及びその増加率が大きく変動している

が、CATV インターネットの契約数に関し、一部の事業者から集計方法の変更が報告されたことに

よるものである。 
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【図表Ⅱ－28 事業者別シェアの推移】 

  

（注）複数の地域の有線テレビジョン放送事業者を統一ブランド等により、所有・運営する統括運営会社を「MSO（Multiple System 

Operator）：多施設保有者」として一つのグループにまとめている。 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－29 上位３社シェア及び HHI の推移】 

  

（注）複数の地域の有線テレビジョン放送事業者を統一ブランド等により、所有・運営する統括運営会社を「MSO（Multiple System 

Operator）：多施設保有者」として一つのグループにまとめ、上位３社シェア及び HHI を算出している。 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－30 CATV インターネットの主な料金プラン】 

 

出所：各社 HP を基に総務省作成 

  

（2012年４月末現在）

事業者 コース名※
ネット接続速度

（下り最大）
月額料金

(税抜）
モデムレンタル料

(税抜）
契約条件等

J:COMグループ J:COM NET ウルトラ160Mコース 160M 6,000円 月額料金に含む

JCNグループ スピードスター160 160M 5,800円 月額料金に含む

イッツ・コミュニケーションズ かっとびメガ160 160M 5,300円 700円/月

TOKAIケーブルネットワーク スーパー30Mコース 30M 4,980円 月額料金に含む

ひまわりネットワーク プレミアムプラン160M 160Ｍ 5,000円 500円/月

中部ケーブルネットワーク 120Mコース 120M 5,238円 月額料金に含む
北勢局・豊川局・養老局・本巣局では581円引
き

近鉄ケーブルネットワーク Kブロード160とく割 160M 4,100円 月額料金に含む

2年間の継続契約が条件。途中解約などの場
合、契約解除料として残余期間の利用料金相
当額を支払う必要。（1年間の継続利用が条件
の「Kブロード160」は月額料金4，600円）

キャッチネットワーク 光ハイブリッド270Mコース 270M 5,600円 月額料金に含む
最低利用期間3ヶ月を経過していない場合、3ヶ
月の利用料金の不足分を請求。

ＺＴＶ Z-LAN 160Mコース 160Ｍ 4,800円 月額料金に含む

ベイ・コミュニケーション Baycom NET160 160M 4,838円 400円/月

福井ケーブルテレビ ハイパー120コース 120M 4,550円 月額料金に含む 2012年4月1日料金

山口ケーブルビジョン 120Mサービス 120M 5,000円 月額料金に含む 基本利用料3,000円＋増速オプション2,000円

愛媛CATV 光ハイブリッド120 120M 5,400円 月額料金に含む 一般エリア（東温市を除く）

大分ケーブルテレコム ハイパー160プラン 160M 5,000円 月額料金に含む

沖縄ケーブルネットワーク プラチナ120 120M 4,500円 月額料金に含む

※接続速度の最も速いコース
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【図表Ⅱ－31 テレビ又は電話サービスとのセット料金の例】 

 

 

出所：各社 HP を基に総務省作成 

  

J:COM （2012年４月末現在）

インターネット 電話 テレビ 通常料金 セット料金 割引額

160Ｍ × × 6,300円 － －

160Ｍ ○ × 7,697円     7,350円 347円

58ch 10,689円     9,765円 924円

71ch 11,529円    10,605円 924円

58ch 12,086円 　 10,500円 1,586円

71ch 12,926円 　　6,000円（※） 6,926円

JCN （2012年４月末現在）

インターネット 電話 テレビ 通常料金 セット料金 割引額

160Ｍ × × 　5,800円 － －

160Ｍ ○ × 　7,130円     7,000円 130円

51ch 　9,600円     9,100円 500円

70ch+HD 11,100円    10,100円 1,000円

51ch 11,630円    10,100円 1,530円

70ch+HD 12,430円 　　9,000円（※） 2,930円
160Ｍ ○

160Ｍ ×

160Ｍ ○

160Ｍ ×



33 
 

＜参考＞利用者アンケート 

【参考１】 

 

 

【参考２】 
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【参考３】 

 

 

【参考４】 
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【参考５ インターネット接続サービスの 1ヶ月当たりの利用料（基本料金を含む総

支払額）（回答者全体）】 

 

 

【参考６ インターネット接続サービスの 1ヶ月当たりの利用料（基本料金を含む総

支払額）（FTTH 利用者）】 
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【参考７ インターネット接続サービスの 1ヶ月当たりの利用料（基本料金を含む総

支払額）（ADSL 利用者）】 

 

 

【参考８ インターネット接続サービスの 1ヶ月当たりの利用料（基本料金を含む総

支払額）（CATV 利用者）】 

 

 

  

76
(17.19%)
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37 
 

第３節 FTTH 市場の分析及び競争状況の評価 

 

 

１．FTTH 市場における市場支配力に関しては、 

 ① 東日本地域では、NTT 東日本（シェア 80.5%）が依然として単独で市場支配力

を行使し得る地位にあると考えられるが、第一種指定電気通信設備に係る規制措

置が講じられている中、 

・ 契約数の増加率が鈍化しつつあり、 

・ 都道府県別の分析結果（NTT 東日本による光ファイバの貸出状況、料金水準） 

の他、 

・ NTT 東西以外の事業者による固定系と移動系の連携サービスの開始など、新

たなサービス競争が行われ始めていること 

等も踏まえれば、実際に市場支配力を行使する可能性は低い。 

② 西日本地域では、NTT 西日本（シェア 67.4%）が単独で市場支配力を行使し得

る地位は NTT 東日本と比較して低下していると考えられるが、第一種指定電気通

信設備に係る規制措置が講じられている中、東日本地域と同様、 

・ 都道府県別の分析結果（設備競争の状況、料金水準）や 

・ サービス競争状況 

も踏まえれば、実際に市場支配力を行使する可能性は低い。 

 ③ なお、事業者別シェアの数値のみを見れば、NTT 東西を含むシェア上位の複数

事業者が協調して市場支配力を行使し得る地位にあるが、FTTH 市場における競争

状況を勘案すれば、実際に協調して市場支配力を行使する可能性は低い。 

２．今後の留意事項として、 

今後も固定系ブロードバンドの中心的な存在となる FTTH 市場については、売上

高の推移やビジネスモデルの変化など、様々な観点から幅広く情報を収集し、その

分析結果も勘案しながら評価を行っていくことが必要である。 

その際、固定系と移動系の連携サービスの状況を含め、近年、変化が著しい移動

系データ通信が同市場に影響を与える可能性もあることから、将来的な市場の画定

の在り方についても視野に入れつつ、その動向を注視していくことが必要である。 

なお、分析に当たっては、0ABJ-IP 電話の NTT 東西のシェアは 2011 年度末時点で

65.5%（対前年度末比 1.2 ポイント減）と減少傾向であることや、近年のスマート

フォン等の普及に伴い、固定系ブロードバンドサービスを契約しない単身世帯等も

増加していることも考慮する必要がある。 

 

 

評価（抜粋） 
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１．本節では、「FTTH 市場」について重点的な分析・評価を行う。 

２．具体的には、評価のための指標として、以下のとおり、従来の基本データ

に加え、近年の FTTH 市場の動向を踏まえ、評価に当たって勘案すべき要素に

ついて分析を行い、評価を行うこととする。 

（１） 基本データとして、 

① 市場の規模（契約数、売上高） 

② 事業者別シェア及び市場集中度 

③ 料金 

 

  （２） また、評価に当たっての勘案要素として 

① 設備競争の状況 

② 事業者間取引の状況 

③ 固定系と移動系の連携サービスの動向 

④ ISP とのセット販売 

⑤ 事業者グループの状況 

について、事業者アンケートや利用者アンケート等の結果も踏まえつつ分析

を行う。 

これらの分析結果に基づき、FTTH 市場に関し、以下の点について競争状況

の評価を行う。 

（１） 単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

（２） 上記市場支配力の存在が認められる場合には、その行使の有無 

（３） 今後の留意事項 
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第１項 基本データの分析 

１－１ 市場の規模 

１－１－１ 契約数の推移 

（１） FTTH 市場における契約数は、2011 年度末時点で 2,230.3 万（対前年

度末比 10.3%増）と年々増加傾向にあり、東日本地域と西日本地域に分

けて見た場合においても、各々1,161.0 万（同 10.0%増）、1,069.4 万（同

10.7%増）と同様の状況となっている。 

（２） 次に、「戸建て＋ビジネス向け市場」及び「集合住宅市場」について

契約数の状況を見ると、契約数は各々、1,364.7 万（対前年度末比 12.1%

増）865.6 万（同 7.6%増）となっており、また、FTTH 全体の契約数に占

める割合はそれぞれ 61.2%、38.8%となっている。 

（３） しかしながら、各契約数の増加率自体は、全国、東日本地域、西日

本地域、「戸建て＋ビジネス向け市場」及び「集合住宅向け市場」のい

ずれにおいても近年鈍化しつつある。 

 

【図表Ⅱ－32 契約数の推移】 

 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－33 契約数の推移（東日本地域）】 

 

出所：総務省資料 

 

 

【図表Ⅱ－34 契約数の推移（西日本地域）】 

 

出所：総務省資料
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１－１－２ 売上高 

FTTH 市場における売上高については、2010 年度において 9,611 億円とな

っており、このうち NTT 東西が全体の 74.5%を占めている。 

 

【図表Ⅱ－35 売上高（FTTH）】 

  
 

 

出所：主要事業者の公表資料等及び総務省資料を基に（株）三菱総合研究所推計 

  

NTT東日本
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１－２ 事業者別シェア及び市場集中度 

（１） FTTH 市場における契約数の事業者別シェアを見ると、2011 年度末時点

で NTT 東西のシェアは 74.2%6、電力系事業者は 9.0%、KDDI は 9.5%となっ

ており、前年度末と比較し、NTT 東西及び電力系事業者が各々0.3 ポイン

ト減、0.2 ポイント減となる一方、KDDI は 0.7 ポイント増となっている。 

東日本地域と西日本地域別に見ると、 

① 東日本地域では、シェア１位の NTT 東日本が 80.5%（対前年度末比

0.1 ポイント減）と引き続き減少している一方、シェア２位の KDDI が

11.0%（同 0.6 ポイント増）と増加している。 

② 西日本地域でも、シェア１位の NTT 西日本が 67.4%（対前年度末比

0.3 ポイント減）と引き続き減少しており、シェア２位の電力系事業者

も 17.6%（同 0.4 ポイント減）と減少となる中、３位の KDDI が 7.9%（同

0.9 ポイント増）と増加している。 

（２） 次に、都道府県別の契約数及び事業者別シェアについて見ると、 

① 東日本地域と比較し、西日本地域では FTTH 契約数における NTT 西日

本以外の事業者のシェアが高い傾向にある。 

特に、滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県（以上、近畿ブ

ロック）及び徳島県においては 40%を超えている（滋賀県及び奈良県に

ついては 50%超）。 

② また、東日本地域の北海道、宮城県、栃木県及び首都圏、西日本地

域の東海ブロック（長野県を除く）で KDDI が一定程度のシェアを有し

ているほか、西日本地域の近畿、四国、九州の各ブロックで電力系事業

者のシェアが総じて高くなっており（滋賀県では 50%超）、静岡県、奈良

県、島根県及び徳島県では CATV 事業者のシェアも高い傾向にある。 

（３） 次に、市場集中度（HHI）を見ると FTTH 市場全体の HHI は 5,691（対前

年度末比 13 減）となっており、近年減少傾向にある。また、東日本地域

と西日本地域の HHI も各々6,630（同２減）及び 4,929（同 44 減）と減少

しており、西日本地域の減少幅が東日本地域より大きい状況にある。 

（４） なお、スマートフォン等の移動系データ通信の伸びに伴い、NTT 東西の

FTTH 純増数は減少傾向となっている中（図表Ⅱ－41）、他業種との業務提

携によるサービス展開が行われているなど、回線サービス自体の収益力

が低下している点に注意が必要である。  

                                                  
6 NGN の基本サービス（フレッツ光ネクスト、フレッツ光ライト）の契約数は、2011 年度末時点

で 707 万、FTTH 契約数全体に占める割合は 31.7％となっており、2009 年度末と比較すると約 3

倍になっている。 
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【図表Ⅱ－36 事業者別シェア及び市場集中度（HHI）の推移】 

  

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅱ－37 契約数（都道府県別）】 

 

出所：総務省資料
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【図表Ⅱ－38 事業者別シェア及び市場集中度（HHI）の推移（東日本地域）】 

 
（注）HHI については、簡易に算出した試算値。 

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅱ－39 事業者別シェア及び市場集中度（HHI）の推移（西日本地域）】 

 
（注）HHI については、簡易に算出した試算値。 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－40 事業者別シェア（都道府県別）（2011 年度末）】 

 

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅱ－41 FTTH 契約数（全体及び NTT 東西）の純増数の推移】 

 

出所：総務省資料

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

秋
田
県

宮
城
県

山
形
県

福
島
県

新
潟
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

山
梨
県

長
野
県

静
岡
県

岐
阜
県

愛
知
県

三
重
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

ＮＴＴ東西 電力系事業者 ＫＤＤＩ UCOM その他

西日本地域東日本地域

87 

63 
68 

59 

77 

55 

65 

46 

71 

49 
47 

41 

66 

49  50 
47 

59 

40 

48 

33 

54 

37 
35 

25 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

09.06 09.09 09.12 10.03 10.06 10.09 10.12 11.03 11.06 11.09 11.12 12.03

純増数（ＦＴＴＨ全体） 純増数（ＮＴＴ東西）

（単位：万契約）



46 
 

【参考９ NGN 契約数及び FTTH 契約数（全体及び NTT 東西）に占める割合】 

 

（注１）フレッツ光ネクスト、フレッツ光ライト 

（注２）括弧内は、「FTTH 契約数（全体）」に占める割合 

出所：競争評価 2011 事業者アンケート
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１－３ 料金 

（１） 料金体系 

FTTH の料金体系は、 

① マンション向け（マンション規模別）／戸建て向け 

② 配線方式（光配線方式、VDSL 方式、LAN 配線方式） 

③ 通信速度 

の組合せに応じた基本的なプランが設定されており、定額制がほとんど

を占め（従量制は NTT 東西及びケイ・オプティコムに存在する）、戸建て

向けでは概ね 2,800 円程度～8,400 円程度、集合住宅向けでは概ね 2,500

円程度～7,800 円程度となっている（月額料金（モデム代、屋内配線利

用料等を除く））。 

なお、NTT 東西だけが回線使用料のみのプランを設定しているのに対

し、その他の事業者は ISP 料金込みの料金として設定しているという違

いがある。 

また、割引プランとしては、長期継続利用割引（２年間等）、電話やテ

レビとのセット割引、スマートフォンのデータ通信との組み合わせによ

る割引等が提供されているほか、キャンペーンとして、新規加入の特典

（工事費無料）、キャンペーン期間中に契約した場合における公衆無線

LAN の無料サービス（一定期間等）、量販店や他業種との連携によるクー

ポンの配布や各種チケットの提供等が行われている。 

 

（２） 料金水準 

FTTH 市場における料金水準について、光ファイバ回線と ISP サービ

スのセット料金を都道府県ごとに比較した場合、 

① 東日本地域では、NTT 東日本による光ファイバ回線の貸出数（p51

参照）が多い北海道、宮城県、首都圏、関東近辺の一部、 

② 西日本地域では、設備競争における他事業者のシェアが大きい近

畿ブロック、設備競争に加え、NTT 西日本による光ファイバ回線の

貸出数も多い愛知県、広島県、福岡県 

において割引額が大きくなっている。 
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【図表Ⅱ－42 FTTH の都道府県別料金水準（FTTH 回線＋ISP）】 

 

（注１） 価格.com で「プロバイダ比較、回線種類＝光ファイバ」で検索し、「戸建て」及び「マンション」向けに提供される

全てのサービスの平均値を算出（2012 年３月 21 日時点）。 

（注２） 価格.com は、全事業者を対象としていない（掲載手数料等を支払っている事業者のみ）。 

出所：価格.com 
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第２項 評価に当たっての勘案要素の分析 

２－１ 設備競争の状況 

（１） 全国の光ファイバ回線の総数は、2011 年度末において約 1,606 万回線

であり、このうち NTT 東西のシェアは 77.3%（対前年度末比 0.1 ポイント

増）となっている。 

（２） 地域別で見た場合、東日本地域に比べ、西日本地域は電力系事業者、

CATV 事業者等との設備競争が活発な傾向にあり、近畿ブロック、四国ブ

ロック（愛媛県を除く）及び愛知県、島根県、長崎県、大分県では NTT

西日本以外の事業者のシェアが 30%超となっている（滋賀県、兵庫県及び

奈良県 50%超）。 

（３） 設備競争が活発な西日本地域においては、光ファイバ回線の事業者別

シェアと NTT 東西の FTTH 契約数に占めるシェアを見ると、双方のシェア

に一定の相関性が見られる（図表Ⅱ－43）。 

 

【図表Ⅱ－43 光ファイバ回線の事業者別シェア(2011年度末)及び FTTH契約数に占

める NTT 東西のシェア（都道府県別）】 

 

出所：総務省資料 
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２－２ 事業者間取引の状況 

FTTH 市場に係る事業者間取引については、様々な取引があるが、FTTH 市場に

おける事業者別シェアと相互接続の状況の関係を見るために、第２編（戦略的

評価）第２章における「通信回線（アクセス回線）の相互接続」の分析結果を

見ると、以下のとおり。 

（１） 2011 年度末時点における NTT 東西による光ファイバ回線の貸出回線

（相互接続）の総数は約 72 万回線。このうち、NTT 東日本分は約 48.9

万回線、NTT 西日本分は約 22.8 万回線となっている。 

（２） NTT 東西が保有する光ファイバ回線数（未利用の回線を除く。以下同

じ）に占める貸出回線数の割合（2011 年度末時点）を見ると、当該割

合の全都道府県の平均は 5.8%となっており、平均より高い割合の都道

府県は、北海道、宮城県、新潟県、栃木県、東京都（以上、東日本地

域）、石川県、大阪府、奈良県となっている。なお、大阪府及び奈良県

を除いたこれらの地域においてはKDDIがサービス提供エリアを拡大し

ている。 

（３） また、貸出回線数の割合の伸び率（対前年度末比）が比較的大きい

のは、栃木県（4.7 ポイント増）、新潟県（4.6 ポイント増）、高知県（3.3

ポイント増）及び茨城県（3.0 ポイント増）となっており、東日本地域

における伸び率が大きい。 

（４） 都道府県ごとに FTTH 全契約数に対する NTT 東西による光ファイバ回

線貸出数の割合と、FTTH 全契約数における NTT 東西以外の事業者のシ

ェアを比較すると、 

① 東日本地域では、貸出回線数の割合と NTT 東西以外の事業者のシェ

アとの間に、一定程度の相関性が見られる一方、 

② 設備競争が活発な西日本地域では、相関性が低い傾向にある。 
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【図表Ⅱ－44 NTT東西による光ファイバの貸出回線数及び当該回線数のNTT東西の

保有光ファイバ回線数に占める割合（都道府県別）】 

 

 

出所：総務省資料 

【図表Ⅱ－45 FTTH契約数における NTT東西以外の事業者のシェア及び FTTH 契約数

に対する NTT 東西による光ファイバ回線貸出数の割合（都道府県別）】 

 

 

出所：総務省資料 
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２－３ 固定系と移動系の連携サービスの動向（再掲） 

（１） 現在、スマートフォン等の普及に伴い、移動通信トラフィックの固定

通信網へのオフロードの取組も移動系通信事業者により進められていると

ころであるが、移動系通信事業者の一部（注）では、自社グループ内の事

業者又は CATV 事業者等の固定系ブロードバンドサービスを組み合わせ、固

定系と移動系の連携サービスを展開し始めている。 

（注）具体的には、主要事業者のうち、KDDI グループ及びソフトバンクグループが

スマートフォン向けに移動系と固定系の連携サービスを提供し始めている（ス

マートフォンの料金を割引）。 

（２） これらのサービスは提供が開始されたばかりであるが、移動系通信市

場と固定系通信市場にまたがるサービスであることから、今後、将来的

な市場の画定の在り方についても視野に入れつつ、同サービスの固定系

通信市場に与える影響について注視していくことが必要である。 

 

【図表Ⅱ－46 スマートフォンの月額料金の割引】 

 

（参考）上記以外の固定系・移動系の連携事例は以下のとおり。 

NTT 東西：日本通信等の移動系通信事業者と提携し、フレッツ光モバイルパック（NTT 東西が提供するフレッツ光に、

日本通信等が提供する ISP とモバイルサービスをセットにしたもの）を提供。 

ケイ・オプティコム：イー・アクセスの MVNO として、eo モバイル 3G 光ハイブリッド（イー・モバイル回線を用いた

モバイル Wi-Fi ルータ）を提供。 

出所：各社 HP を基に総務省作成 
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２－４ ISP とのセット販売 

 

（１） 利用者がインターネットに接続するためには、一般的に通信回線（アク

セス回線）の契約（契約相手は回線事業者）とともにインターネット接続

サービスの契約（契約相手は ISP）が必要である。 

（２） このため、インターネット接続サービスを通信回線（アクセス回線）と

セットで提供する ISP 事業者も存在しており、これらの事業者により長期

契約割引、キャッシュバック、量販店等での販売では他の電気製品等の割

引などのキャンペーンによる競争が展開されている。 

このような ISP によるセット販売の例として、主なサービスについて見

ると（図表Ⅱ－47）、 

① Yahoo!BB、AOL は、NTT 東西の FTTH サービス 

② @nifty、BIGLOBE、ASAHI ネット、DTI、@TCOM、So-net 等は、NTT 東西及

び KDDI の FTTH サービス 

③ その他、au one net（KDDI）、eo 光（ケイ・オプティコム）、ピカラ（STNet）、

BBIQ（QTNet）は自らが提供する FTTH サービス 

とのセット販売が行われている。 

なお、ISPがNTT東西のFTTHサービスとセット販売を行う場合の料金は、

サービスごとに別々に分けて表示されている。一方、ISP がその他の回線

事業者のサービスとセット販売を行う場合、一つにまとめた料金のみが表

示されている。 

（３） このような ISP によるセット販売が FTTH 市場に影響を与えているかどう

か、具体的には、利用者が特定の ISP のブランドを選択する傾向が存在す

るかどうか、存在する場合には当該ブランドとセットで提供される FTTH

サービスの事業者のシェアの上昇に貢献しているのかどうかについて、利

用者アンケート結果（回答者総数 2,012）を中心に分析すると、 

① まず、現在、契約している ISP 事業者は、OCN（NTT コミュニケーション

ズ）319（15.9%）、Yahoo!BB（ヤフー／ソフトバンク BB）209（10.4%）、@nifty

（ニフティ）166（8.3%）、J:COM（ジュピターテレコム）164（8.2%）との

順（参考 10）となっている。 

② これに関連し、今後、ISP を変更したいと考えている利用者（回答者数

259）の、変更先の候補として最も有力な ISP を見ると、OCN（NTT コミュ

ニケーションズ）41（15.8%）、au one net（KDDI）35（13.5%）、Yahoo!BB

（ヤフー／ソフトバンク BB）31（12.0%）、eo 光（ケイ・オプティコム）21

（8.1%）となっており（参考 11）、現在利用している ISP のシェアと比較

し、KDDI やケイ・オプティコムといった通信回線（アクセス回線）事業者

が上位に入っている。 
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次に、現在利用している ISP を選択した理由について見ると、「月額利

用料金が安いこと」（44.4%）、「初期費用が安いこと」（30.5%）と料金面の

理由が多く、次いで「回線速度が速いこと」（17.4%）となっており、「イン

ターネット接続回線サービスと一括で申し込めること」（セット販売）は

13.8%となっている（参考 12）。 

③ また、過去、通信回線（アクセス回線）を NTT 東西の FTTH サービスに変

更した者（NTT 東西のメタルからの変更も含む、回答者数 437）が現在利用

している ISP の内訳を見ると（参考 13）、OCN が 30.9%と最も高く、次いで

@nifty（12.8%）、ぷらら（11.0%）、BIGLOBE（10.8%）の順となっている。 

（４） 以上の結果を総合すると、ISP の選択において特定のブランドに利用者

が偏っているという状況は見られず、むしろ、料金の安さや回線の品質等

が主な選択要因となっていると考えられる。 

 

【図表Ⅱ－47 ISP によるセット販売の例】 

 

出所：各社 HP を基に総務省作成 

 

【参考 10 自宅で主に利用しているインターネット接続について、契約している ISP

（プロバイダ）】 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 

  

15.85%

10.39%

8.25%

8.15%

7.01%6.16%

5.86%

36.73%

1.59%

OCN(319) Yahoo！BB(209) ＠nifty(166)
J：COM(164) ぷらら(141) So－net(124)
BIGLOBE(118) その他(739) わからない(32)

（ｎ＝２，０１２）
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【参考 11 今後、ISP（プロバイダ）の変更希望がある場合の最も有力な候補】 

 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 

 

 

【参考 12】 

 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 

  

15.83%

13.51%

11.97%

8.11%6.18%

4.25%

3.86%

36.29%

OCN(41) au one net(35) Yahoo！BB(31) eo光(21)

＠nifty(16) BIGLOBE(11) So－net(10) その他(94)

（ｎ＝２５９）
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【参考 13 過去、通信回線（アクセス回線）を NTT 東西の FTTH サービスに変更した

者が現在利用している ISP】 

 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 

 

【参考 14】 

 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 

  

30.89%

12.81%

10.98%
10.76%

6.18%

5.26%

4.81%

2.52%
15.56%

0.23%

 OCN(135) ＠nifty(56) ぷらら(48)  BIGLOBE(47)
So－net(27) ASAHIネット(23) Yahoo！BB(21)  DTI(11)
その他(68) 分からない(1)

（ｎ＝４３７）
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２－５ 事業者グループの状況（再掲） 

 

近年、固定系ブロードバンド系市場を巡っては、事業者においては収益力拡

大の観点からグループ間のみならず、医療・高齢者支援、教育、コンテンツ、

EC 等、他業種との連携サービスが提供され始めており、今後、このような連携

サービスが固定系ブロードバンド市場に与える影響についても注視していくこ

とが必要である。 

 

 

【図表Ⅱ－48 事業者グループの状況（主なもの）】 

 
出所：各社 HP 等を基に総務省作成 
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【図表Ⅱ－49 主要３事業者の他業種との連携状況】 

  

 

 

出所： HP 等を基に総務省作成
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第３項 競争状況の評価 

 

（市場動向全般） 

１．FTTH 市場における契約数の動向を見ると、メタルから光ファイバへのマイグレー

ションの進展が予想される中、2011 年度末時点で 2,230 万（対前年度末比 10.3%

増）となっており、年々漸増傾向にあり、東日本地域と西日本地域に分けて見ても、

各々1,161 万（同 10.0%増）、1,069 万（同 10.7%増）と同様の状況になっている。 

しかしながら、近年、無線のブロードバンド化によりスマートフォン等の移動系

データ通信の伸びに伴い、契約数の増加率自体は全国、地域別のいずれにおいても

鈍化しつつある。 

 

（事業者別の動向） 

２．事業者別の契約数のシェアを見ると、2011 年度末時点で、NTT 東西 74.2%（対前

年度末比 0.3 ポイント減）、KDDI9.5%（同 0.7 ポイント増）、電力系事業者 9.0%（同

0.2 ポイント減）となっており、依然として NTT 東西のシェアが高い状況にある。 

（１）地域別に見ると、 

① 東日本地域では、NTT 東日本のシェアが 80.5%（対前年度末比 0.1 ポイン

ト減）と引き続き減少しているものの、依然として高い状況にあるほか、２

位の KDDI が 11.0%（同 0.6 ポイント増）と増加している。 

② 西日本地域では、NTT 西日本のシェアが 67.4%（同 0.3 ポイント減）と東

日本地域の NTT 東日本のシェアと比較して低い状況にあり、これに電力系事

業者 17.6%（同 0.4 ポイント減）、KDDI7.9%（同 0.9 ポイント増）が続いて

いる。 

（２）さらに、都道府県別の事業者別シェアについて分析すると、 

① 東日本地域については、北海道、宮城県、栃木県及び首都圏、西日本地域

の東海ブロック（長野県を除く）において KDDI が一定程度のシェアを有し

ている。 

② 西日本地域については、特に、滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山

県（以上、近畿ブロック）及び徳島県においては NTT 西日本以外の事業者が

40%を超えているほか（滋賀県及び奈良県は 50%超）、近畿、四国、九州の各

ブロックで電力系事業者のシェアが総じて高く（滋賀県は 50%超）、静岡県、

奈良県、島根県及び徳島県では CATV 事業者のシェアも高い傾向にある。 

３．市場集中度（HHI）を見ると FTTH 市場全体の HHI は 5,691（対前年度末比 13 減）

となっており、近年減少傾向にある。また、東日本地域と西日本地域の HHI も各々

6,630（対前年度末比２減）及び 4,929（同 44 減）と減少しており、西日本地域の

減少幅が東日本地域より大きい状況にある。 
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（料金水準） 

４．料金水準について、光ファイバ回線と ISP サービスのセット料金を都道府県ごと

に分析すると、 

① 東日本地域では、NTT 東日本による光ファイバ回線の貸出数（p51 参照）が

多い北海道、宮城県、首都圏、関東近辺の一部、 

② 西日本地域では、設備競争において NTT 西日本以外の事業者のシェアが大き

い近畿ブロック、また、設備競争に加え、NTT 西日本による光ファイバ回線の

貸出数も多い愛知県、広島県、福岡県 

において割引額が大きくなっている。 

 

（設備競争及び事業者間取引（相互接続）の状況） 

５．全国の光ファイバ回線（2011 年度末時点で約 1,606 万回線）に占める NTT 東西の

シェアは 77.3%（対前年度末比 0.1 ポイント増）となっているが、 

① 東日本地域と比較し、西日本地域は電力系事業者、CATV 事業者等との設備競

争が活発な傾向にあり（注）、 

（注）近畿ブロック、四国ブロック（愛媛県を除く）及び愛知県、島根県、長崎県、大

分県では NTT 西日本以外の事業者のシェアが 30%超（滋賀県、兵庫県及び奈良県 50%

超）。 

② また、設備競争が活発な西日本地域において、光ファイバ回線の事業者別シ

ェアと NTT 東西の FTTH 契約数に占めるシェアを見ると、双方のシェアに一定

の相関性が見られた。 

６．また、2011 年度末時点の NTT 東西による光ファイバ回線の貸出回線（相互接続）

の総数は約 72 万回線となっている（NTT 東日本は約 48.9 万回線、NTT 西日本は

約 22.8 万回線）。 

① NTT 東西が保有する光ファイバ回線数に占める貸出回線数の割合（2011 年度

末時点）を見ると、全都道府県平均は 5.8%となっており、北海道、宮城県、新

潟県、栃木県、東京都（以上、東日本地域）、石川県、大阪府、奈良県におい

て平均より高い割合となっている。 

また、貸出回線数の割合の伸び率（対前年度末比）が比較的大きいのは、栃

木県（4.7 ポイント増）、新潟県（4.6 ポイント増）、高知県（3.3 ポイント増）

及び茨城県（3.0 ポイント増）であり、特に、東日本地域における伸び率が大

きい。 

② FTTH 市場における事業者別シェアと相互接続の状況の関係を見るために、

FTTH 全契約数に対する NTT 東西による光ファイバ回線貸出数の割合と、FTTH

全契約数における NTT 東西以外の事業者のシェアを比較すると、東日本地域で

は、貸出回線数の割合と NTT 東西以外の事業者のシェアとの間に、一定程度の

相関性が見られる一方、設備競争が活発な西日本地域では、相関性が低い傾向

にある。 
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（固定系と移動系の連携サービス等の動向） 

７．近年のスマートフォン等の普及に伴い、固定系と移動系の連携サービスが登場し

てきており、主要事業者のうち、KDDI グループ（資本関係のある CATV 事業者等と

連携）やソフトバンクグループがスマートフォン向けに固定系ブロードバンドサー

ビスとの組合せによる割引を提供し始めている。 

また、近年、固定系ブロードバンド市場を巡っては、事業者においては収益力拡

大の観点からグループ間のみならず、医療・高齢者支援、教育、コンテンツ、EC 等、

他業種との業務提携等が行われ始めている。 

 

（評価） 

８．上記のような状況を勘案し、FTTH 市場における市場支配力に関しては、 

① 東日本地域では、NTT 東日本（シェア 80.5%）が依然として単独で市場支配

力を行使し得る地位にあると考えられるが、第一種指定電気通信設備に係る規

制措置が講じられている中、 

・ 契約数の増加率が鈍化しつつあり、 

・ 都道府県別の分析結果（NTT 東日本による光ファイバの貸出状況、料金水

準）の他、 

・ NTT 東西以外の事業者による固定系と移動系の連携サービスの開始など、

新たなサービス競争が行われ始めていること 

等も踏まえれば、実際に市場支配力を行使する可能性は低い。 

② 西日本地域では、NTT 西日本（シェア 67.4%）が単独で市場支配力を行使し

得る地位は NTT 東日本と比較して低下していると考えられるが、第一種指定電

気通信設備に係る規制措置が講じられている中、東日本地域と同様、 

・ 都道府県別の分析結果（設備競争の状況、料金水準）や 

・ サービス競争状況 

も踏まえれば、実際に市場支配力を行使する可能性は低い。 

③ なお、事業者別シェアの数値のみを見れば、NTT 東西を含むシェア上位の複

数事業者が協調して市場支配力を行使し得る地位にあるが、FTTH 市場における

競争状況を勘案すれば、実際に協調して市場支配力を行使する可能性は低い。 

 

（今後の留意事項） 

９．今後も固定系ブロードバンドの中心的な存在となる FTTH 市場については、売上

高の推移やビジネスモデルの変化など、様々な観点から幅広く情報を収集し、その

分析結果も勘案しながら評価を行っていくことが必要である。 

その際、固定系と移動系の連携サービスの状況を含め、近年、変化が著しい移動

系データ通信が同市場に影響を与える可能性もあることから、将来的な市場の画定

の在り方についても視野に入れつつ、その動向を注視していくことが必要である。 
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なお、分析に当たっては、0ABJ-IP 電話の NTT 東西のシェアは 2011 年度末時点

で 65.5%（対前年度末比 1.2 ポイント減）と減少傾向であること（第３章参照）や、

近年のスマートフォン等の普及に伴い、固定系ブロードバンドサービスを契約しな

い単身世帯等も増加していることも考慮する必要がある。 
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＜参考＞主なＦＴＴＨサービスの料金比較 
（２０１２年４月現在） 

提供 

事業者 
サービス名 回線使用料（税別）

屋内配線利

用料（税別）

回線終端装置 

利用料（税別） 

月額費用

（税別） 

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本 

（集
合
住
宅
向
け
） 

光
ネ
ク
ス
ト 

マンションハ

イスピード 

（200M） 

プラン 1 2,900 円

--- 光配線方式 900 円 

3,800 円

プラン 2 2,500 円 3,400 円

ミニ 3,500 円 4,400 円

マンション 

（100M） 

プラン 1 2,900 円 --- 

光配線方式 900 円 3,800 円

VDSL 方式 350 円 3,250 円

LAN 配線方式 --- 2,900 円

プラン 2 2,500 円 --- 

光配線方式 900 円 3,400 円

VDSL 方式 350 円 2,850 円

LAN 配線方式 --- 2,500 円

ミニ 3,500 円 --- 

光配線方式 900 円 4,400 円

VDSL 方式 350 円 3,850 円

LAN 配線方式 --- 3,500 円

光ライト 

（100M） 
2,800 円～5,800 円 --- 

光配線方式 

--- 
2,800 円～

5,800 円
VDSL 方式 

LAN 配線方式 

（
戸
建
て
向
け
等
） 

光
ネ
ク
ス
ト 

フ ァ ミ リ ー ハ

イスピード 

（200M） 4,100 円 200 円 900 円 

5,200 円

ファミリー 

（100M） 

5,200 円

光ライト 

（100M） 
2,800 円～5,800 円 --- --- 

2,800 円～

5,800 円

ビジネス 

（1G） 
39,200 円 1,000 円 900 円 41,100 円

（集
合
住
宅
向
け
） 

Ｂ
フ
レ
ッ
ツ 

マンション 

（100M） 

プラン 1 2,900 円 --- 

光配線方式 900 円 3,800 円

VDSL 方式 350 円 3,250 円

LAN 配線方式 --- 2,900 円

プラン 2 2,500 円 --- 

光配線方式 900 円 3,400 円

VDSL 方式 350 円 2,850 円

LAN 配線方式 --- 2,500 円

ミニ 3,500 円 --- 

光配線方式 900 円 4,400 円

VDSL 方式 350 円 3,850 円

LAN 配線方式 --- 3,500 円
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提供 

事業者 
サービス名 回線使用料（税別）

屋内配線利

用料（税別）

回線終端装置 

利用料（税別） 

月額費用

（税別） 

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本 

（集
合
住
宅
向
け
） 

光
ネ
ク
ス
ト 

マンションハ

イスピード 

（200M） 

プラン 1 3,100 円

--- ひかり配線方式 900 円

4,000 円

プラン 2 2,600 円 3,500 円

ミニ 3,900 円 4,800 円

マンション 

（100M） 

プラン 1 3,100 円 --- 

ひかり配線方式 900 円 4,000 円

VDSL 方式 600 円 3,700 円

LAN 配線方式 --- 3,100 円

プラン 2 2,600 円 --- 

ひかり配線方式 900 円 3,500 円

VDSL 方式 600 円 3,200 円

LAN 配線方式 --- 2,600 円

ミニ 3,900 円 --- 

ひかり配線方式 900 円 4,800 円

VDSL 方式 600 円 4,500 円

LAN 配線方式 --- 3,900 円

マンションエ

クスプレス 

（1G） 

プラン 1 5,000 円

--- ひかり配線方式 900 円

5,900 円

プラン 2 4,500 円 5,400 円

ミニ 5,800 円 6,700 円

光ライト 

（100M） 
3,200 円～6,000 円 --- 

ひかり配線方式 

--- 
3,200 円～

6,000 円
VDSL 方式 

LAN 配線方式 

（
戸
建
て
向
け
等
） 

光
ネ
ク
ス
ト 

フ ァ ミ リ ー ハ

イスピード 

（200M） 4,300 円

200 円 900 円

5,400 円

ファミリー 

（100M） 

5,400 円

ファミリーエク

スプレス 

（1G） 

6,200 円 7,300 円

光ライト 

（100M） 
3,200 円～6,000 円 --- --- 

3,200 円～

6,000 円

ビジネス 

（1G） 
40,000 円 200 円 900 円 41,100 円

（集
合
住
宅
向
け
） 

Ｂ
フ
レ
ッ
ツ 

光プレミアム 

マンション 

（100M） 

プラン 1 3,100 円 --- 

ひかり配線方式 900 円 4,000 円

VDSL 方式 600 円 3,700 円

LAN 配線方式 400 円 3,500 円

プラン 2 2,600 円 --- 

ひかり配線方式 900 円 3,500 円

VDSL 方式 600 円 3,200 円

LAN 配線方式 400 円 3,000 円

ミニ 3,900 円 --- VDSL 方式 600 円 4,500 円

マンション 

（100M） 

プラン 1 3,100 円 --- 
VDSL 方式 500 円 3,600 円

LAN 配線方式 --- 3,100 円

プラン 2 2,600 円 --- 
VDSL 方式 500 円 3,100 円

LAN 配線方式 --- 2,600 円
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提供 

事業者 
サービス名 料金（税別） 備考 

Ｋ
Ｄ
Ｄ
Ｉ 

戸建て 

向け 
au ひかりホームタイプ (1Gbps) 

5,200 円※1

（ギガ得プラン）

6,300 円

(標準プラン）

・ISP 料金（au one net）、回線終端

装置利用料を含む 

集合住宅 

向け 

au ひかりマンション ギガ (1Gbps) 4,050 円
・ISP 料金（au one net）、回線終端

装置利用料を含む 

au ひかりマンション ミニ （1Gbps） 5,000 円
・ISP 料金（au one net）、回線終端

装置利用料を含む 

au ひかりマンション （100M） 

タイプ F 
3,900 円

・ISP 料金（au one net）、回線終端

装置利用料を含む 

au ひかりマンション （100M） 

タイプ V （8 契約以上） 
4,100 円

・ISP 料金（au one net）、回線終端

装置利用料を含む 

au ひかりマンション （100M） 

タイプ V （16 契約以上） 
3,800 円

・ISP 料金（au one net）、回線終端

装置利用料を含む 

au ひかりマンション  （100M） 

タイプ E （8 契約以上） 
3,700 円 ・ISP 料金（au one net）を含む 

au ひかりマンション  （100M） 

タイプ E （16 契約以上） 
3,400 円 ・ISP 料金（au one net）を含む 

ケ
イ
・オ
プ
テ
ィ
コ
ム 

戸建て 

向け 

ｅｏ光ネット（ホームタイプ） 

１ギガコース 
8,380 円

・ISP 料金、回線終端装置利用料

を含む 

ｅｏ光ネット（ホームタイプ） 

２００Ｍコース 
5,333 円

・ISP 料金、回線終端装置利用料

を含む 

ｅｏ光ネット（ホームタイプ） 

１００Ｍコース 
4,762 円

・ISP 料金、回線終端装置利用料

を含む 

ｅｏ光ネット（ホームタイプ） 

１００Ｍライトコース 

3,810 円～

5,333 円

・ISP 料金、回線終端装置利用料

を含む 

集合住宅 

向け 

ｅｏ光ネット（マンションタイプ） 

ＶＤＳＬ方式 （100Ｍ） 
3,524 円

・ISP 料金、回線終端装置利用料

を含む 

ｅｏ光ネット（マンションタイプ） 

ＶＤＳＬ-S 方式 （100Ｍ） 
4,095 円

・ISP 料金、回線終端装置利用料

を含む 

ｅｏ光ネット（マンションタイプ） 

光配線方式 （１Ｇ） 
7,810 円※２

・ISP 料金、回線終端装置利用料

を含む 

ｅｏ光ネット（マンションタイプ） 

光配線方式 （100Ｍ） 
4,667 円※２

・ISP 料金、回線終端装置利用料

を含む 

※1 ギガ得プランは２年間の継続利用が条件。 

※2 ｅｏ光ネット（マンションタイプ）光配線方式は、マンションの規模等によって月額料金が異なる。 

（出所）各社 HP を基に総務省作成 
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第４節 ISP（固定系）市場の分析及び競争状況の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．本節では、「ISP（固定系）市場」について分析・評価を行う。 

２．具体的には、評価のための指標として以下の基本データについて分析を行

う。 

① 市場の規模（契約数、売上高） 

② 事業者別シェア及び市場集中度 

③ 料金 

これらの分析結果に基づき、ISP（固定系）市場に関し、以下の点について

競争状況の評価を行う。 

（１） 単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

（２） 上記市場支配力の存在が認められる場合には、その行使の有無 

（３） 今後の留意事項 

３．また、本競争評価において評価の対象としている事業者は、電気通信事業報

告規則（昭和 63 年郵政省令第 46 号）の規定に基づき、5万契約以上の契約を

持っている事業者（2011 年度末時点で 44 社）である。このため、ISP 市場全

体の状況を完全には反映していないことに留意が必要である。 

１．ISP 市場における市場支配力に関しては、 

事業者別シェア（上位３社シェアを含む）の状況のほか、ISP 市場への参

入は比較的容易であること、事業者変更のためのスイッチングコストも従

来ほど高くないこと（メールアドレス変更等の乗り換えの障壁も WEB メー

ルの普及等により低下）等も踏まえれば、単独又は協調して市場支配力を

行使し得る地位にある事業者は存在しないと評価する。 

 

２．今後の留意事項として、 

インターネット接続サービスは、回線サービスとセットで提供されてい

る形態が多いことから、固定系ブロードバンド市場や FTTH 市場との相互関

係について引き続き注視していくことが必要である。 

 

評価（抜粋） 
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第１項 基本データの分析 

１－１ 市場の規模 

１－１－１ 契約数の推移及び売上高 

ISP（固定系）市場における契約数は、2011 年度末で 3,871.5 万（対前年度

末比 2.7%増）、また、同市場の売上高（インターネット接続事業等）について

は、2010 年度において 5,850 億円となっている。 

 

【図表Ⅱ－50 契約数の推移】 

 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－51 売上高（インターネット接続事業）の推移】 

 

（注）主要事業者（NTT コミュニケーションズ、NTT ぷらら、KDDI、ソフトバンク BB、NEC ビッグローブ、ニフティ、ソネット）

の公表資料等を基に推計。 

出所：各社 HP より総務省作成

5,320
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2,000
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6,000
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１－２ 事業者別シェア及び市場集中度 

（１） ISP（固定系）市場における事業者別シェアについて見ると7、2011 年

度末でシェアの高い順に非NTT系が31.7%（対前年度末比1.6ポイント減）、

NTT 系が 30.2%（同 0.5 ポイント減）、ベンダー系が 26.0%（同 0.6 ポイン

ト減）、CATV 系が 12.1%（同 2.6 ポイント増）となっている。 

（２） また、上位３社シェア（NEC ビッグローブ、NTT 系、ソフトバンク BB

（50 音順）の合計）は、51.8%(対前年末比 0.9 ポイント減)となっており、

減少傾向にある。 

（３） HHI については、1,385 となっている（対前年度末比 22 減）。 

 

【図表Ⅱ－52 事業者別シェア及び市場集中度（HHI）の推移】 

 

出所：総務省資料

                                                  
7 ISP（固定系）市場における事業者のシェアの公表については、一部の事業者からの同意を得ら

れていないため、NTT 系・非 NTT 系・ベンダー系・CATV 系の４区分に分類している。 

 なお、具体的な分類基準としては以下のとおりである。 
・「NTT 系」：NTT グループに属する電気通信事業者。NTT コミュニケーションズ（OCN）、NTT ぷらら（ぷらら）、NTT-ME
（WAK WAK）等。 
・「非 NTT 系」： NTT グループに属さない電気通信事業者。ソフトバンク（Yahoo！BB、ODN）、KDDI（au one net）
等。 

・「ベンダー系」：電気通信機器の販売・提供等を行う事業者又はその関係会社等。ニフティ、BIGLOBE、So-net 等。 
・「CATV 系」：CATV インターネットを主に提供する事業者。テクノロジーネットワークス（@Net Home）、関西マル
チメディアサービス（ZAQ）（※）、TOKAI コミュニケーションズ（旧ビック東海）（@T COM）等。 
※ CATV 系のテクノロジーネットワークス及び関西マルチメディアサービスの２社は、J:COM100%出資による子会

社であり、J:COM グループの ISP として CATV 事業者にインターネット接続サービスを提供している（注：両社
は、2011 年４月に合併し、テクノロジーネットワークスが存続会社となった。）。 
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【図表Ⅱ－53 上位３社シェアの推移】 

 

出所：総務省資料
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１－３ 料金 

ISP（固定系）によるインターネット接続サービスの料金については、第３

節第２項２－４にもあるとおり、通信回線（アクセス回線）とセットで提供す

る形態が多く、価格.com が対象としている全事業者の料金（FTTH 回線サービ

ス及び ISP 料金の合計）の平均額8を算出すると、月額 4,166 円であり、戸建て

＋ビジネス向けでは 4,810 円、集合住宅向けでは 3,488 円となっている。 

また、ISP は各種キャンペーン等により長期契約割引、キャッシュバック等

の競争を活発に展開している状況にあり、利用者アンケート結果でも、ISP の

選択において特定のブランドに利用者が偏っているという状況は見られず、む

しろ、料金の安さや回線の品質等が主な選択要因になっていると考えられる。 

なお、利用者アンケートの結果によれば１ヶ月当たりの利用料（基本料金、

回線料金、ISP 料金を含む）は、回答者全体では 4,000 円以上 6,000 円未満が

最も多くなっており、１ヶ月当たりの利用料の平均は 4,248 円となっている。

また、利用回線種類ごとの平均利用料を見ると、CATV インターネット（4,697

円）、次いで FTTH（4,558 円）、ADSL（3,046 円）となっている。 

 

【図表Ⅱ－54 インターネット接続サービスの 1 ヶ月当たりの利用料（注）の分布】 

 

（注）基本料金、回線料金、ISP 料金を含む総支払額 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 

 

  

                                                  
8上記数値は、価格.com で「プロバイダ比較、回線種類＝光ファイバ」で検索した全てのサービ

スについてプロバイダ別に平均額を算出した上で、その合算値から全体の平均値を算出したもの

（2012 年３月 21 日時点）。 
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【図表Ⅱ－55 インターネット接続サービスの 1 ヶ月当たりの利用料（注）の平均額】 

 

（注）基本料金、回線料金、ISP 料金を含む総支払額 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 
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第２項 競争状況の評価 

 

（市場動向全般） 

１．ISP（固定系）市場の契約数は、2011 年度末時点で 3,872 万（対前年度末比 2.7%

増）となっており、同市場における売上高（インターネット接続事業等）は、2010

年度で 5,850 億円となっている。 

 

（事業者別の動向） 

２．事業者別の契約数のシェアを見ると、2011 年度末時点で、非 NTT 系が 31.7%（対

前年度末比 1.6 ポイント減）、NTT 系が 30.2%（同 0.5 ポイント減）、ベンダー系が

26.0%（同 0.6 ポイント減）といずれも減少傾向にある一方、CATV 系が 12.1%（同

2.6 ポイント増）と増加傾向にある。 

また、上位３社シェア（NEC ビッグローブ、NTT 系、ソフトバンク BB（50 音順）

の合計）は 51.8%（対前年度末比 0.9 ポイント減）となっており、減少傾向にある。 

なお、HHI についても 1,385（対前年度末比 22 減）と減少している。 

 

（評価） 

３．上記のような状況を勘案し、ISP 市場における市場支配力に関しては、事業者別

シェア（上位３社シェアを含む）の状況のほか、ISP 市場への参入は比較的容易で

あること、事業者変更のためのスイッチングコストも従来ほど高くないこと（メー

ルアドレス変更等の乗り換えの障壁も WEB メールの普及等により低下）等も踏まえ

れば、単独又は協調して市場支配力を行使し得る地位にある事業者は存在しないと

評価する。 

 

（今後の留意事項） 

４．インターネット接続サービスは、回線サービスとセットで提供されている形態が

多いことから、固定系ブロードバンド市場や FTTH 市場との相互関係について引き

続き注視していくことが必要である。 

 



 
 

 
 

 

 

 

 

 

第３章 音声通信（固定系） 
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第１節 音声通信（固定系）の市場画定 

 

１．サービス市場の画定 

音声通信（固定系）（従来の「固定電話領域」に相当）におけるサービス市場の

画定については、従来の考え方を引き続き採用し、以下のとおりとする。 

（１）  加入電話については、利用者の用途、市場の需要代替性の有無等を勘案し、

NTT 東西加入電話、直収電話1、CATV 電話及び 0ABJ-IP 電話の各サービスをあ

わせて１つの市場とみなし、「固定電話市場」として画定する。 

（２）  また、「中継電話」については、「マイライン」「マイラインプラス」2は NTT

東西加入電話の契約者に対するサービスであること、「050-IP 電話」につい

ては、通常の加入電話と異なり、電話番号の地域特定性がなく、通話品質や

緊急通報・通話等に制約があることも踏まえ、それぞれ「固定電話市場」と

は別の市場として画定する。 

（３）  本年度（2011）の競争評価においては、上記の市場のうち、メタル回線か

ら光ファイバへのマイグレーションの進展が予想される固定系ブロードバ

ンド市場や、スマートフォン等で専用の無料アプリをダウンロードすること

により通話が可能となるソフトフォン等の普及が進みつつある移動系通信

市場との関係も考慮し、「固定電話市場」及び「050-IP 電話市場」について

分析・評価を行う。  

なお、「中継電話市場」については、市場が縮小傾向にあることを考慮し、

データ収集・分析のみを行う。  

                                                  
1 NTT 東西以外の電気通信事業者が提供する加入電話サービスで、直加入電話、直加入 ISDN、新

型直収電話、新型直収 ISDN を合わせた総称をいう。なお、①直加入電話は自社の電話回線を直接

オフィス等に引き込んで提供するアナログ回線の電話サービス、②直加入 ISDN は自社の電話回線

を直接オフィス等に引き込んで提供するデジタル回線の電話サービス、③新型直収電話は NTT 東

西のドライカッパを利用したアナログ回線の電話サービス、④新型直収 ISDN は NTT 東西のドライ

カッパを利用したデジタル回線の電話サービスのことをいう。 
2 NTT 東西の加入電話の加入者が通話部分（通話料部分）について電話会社を選択するサービス。

「市内」、「県内市外」、「県外」及び「国際」の４区分の通話について、予め利用者が電話会社を

登録することにより、通話の際に電話会社の識別番号をダイヤルせずに当該電話会社を利用でき

るサービスの「マイライン」と、上記４区分の全ての通話について常に同じ電話会社を利用した

い場合に登録した電話会社に利用を固定するサービスである「マイラインプラス」がある。 
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【図表Ⅲ－１ 音声通信（固定系）のサービス市場の画定】 

  

 

２．地理的市場の画定 

１．に基づき分析・評価を行う固定電話市場、050-IP 電話市場に係る地理的市

場の取扱いについては、従来の固定電話領域における考え方を踏まえ、以下のとお

りとする。 

（１） 「固定電話市場」については、各事業者のサービス提供エリア、代替的な

サービスの選択肢の存在、データの入手可能性等を考慮し、NTT 東日本と NTT

西日本の業務区域である以下の２地域を地理的市場として画定する。 

① 東日本地域 

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、 

栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、 

山梨県、長野県 

② 西日本地域 

静岡県、愛知県、三重県、岐阜県、富山県、石川県、福井県、滋賀県、 

京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、 

岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、 

佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

 

（２） 「050-IP 電話」については、電話番号の地域特定性がないこと等を考慮

し、全国を一つの地域として画定する。 
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（３） なお、全国市場として分析等を行う場合、以下の点を勘案し、NTT 東日本

及び NTT 西日本は NTT 東西を１社として、また、電力系事業者3は各社のデー

タを合算した上で、「電力系事業者」として１社として取り扱うこととする。 

① 現在、NTT 東西が東日本地域と西日本地域、電力系事業者が各地域ブロ

ックに分かれてサービスを提供しているが、全国を単一の地理的市場とし

て分析するに当たり、提供区域の重ならない NTT 東日本と NTT 西日本、ま

た、各電力系事業者を個別に扱うこととした場合、それぞれの事業者間で

あたかも競争関係にあるかのようにみなすことになること。 

② 各電力系事業者は、相互の資本関係がなく、１社として取り扱うことに

関して議論の余地はあるが、利用者の視点から見れば、他地域の電力系事

業者のサービスは選択肢たり得ず、この点で NTT 東西と同じ状況であるこ

と。 

  また、CATV 事業者については、複数の事業者が同一の MSO（Multiple System 

Operator）の傘下にあるとみなされる場合は、契約数における事業者シェア

及び HHI 等の算定において、当該事業者の契約数を合算して１グループ会社

として取り扱う。 

 

【図表Ⅲ－２ 音声通信（固定系）の地理的市場の画定】 

 

 

 

 

    

 

                                                  
3 電力系事業者とは、北海道総合通信網、東北インテリジェント通信、ファミリーネット・ジャ

パン、北陸通信ネットワーク、ケイ・オプティコム 、エネルギア・コミュニケーションズ、STNet、

九州通信ネットワーク、沖縄通信ネットワークを指す。なお、中部テレコミュニケーションは、

2008 年４月の株式の一部譲渡により、シェアの集計等においては KDDI に含めている。 
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第２節 固定電話市場の分析及び競争状況の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．本節では、「固定電話市場（NTT東西加入電話、直収電話、CATV電話及び0ABJ-IP

電話）」について分析・評価を行う。 

２．具体的には、評価のための指標として、以下のとおり、従来の基本データ

に加え、近年の固定電話市場の動向を踏まえ、評価に当たって勘案すべき要

素についても分析を行い、評価を行うこととする。 

 

１．固定電話市場における市場支配力に関しては、 

NTT 東西が依然として単独で市場支配力を行使し得る地位にあると考

えられるが、第一種指定電気通信設備に係る規制措置が講じられている

中、 

・ 市場全体としては縮小傾向にあることや、 

・ 利用者アンケート結果における固定電話等の利用状況（固定電話を

利用していない者は回答者の 10％程度。利用していない理由としては

「通話は携帯電話で行うから」が約 9割。） 

等も踏まえれば、NTT 東西が同市場において実際に市場支配力を行使す

る可能性は低い。 

２．今後の留意事項として、 

① 固定電話市場については、メタルから光ファイバへのマイグレーシ

ョンの進展が予想される中、NTT 東西は設備面で見ても高いシェア（メ

タル回線の設備シェアは 99.8％(2011 年度末時点)）を有するなど、固

定系ブロードバンド市場へのレバレッジの懸念があるところであり、

今後、利用者アンケートにおける詳細な分析や、関係事業者の協力を

得ながら、例えば番号ポータビリティの状況（IP 電話への移行におけ

る事業者の乗り換え状況など）の詳細な分析等について検討すること

が必要である。 

② また、近年、スマートフォン等が普及する中、無料通話が可能とな

るソフトフォン等の利用が拡大しつつあることから、固定電話市場へ

の影響の有無や、固定電話サービスと移動系通信サービスの代替性な

どの観点から、引き続きその動向を把握していくことが必要である。 

評価（抜粋） 
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（１）基本データとして、 

① 市場の規模（契約数、売上高） 

② 事業者別シェア及び市場集中度 

③ 料金等 

（２）また、評価に当たっての勘案要素として、 

①  固定電話の利用状況 

②  NTT 東西加入電話による固定系ブロードバンド市場へのレバレッジの懸

念関係 

③  ソフトフォンの動向 

について分析を行う。 

これらの分析結果に基づき、固定電話市場に関し、以下の点について競争

状況の評価を行う。 

（１）単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

（２）上記市場支配力の存在が認められる場合には、その行使の有無 

（３）今後の留意事項 
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第１項 基本データの分析 

１－１ 市場の規模 

１－１－１ 契約数 

（１） 固定電話市場（NTT 東西加入電話、直収電話、CATV 電話及び 0ABJ-IP

電話）における総契約数は、2011 年度末時点で 5,691 万となってお

り、対前年度末比 1.0%減と引き続き減少傾向にある。 

また、総契約数を東日本地域と西日本地域別に見ても、各々2,850

万（対前年度末比 0.9%減）、2,841 万（同 1.0%減）となっており、い

ずれも減少傾向にある。 

（２） 次に、各サービス別の動向について見ると、全国、地域別ともに

NTT 東西加入電話及び直収電話及び CATV 電話の各契約数が減少傾向

にある一方、0ABJ-IP 電話の契約数が増加傾向となっている。 

これは、メタルから光ファイバへの移行の結果によるものと考えら

れるが、0ABJ-IP 電話の契約数の増加分以上に NTT 東西加入電話、直

収電話及び CATV 電話の契約数の減少が大きい状況にあり、この点、

単身世帯数の増加に伴い、音声通信を携帯端末のみで行い、固定電話

を保有しない世帯が増加していることが影響しているものと想定さ

れる（図表Ⅲ－５及びⅢ－６）。 
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【図表Ⅲ－３ 契約数の推移】 

 

 

 出所：総務省資料 

 

【図表Ⅲ－４ 契約数の推移（東西別）】 
 

【東日本】               【西日本】 

   

 （注） 東西別の契約数算定に当たっては、NTT 東西加入電話、直収電話、CATV 電話については、電気通信事業報告規則に基

づく報告値を、0ABJ-IP 電話については、NTT 東西の数値は同報告規則に基づく報告値を、NTT 東西以外の事業者の数

値は、競争評価 2011 事業者アンケート結果に基づく推計値を用いている。 

出所：総務省資料及び競争評価 2011 事業者アンケートに基づき総務省推計 
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基づく数値を、2005.3 以降は電気通信事業報告規則（昭和 63 年郵政省令第 46 号）に基づく報告値を用いている。 
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【図表Ⅲ－５ 情報通信機器の保有状況（世帯別、2011 年末時点）】 

  

（注）携帯電話は、スマートフォン、PHS、携帯情報端末（PDA）を含む。 

出所：総務省平成 23 年通信利用動向調査 

 

【図表Ⅲ－６ 単独世帯数の推移】 

  

（注）数値は各年 10 月 1日時点。 

    出所：平成 22 年国勢調査 

54.0 

89.0 83.8 
94.5 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

固定電話 携帯電話

単身

全世帯

（％）

12,911 

14,457 

16,785 

27.6 
29.5 

32.4 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

2000年 2005年 2010年

(千世帯)

単独世帯

単独世帯の割合



9 
 

１－１－２ 売上高の推移 

固定電話市場における売上高（NTT 東西加入電話、直収電話、CATV 電話及

び 0ABJ-IP 電話）の推移について見ると、2010 年度において 1 兆 7,837 億

円となっており、契約数の全体的な減少に伴い、引き続き減少傾向にある。 

 

【図表Ⅲ－７ 売上高（NTT 東西加入電話、直収電話、CATV 電話、0ABJ-IP 電話）の推移】 

  

出所：各サービスの主要事業者の公表資料等を基に(株)三菱総合研究所推計 
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１－２ 事業者別シェア及び市場集中度 

（１） 固定電話市場（NTT 東西加入電話、直収電話、CATV 電話及び 0ABJ-IP 電

話）における契約数の事業者別シェアを見ると、2011 年度末時点で NTT 東

西のシェアは 79.2%となっており、前年度末と比較し、1.6 ポイント減少し

ている。 

（２） これを東日本地域と西日本地域別に見ると、各々80.3%（対前年度末比

1.5 ポイント減）、78.0%（同 1.9 ポイント減）となっており、東日本地域

の方が西日本地域と比較して高い状況となっている。 

（３） 市場集中度（HHI）については、6,428 となっており（対前年度末比 230

減）、依然として高い数値であるが、年々減少傾向にある。 

 

【図表Ⅲ－８ 事業者別契約数・シェア及び市場集中度（HHI）の推移】 

 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅲ－９ 事業者別契約数・シェアの推移（東西別）】 

 

【東日本地域】             【西日本地域】 

 

 （注） 東西別の契約数算定に当たっては、NTT 東西加入電話、直収電話、CATV 電話については、電気通信事業報告規則に基

づく報告値を、0ABJ-IP 電話については、NTT 東西の数値は同報告規則に基づく報告値を、NTT 東西以外の事業者の数

値は、競争評価 2011 事業者アンケート結果に基づく推計値を用いている。 

出所：総務省資料及び競争評価 2011 事業者アンケートに基づき総務省推計 
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１－３ 料金等 

１－３－１ 料金体系 

 

固定電話の料金体系について見ると、以下のとおり、主として「基本料」

（通信量にかかわらず定期的（毎月等）に一定額を支払う）と「通話料」（通

信量に応じて支払う従量制（一部定額制を含む））の二部料金制となってい

る4。 

 

（１） 基本料 

NTT 東西加入電話及び新型直収電話の場合、使用目的（住宅用・事

務用）や電話サービス取扱所の種類（級局）によって異なる料金が設

定されているが、CATV 電話や 0ABJ-IP 電話についてはこれらの区分

は設けられず一律の料金設定となっている。 

（２） 通話料 

距離区分（県内・県間等）及び着信先（固定・携帯電話・IP 電話

等）に応じて料金が設定されているが、0ABJ-IP 電話においては、国

内の距離区分は設けられていない。 

（３） 割引制度 

従来から指定電話割引、夜間割引等の割引プランが導入されている

ほか、自社提供の携帯電話への無料通話や、近年のスマートフォン等

の普及に伴い、FTTH の回線サービス及び IP 電話と移動系データ通信

とのセット販売も行われている（KDDI、ソフトバンクテレコム、CATV

事業者等）。 

  

                                                  
4 例えば、NTT 東西加入電話の「基本料」及び「通話料」は図表Ⅲ―12（ｐ14）にあるとおり、各

種費用に対応して設定されている。また、NTT 東西加入電話を利用する上で必要とされてきた「施

設設置負担金」は、現在基本料に定額を上乗せすることにより「施設設置負担金」が不要となる

ライトプランも提供されている。 
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【図表Ⅲ－10 主な固定電話サービスの基本料等】 

 

（注１） 級局については、３級：大規模局、２級：中規模局、１級：小規模局のイメージ 

（注２） 括弧内はプッシュ回線用の場合の料金 

（注３） NTT 東西の加入電話の開通工事費については、既存の屋内配線が利用可能な場合の費用 

（注４）  金額は税抜き 

出所：各社 HP を基に総務省作成 

 

  

加入電話
加入電話

ライトプラン

36,000円

2,000円 100円×60月 別途 別途

3級局 1,700円 1,950円

2級局
1,550円

（1,600円）
1,800円

（1,850円）

1級局
1450円

（1,600円）
1,700円

（1,850円）

3級局 2,500円 2,750円

2級局
2,350円

（2,400円）
2,600円

（2,650円）

1級局
2,300円

（2,400円）
2,550円

（2,650円）

ジュピターテレコム
（J:COM PHONE）

1,330円

ＮＴＴ東西
（ひかり電話）

5,00円
（基本プラン）

施設設置負担金

ＮＴＴ東西 ソフトバンク
テレコム

（おとくライン）

ＫＤＤＩ
（メタルプラス）

開通工事費 100円×60月

事務用

2,350円

口座振替：2,100円
窓口支払い：2,400円

2,050円

口座振替：1,400円
窓口支払い：1,500円

基本料

住宅用

1,500円

1,350円

2,200円
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【図表Ⅲ－11 主な固定電話サービスの通話料等】 

 

（注） 金額は税抜き 
出所：各社 HP を基に総務省作成 

 

【図表Ⅲ－12 NTT 東西加入電話の主な料金構造】 

 

出所：総務省資料 

事業者名 通話料(3分 8:00-19:00) 備考

市内 県内 県間
100㎞超

ＩＰ電話への
通話

携帯への
通話

携帯電話サービスとの
セット割引等20km

以内
20km超-
60㎞以内

60km
以上

加入
電話

ＮＴＴ
東日本

8.5円 20円 30円 40円

－

10.4～10.8円

※ ＩＰ電話事業者ごと
に異なる

16円/分
（NTTﾄﾞｺﾓ,ｲｰ・ﾓﾊﾞｲﾙ）

17.5円/分
（au,ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ）

※0036利用

新型
直収
電話

ソフトバンクテレ
コム
(おとくﾗｲﾝ)

7.89円
(ｼﾝﾌﾟﾙﾌﾟﾗﾝ)

14.9円
(ｼﾝﾌﾟﾙ
ﾌﾟﾗﾝ)

10.0円
※050の場合

(ｼﾝﾌﾟﾙﾌﾟﾗﾝ)

25円/分
(ｼﾝﾌﾟﾙﾌﾟﾗﾝ)

「ホワイトプラン24」（おとくライン）
に加入し、月額料金（アナログ回
線:525円）を支払うことで、ソフトバ
ンク携帯への通話が無料化
※ 事務所用回線のみが対象

KDDI

(ﾒﾀﾙﾌﾟﾗｽ)
8円 15円 10.0

※050の場合
15.5円/分

(ａｕ)

16円/分
(au以外）

au携帯の利用者の場合、「KDDI
まとめて請求」を利用することで、
基本料の割引（100円/契約）ととも
に、全国のau携帯への通話が無
料化

ＣＡ
ＴＶ

電話

ジュピターテレコ
ム
（J:COM PHONE
プラス)

8円 15円 10.0
※050の場合

46.5円/分
(ａｕ)

48円/分
（au以外）

au携帯の利用者の場合、使用す
るau携帯を登録することで、全国
のau携帯への通話が無料化

※ J:COM PHONE、J:COM PHONEプラス、ケーブルプラス電話
への通話は無料

ＩＰ電
話

（0AB
J-IP
電
話）

ＮＴＴ東日本
（ひかり電話）

8円 10.4～10.8円

※ ＩＰ電話事業者ごと
に異なる

16円/分
（NTTﾄﾞｺﾓ*,ｲｰ・ﾓﾊﾞｲﾙ）
*ﾜﾝﾅﾝﾊﾞｰ機能の着信時を

除く

17.5円/分
（au,ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ）

KDDI

(auひかり 電話
サービス)

8円 0円*又は8円

*「050番号ｻｰﾋﾞｽ」（月
額157円）申込みが必要

※ ＩＰ電話事業者ごと
に異なる

15.5円/分
（au）

16円/分
（NTTﾄﾞｺﾓ,ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ、

ｲｰ・ﾓﾊﾞｲﾙ）

au携帯の利用者の場合、「KDDIま
とめて請求」を利用することで、基
本料の割引（100円/契約）とともに、
全国のau携帯への通話が無料化

ソフトバンクＢＢ
（BBフォン光）

7.99円 7.99円

※BBフォン、BBフォン
光への通話は無料

25円/分
(8:00～23:00)

20円/分
(23:00～8:00)

 

加入者宅

加
入
者
回
線
部
分

加入者交換機

中継交換機

基本料

・加入者回線部分の保守・維持費用

・料金請求に係る費用 等

施設設置負担金

・加入者回線部分の新規架設工事に要する費用

・加入電話契約を解除しても返還は行われない。

通話料（接続料）

・交換網設備に係る費用

・通話に関連するトラヒック管理費用 等
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１－３－２ 接続料 

NTT 東西の保有する固定電話網を利用する場合、他の事業者（NTT 東西

の利用部門を含む）は NTT 東西に対して接続料を支払うことが必要であ

る。 

（１） NTT 東西の保有する固定電話網を利用する場合、NTT 東西の GC 又は

IC で接続5することが必要であり、NTT 東西の管理部門に対して接続

料を支払う。この接続料の推移を見ると、NTS コスト6の接続料原価か

らの段階的控除や環境変化を踏まえた接続料算定モデルの見直しに

より 2006 年度以降低下傾向にあったが、固定電話サービスにおける

トラフィックの減少を背景に 2012 年度は上昇している。 

（２） NTT 東西の未利用の光ファイバ（いわゆるダークファイバ）を利用

して 0ABJ-IP 電話を提供するという接続形態の場合、事業者は NTT 東

西に対してダークファイバの接続料を支払う。 

       この接続料の推移を見ると、2011年度に大幅に低廉化しているが、    

これは 2011 年度から 2013 年度に適用される接続料について将来原価

方式による積極的な需要の増加を見込んだ接続料算定が行われている

ことによるものである。 

なお、NTT 東日本と NTT 西日本では、需要と乖離額調整の違いによ

り、低廉化の傾向に違いが見られる。 

（３） また、新型直収電話サービスを提供する場合、NTT 東西の未利用の

メタル加入者回線（いわゆるドライカッパ）を利用することが必要で

あり、競争事業者はNTT東西に対してドライカッパの接続料を支払う。 

この接続料の推移を見ると、2010 年までは上昇傾向にあり、2011

年に低下したものの、2012 年は小幅ながら上昇している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
5 GC 接続 Group Unit Center（加入者交換局）接続の略。NTT 東西以外の事業者が、NTT 東西の

ネットワークと加入者交換局レベルで相互接続することを指す。 

IC 接続 Intra-zone Center（中継交換局）接続の略。NTT 東西以外の事業者が NTT 東西のネッ

トワークと中継交換局レベルで相互接続すること。中継交換局とは、GC から回線を集約し、他局

に中継している局のこと。ZC（Zone Center）接続ともいう。  
6 Non-Traffic Sensitive コストの略。通信量に依存せず、回線数に依存する費用を指す。 
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【図表Ⅲ－13 GC 接続及び IC 接続による接続料の推移】 

 

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅲ－14 ドライカッパ接続料の推移】 

 

出所：総務省資料 
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 認可日    ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 

2000.12.15 

  １，９０５円 １，９０５円 

回線管理 

運営費 

1 回線 １５７円 １５７円 

1 請求書 １２８円 １２８円 

2002.1.31 

 １，７９０円 １，７９０円 

回線管理 

運営費 

1 回線 １４３円 １４３円 

1 請求書 １２６円 １２６円 

2003.2.14 

 １，６９０円 １，８０３円 

回線管理 

運営費 

1 回線 １３９円 １４７円 

1 請求書 １２５円 １２５円 

2003.10.29 

 １，２９０円 １，３９９円 

回線管理 

運営費 

1 回線 １３９円 １４７円 

1 請求書 １２５円 １２５円 

2004.2.17 

 １，２５６円 １，３１８円 

回線管理 

運営費 

1 回線 １２９円 １３５円 

1 請求書 １３０円 １３４円 

2005.3.1 

 １，２４８円 １，２５６円 

回線管理 

運営費 
1 回線 １１８円 １１２円 

2006.3.3 

 １，２０５円 １，２４１円 

回線管理 

運営費 
1 回線 １２９円 １６４円 

2007.2.26 

 １，２０４円 １，２５４円 

回線管理 

運営費 
1 回線 １０７円 １３９円 

2008.3.27 

 １，２１６円 １，２９４円 

回線管理 

運営費 
1 回線 ６９円 ８９円 

2009.3.24 

 １，２６１円 １，３００円 

回線管理 

運営費 
1 回線 ６２円 ７８円 

2010.3.1 

 １，３５３円 １，３３３円 

回線管理

運営費 
１回線 ４１円 ５８円 

2011.3.29 

 １，２３０円 １，２８３円 

回線管理

運営費 
１回線 ４２円 ６０円 

2012.3.29 

 １，２４７円 １，２９４円 

回線管理

運営費 
１回線 ５１円 ６０円 
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【図表Ⅲ－15 ダークファイバ接続料の推移】 

 

 
（注１） シングルスター及びシェアドアクセスの接続料は、７年間(2001 年度～2007 年度)又は３年間(2008 年度～2010 年

度)、(2011 年度～2013 年度)を算定期間とする将来原価方式により算定。 

（注２） シェアドアクセスについては局外スプリッタ料金（2006 年度までは将来原価方式、2007 年度以降は実績原価方式

で算定）を含み、引込線料金（加算料）を含まない。 

（注３） 2013 年度接続料については、局外スプリッタ料金の更新（シェアドアクセスのみ）及び乖離額の調整により、変

更となる予定。 

出所： 総務省資料 
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第２項 評価に当たっての勘案要素の分析 

２－１ 固定電話の利用状況 

（１） 利用者アンケート結果によれば、固定電話の１週間当たりの利用回数（図

表Ⅲ－16）は１回未満が 28.9%、１回以上３回未満が 27.2%となっており、

次いで３回以上５回未満 15.9%、５回以上 10 回未満 15.0%となっている（回

答者数 1,809）。 

次に、１週間当たりの利用時間（図表Ⅲ－17）を見ると、１分以上５分

未満が 31.7%と最も多く、次いで１分未満が 20.2%、５分以上 10 分未満が

18.8%、10 分以上 30 分未満 16.5%となっている。 

 

【図表Ⅲ－16 固定電話の１週間当たりの通話利用回数】 

 
出所：競争評価 2011 利用者アンケート 

 

【図表Ⅲ－17 固定電話の１週間当たりの通話利用時間】 

 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート
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（２） また、１ヶ月当たりの固定電話の支払額（基本料を含む総支払額）を見

ると（図表Ⅲ－18）、2,000 円未満と回答した者が半数近くとなっており

（48.8%）、さらに、具体的な額を料金明細表により回答した者（回答者数

819）のデータに基づき平均支払額を計算したところ、平均 2,912 円（う

ち通話料は平均 450 円）となっている。 

したがって、利用回数、利用時間、支払額のいずれを見ても、固定電話

の利用はそれほど多くない状況にある。 

  

【図表Ⅲ－18 １ヶ月当たりの利用料（基本料を含む総支払額）】 
 

   

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 
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1.66%

2000円未満(883) 2000円以上4000円未満(385)

4000円以上6000円未満(280) 6000円以上8000円未満(163)

8000円以上10000円未満(68) 10000円以上(30)

（ｎ＝１，８０９）
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（３） これに関連し、固定電話を利用していないと回答した者（回答者数 203）

に対し、その理由を聞いたところ（図表Ⅲ－19）、「通話は携帯電話で行う

から」と回答した者の割合が９割近くとなっている（88.2%）。 
 

【図表Ⅲ－19 固定電話サービスを利用していない理由】 

 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 

 

  

88.18%

8.37%

0.99% 2.46%

通話は携帯電話で行うから(179)

通話は「050」番号を利用するIP電話（BBフォン等）で行うから(17)

通話はソフトフォンで行うから(2)

その他(5)

（ｎ＝２０３）
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２－２ NTT 東西加入電話による固定系ブロードバンド市場へのレバレッジの懸

念関係 

 

（１） 固定電話市場（NTT 東西加入電話、直収電話、CATV 電話及び 0ABJ-IP 電

話）における契約数の NTT 東西のシェアは 2011 年度末時点で 79.2%となっ

ており、引き続き減少傾向にあるものの、依然として高い水準にある。 

同市場については、OABJ-IP 電話（FTTH）のみが増加傾向にある一方（全

体に占めるシェアは 36.8%）、NTT 東西加入電話（メタル回線）のシェア

も依然として 55.1%となっており、メタルから光ファイバへのマイグレー

ションの進展が予想される中、NTT 東西は設備面で見ても高いシェア（メ

タル回線の設備シェアは 99.8％(2011 年度末時点)）を有するなど、固定

系ブロードバンド市場へのレバレッジの可能性について懸念があるとこ

ろである。 

 

【図表Ⅲ－20 加入者回線数（メタルのみ）に占める NTT 東西のシェア（都道府県別） 

（2011 年度末）】 

 

出所： 総務省資料 
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（２） 固定系ブロードバンド市場へのレバレッジの分析に直接関係するもので

はないが、利用者アンケートにおいて、固定電話のサービス内容を変更（事

業者の変更を含む）した経験のある者（596 人（アンケート対象の 33.0%））

（図表Ⅲ－21）に対し、その変更理由を聞いたところ（図表Ⅲ－22）、 

①  「インターネットなど他の通信サービスとの一括契約による割引サー

ビスがあること」（57.4%） 

② 「月額利用料金が安いこと」（55.0%） 

③ 「初期費用が安いこと」（25.3%） 

④  「申し込み等の手続きが簡単であること」（9.6%） 

⑤ 「複数サービスの料金の一括支払が可能であること」（9.4%） 

となっており、料金面での理由が中心である中、手続の簡便性や料金の一

括支払いの可否といった上記レバレッジの分析にも資する回答も一定の 

割合を占めている。 

 

【図表Ⅲ－21 固定電話サービスの変更経験の有無】 

  

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 

 

【図表Ⅲ－22 固定電話サービスを変更した理由】 

 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 

32.95%

67.05%

ある(596) ない(1213)

（ｎ＝１，８０９）

①
インターネットなど他の通信サービスとの
一括契約による割引サービスがあること

57.38% 342

② 月額利用料金が安いこと 55.03% 328

③ 初期費用が安いこと 25.34% 151

④ 申し込み等の手続きが簡単であること 9.56% 57

⑤
複数サービスの料金の一括支払が可能で
あること

9.40% 56

固定電話サービスを変更した理由（複数回答：ｎ＝596）
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 （３）  当該結果は、NTT 東西加入電話から NTT 東西ひかり電話への変更を行っ

た者のみならず、NTT 東西加入電話から他事業者の直収電話への変更を行

った者等も含まれており、現時点ではこの結果のみをもって固定系ブロー

ドバンド市場へのレバレッジの有無を判断することは困難であるが、来年

度以降も利用者の意識の分析も含め、より詳細な設問を設定する等の工夫

を行いつつ、アンケート調査を行っていく必要がある。 

また、固定系ブロードバンド市場へのレバレッジの判断材料としては、

例えば、番号ポータビリティの状況について、事業者の協力を得つつ、利

用者の事業者の乗り換え状況を詳細に分析することも検討することが必要

である。 

なお、分析に当たっては、0ABJ-IP 電話（FTTH）の NTT 東西のシェアは

2011 年度末時点で 65.5%（対前年度末比 1.2 ポイント減）と減少傾向であ

ることや、近年のスマートフォン等の普及に伴い、固定系ブロードバンド

サービスを契約しない単身世帯等も増加していることも考慮する必要があ

る。 

 

【図表Ⅲ－23 0ABJ-IP 電話の事業者別シェア】 

 

（注） 2008 年４月、KDDI が中部コミュニケーション株式の一部譲渡を受けたことを踏まえ、2009.3 以降の中部テレコミュ

ニケーションのシェアは電力系事業者から KDDI に移行。 

出所： 総務省資料 

  

34.7%
41.0% 39.5% 38.1% 37.4% 36.0% 36.0% 35.8% 35.6% 35.4%

27.9%

34.3%
33.2%

32.5% 31.4%
30.7% 30.5% 30.3% 30.2% 30.1%

8.6%

6.2% 10.3% 14.7% 16.8% 18.2% 18.8% 19.6% 20.3% 21.3%

18.8%

12.3% 10.6% 8.3% 8.2% 7.9% 7.9% 7.8% 7.6% 7.5%

10.0%
6.2% 6.5% 6.4% 6.1% 7.2% 6.8% 6.5% 6.2% 5.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

06.3 07.3 08.3 09.3 10.3 11.3 11.6 11.9 11.12 12.03

NTT東日本 NTT西日本 KDDI 電力系事業者 その他



24 
 

２－３ ソフトフォンの動向 

 

（１） 第１編第１章の移動系通信（音声通信、データ通信）においても分析し

たとおり、近年、スマートフォン等が普及する中、専用の無料アプリをダ

ウンロードすることにより無料通話も可能となるいわゆるソフトフォン

の利用が拡大してきている。 

ソフトフォンは、アプリ利用者間において無料で通話が可能であること

に加え、有料で番号を取得し、アプリ利用者以外との通話も可能となるサ

ービスもあり、さらに、従来 PC 向けのサービスであったものが、スマート

フォン等でも利用可能となっていることから、移動系通信サービスで、固

定電話サービスを代替できる状況となっている。 

このため、ソフトフォンの利用者の動向を把握し、固定電話市場の分

析・評価において、その状況について勘案していくことが必要である。 

（２） このような観点から、利用者アンケート結果に基づき、利用者のソフト

フォン利用の動向について分析したところ、 

      ① 番号を使わないソフトフォンを利用している者はアンケート回答者全

体の 19.2%となっている（図表Ⅲ－24）。 

 

【図表Ⅲ－24 番号を使わないソフトフォンの利用状況】 

 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 
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（ｎ＝２，０１２）
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       利用する理由としては、「料金が無料又は安いから」が最も多く、87.1%

となっており、次いで「PC 等でインターネットを利用しながら同時に通話

できるから」が 41.3%、「手軽にビデオ通話が行えるから」が 22.7%と続い

ている（図表Ⅲ－25）。 

なお、番号を使わないソフトフォンサービスで主に利用しているものは

Skype で 77.8%となっている（図表Ⅲ－26）。 

 

【図表Ⅲ－25 番号を使わないソフトフォンを利用する理由】 

 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 

 

【図表Ⅲ－26  番号を使わないソフトフォンサービスで主に利用しているもの】 

 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 
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8.27%

7.24%

6.72%

Skype(301) Yahoo！メッセンジャー(32)

WindowsLiveメッセンジャー(28) その他(26)

（ｎ＝３８７）
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② 番号を使わないソフトフォンの１週間当たりの利用回数について見る

と、１回以上３回未満が 52.2%と最も多く、次いで０回が 24.3%、３回以

上５回未満 8.3%、５回以上 10 回未満 8.0%となっている（回答者数 387）

（図表Ⅲ－27）。 

また、１週間当たりの利用時間について見ると、１分未満が 20.2%、１

分以上５分未満が18.1%となっており、次いで10分以上30分未満が15.8%、

5 分以上 10 分未満が 15.0%となっている（図表Ⅲ－28）。 

これを固定電話におけるアンケート結果（ｐ18）と比較すると、固定電

話では、1週間当たりの利用時間が5分未満と回答した者が過半数（51.9％）

を占める一方、30 分以上と回答した者は 1 割程度（12.8％）となってい

るのに対し、番号を使わないソフトフォンでは 5 分未満と回答した者は

38.3％である一方、30 分以上と回答した者は 3 割（31.0％）となってお

り、ソフトフォンの方が長時間利用する人の割合が高いことが特徴的で

ある。 

これは、番号を使わないソフトフォンを利用する理由として「料金が無

料又は安いから」と回答した者の割合が最も高かったことを考えあわせ

ると、固定電話と比較して費用が安く抑えられることが大きな要因であ

ると考えられる。 
 

【図表Ⅲ－27 番号を使わないソフトフォンの１週間当たりの通話利用回数】 

 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 

【図表Ⅲ－28 番号を使わないソフトフォンの１週間当たりの通話利用時間】 

 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 
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また、番号を使わないソフトフォンを利用する場合に最もよく利用する

端末は PC が 85.0%、スマートフォン 12.9%、タブレット端末 2.1%となっ

ている（図表Ⅲ－29）。 

 

【図表Ⅲ－29 番号を使わないソフトフォンを利用する場合に最もよく利用する端

末】 

 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 

 

（３） これらの分析結果を踏まえると、現時点では、利用者の割合は固定電話

と比較すると少ない状況にあるが、今後、スマートフォン等が普及する中、

ソフトフォンの利用者数は増加していく傾向にあると考えられることか

ら、引き続き、ソフトフォンの利用動向が固定電話市場に与える影響とと

もに、固定電話の移動系通信サービスとの代替性についてもその動向を把

握していくことが必要である。 
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第３項 競争状況の評価 

（市場動向全般） 

１．固定電話市場（NTT 東西加入電話、直収電話、CATV 電話及び 0ABJ-IP 電話）の契

約数の動向を見ると、メタルから光ファイバへのマイグレーションの進展が予想さ

れる中、全国、地域別（東日本地域、西日本地域）のいずれにおいても、NTT 東西

加入電話、直収電話及び CATV 電話が減少する一方、0ABJ-IP 電話が増加傾向となっ

ている。 

この結果、市場全体の契約数も、全国、地域別のいずれにおいても減少傾向にあ

るとともに、これに伴い、売上高も減少傾向にある。 

なお、全体的な減少傾向は、単身世帯数の増加に伴い、音声通信を携帯端末のみ

で行い、固定電話を保有しない世帯が増加していることも一つの要因として考えら

れる。 

（事業者別の動向） 

２．2011 年度末時点における契約数の事業者別シェアを見ると、全国では NTT 東西の

シェアが 79.2%（対前年度末比 1.6 ポイント減）、地域別では NTT 東日本 80.3%（同

1.5 ポイント減）、NTT 西日本 78.0%（同 1.9 ポイント減）となっており、いずれも

減少傾向にあるが、依然として約８割を占めている状況にある。また、HHI は 6,428

（同 230 減）となっている。 

（固定電話等の利用状況） 

３．利用者アンケート結果において、固定電話の利用回数（１回未満 28.9%、１回以

上３回未満 27.2%）、利用時間（１分以上５分未満 31.7%、１分未満 20.2%）、１ヶ月

当たりの支払額（基本料を含む）（2,000 円未満 48.8%）のいずれを見ても、固定電

話の利用頻度は高くない状況となっている。 

また、固定電話を利用していないと回答した者（全体の 10％程度）にその理由を

聞いたところ、通話は携帯電話で行うからと回答したものが９割近くとなっている。 

さらに、PC やスマートフォン等に専用の無料アプリをダウンロードすることによ

り無料通話が可能となるソフトフォン（番号を使わないもの）の利用動向を調査し

たところ、現時点では、利用者の割合（回答者全体の 19.2%）は固定電話と比較す

ると少ないが、今後、スマートフォン等の普及に伴い増加していく可能性がある。 

（評価） 

４．上記のような状況を勘案し、固定電話市場における市場支配力に関しては、NTT

東西が依然として単独で市場支配力を行使し得る地位にあると考えられるが、第一

種指定電気通信設備に係る規制措置が講じられている中、 

・ 市場全体としては縮小傾向にあることや、 

・ 利用者アンケート結果における固定電話等の利用状況（固定電話を利用してい

ない者は回答者の 10％程度。利用していない理由としては「通話は携帯電話で行
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うから」が約 9割。） 

等も踏まえれば、NTT 東西が同市場において実際に市場支配力を行使する可能性は

低い。 

（今後の留意事項） 

５．固定電話市場については、メタルから光ファイバへのマイグレーションの進展が

予想される中、NTT 東西は設備面で見ても高いシェア（メタル回線の設備シェアは

99.8％(2011 年度末時点)）を有するなど、固定系ブロードバンド市場へのレバレッ

ジの懸念があるところであり、今後、利用者アンケートにおける詳細な分析や、関

係事業者の協力を得ながら、例えば番号ポータビリティの状況（IP 電話への移行に

おける事業者の乗り換え状況など）の詳細な分析等について検討することが必要で

ある。 

また、近年、スマートフォン等が普及する中、無料通話が可能となるソフトフォ

ン等の利用が拡大しつつあることから、固定電話市場への影響の有無や、固定電話

サービスと移動系通信サービスの代替性などの観点から、引き続きその動向を把握

していくことが必要である。 
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＜参考＞利用者アンケート 

 

【参考１ 固定電話サービスの今後の変更意向】 

  
 
【参考２ 現在利用している固定電話サービスに対する満足度】 

 

  

82.59%

2.60%

2.21%
1.93% 10.67%

変更したいと思わない(1494)

KDDI「auひかり電話」（※旧ひかりone電話）(47)

NTT東日本「ひかり電話」(40)

NTT西日本「ひかり電話」(35)

その他

（ｎ＝１，８０９）

4.70% 8.57%

52.02%

30.02%

4.70%

非常に不満である(85) 不満である(155) どちらとも言えない(941)

満足している(543) 非常に満足している(85)

（ｎ＝１，８０９）
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第３節 050-IP 電話市場の分析及び競争状況の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．本節では、「050-IP 電話市場」について分析・評価を行う。 

２．具体的には、評価のための指標として、以下のとおり、従来の基本データ

に加え、近年の 050-IP 電話市場の動向を踏まえ、評価に当たって勘案すべき

要素について分析を行い、評価を行うこととする。 

（１）基本データとして、 

① 市場の規模（利用番号数） 

② 事業者別シェア及び市場集中度 

③ 料金 

（２）また、評価に当たっての勘案要素として、ソフトフォンの動向 

についても分析を行う。 

これらの分析結果も踏まえ、「050-IP 電話市場」に関し、以下の点について

競争状況の評価を行う。 

（１） 単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

（２） 上記市場支配力の存在が認められる場合には、その行使の有無 

（３） 今後の留意事項 

 

１．050-IP 電話市場における市場支配力に関しては、 

事業者別のシェアの数値のみを見れば、複数の事業者が協調して市場支

配力を行使し得る地位にあると考えられるが、近年の 0ABJ-IP 電話の契約

数の増加に伴い、メタル回線による同サービスの市場としては縮小傾向に

あること、近年のソフトフォンの利用動向などを踏まえれば、実際に市場

支配力を行使する可能性は低い。 

 

２．今後の留意事項として、 

従来の 050-IP 電話市場が縮小傾向にある中、050 番号を使用するソフト

フォンも普及しつつあることから、同市場については、新たな市場の画定

の在り方も含め、ソフトフォンのサービスや利用の動向も把握しつつ、引

き続き分析・評価の在り方について検討を行うことが必要である。 

評価（抜粋） 
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第１項 基本データの分析 

１－１ 市場の規模 

050-IP 電話市場における利用番号数は、2011 年度末時点で 753 万（対前年度末

比 4.7%減）となっており、2007 年以降減少傾向にあるが、近年はほぼ横ばいとな

っている。 

 

【図表Ⅲ－30 利用番号数の推移】 

 

（注）2003.3 と 2004.3 については事業者アンケートに基づく数値であり、2005.3 以降は電気通信事業報告規則に基づく報告値

を用いている。 

出所：総務省資料 
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１－２ 事業者別シェア及び市場集中度 

050-IP 電話の利用番号数における事業者別のシェアは 2011 年度末で、ソフト

バンク BB が 39.6%（対前年度末比 2.2 ポイント減）、NTT コミュニケーションズが

39.4%（同 2.1 ポイント増）、KDDI が 6.5%（同 0.2 ポイント増）となっている。ま

た、フュージョン・コミュニケーションズが 5.7%（同 1.5 ポイント増）となって

いる。 

上位３社（ソフトバンク BB、NTT コミュニケーションズ、KDDI）のシェアの合

計は、2011 年度末時点で 85.5％（対前年度末比 0.1 ポイント増）となっており、

ほぼ横ばいで推移している。また、HHI は、3,215（同 5減）となっている。 

 

【図表Ⅲ－31 事業者別シェア及び市場集中度（HHI）の推移】 

 
出所：総務省資料 
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１－３ 料金 

050-IP 電話の料金は各事業者間でほぼ横並びの状況であり、近年大きな変化は

見られない。 

 

【図表Ⅲ－32 主な 050-IP 電話サービスの通話料の例】 

 

（注） 金額は税抜き 
出所：各社 HP を基に総務省作成 

 

  

事業者 サービス
加入者間通話

（円/３分）

一般加入電話
への通話
（円/３分）

携帯電話
への通話
（円/分）

米国への
国際電話
（円/分）

ソフトバンクＢＢ ＢＢフォン 0.0円 7.99円

25.0円
（8:00-23:00）

20.0円
（23:00-8:00）

7.99円（３分）
（アラスカ、ハワイ

含む）

NTTコミュニケーションズ OCNドットフォン 0.0円 8.0円 16.0円
9.0円

（グアム、サイパン
除く）

KDDI KDDI-IP電話 0.0円 8.0円

15.5円
（au宛）

16.0円
（au以外宛）

9.0円

ニフティ
@niftyフォン
（タイプC,F,K）

0.0円
（同タイプ同士、
又はタイプC,F相

互間のみ）

8.0円

18.0円
（タイプC,F）

20.0円
（タイプK）

2.5円
（タイプF）

9.0円
（タイプC,K）
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第２項 評価に当たっての勘案要素の分析 

２－１ ソフトフォンの動向 

 

（１） 本章第２節（２－３）でも述べたとおり、近年、スマートフォン等が普

及する中、専用の無料アプリをダウンロードすることにより無料通話も可

能となるいわゆるソフトフォンの利用が拡大してきている。 

（２） ソフトフォンは、PC 等において従来から利用されてきており、今後、ス

マートフォンの普及とともに利用が拡大することが想定され、アプリ利用

者間において無料で通話が可能であるとともに、有料で 050 番号を取得す

れば、アプリ利用者以外との電話も可能となるサービスもあることから、

本節で分析している従来の 050-IP 電話市場（メタル回線）との関係につい

ても注視していくことが必要である。このため、ソフトフォンのサービス

や利用の動向を引き続き把握し、050-IP 電話市場（メタル回線）の分析・

評価において勘案していくことが必要である。 
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第３項 競争状況の評価 

 

（市場動向全般） 

１．050-IP 電話市場における利用番号数を見ると、2011 年度末時点で 753 万（対前

年度末比 4.7%減）となっており、2007 年以降減少傾向にあるが、近年ほぼ横ばい

となっている。 

 

（事業者別の動向） 

２．050-IP 電話市場における利用番号数の事業者別シェアを見ると、ソフトバンク

BB が 39.6%（対前年度末比 2.2 ポイント減）、NTT コミュニケーションズが 39.4%（同

2.1 ポイント増）、KDDI が 6.5%（同 0.2 ポイント増）、フュージョン・コミュニケー

ションズが 5.7%（同 1.5 ポイント増）となっている。 

上位３社のシェアの合計は 85.5%となっており、ここ数年横ばいで推移している。

また、HHI は 3,215（同 5減）となっている。 

 

（ソフトフォンの動向） 

３．PC 又はスマートフォン等に専用の無料アプリをダウンロードすることにより、ア

プリ利用者間で無料通話が可能となるソフトフォンの中には、有料で 050 番号を取

得して、アプリ利用者以外との通話も可能となるサービスが提供され始めており、

今後、スマートフォン等の普及に伴い、このようなサービスの利用が増加していく

可能性がある。 

 

（評価） 

４．上記のような状況を勘案し、050-IP 電話市場における市場支配力に関しては、事

業者別のシェアの数値のみを見れば、複数の事業者が協調して市場支配力を行使し

得る地位にあると考えられるが、近年の 0ABJ-IP 電話の契約数の増加に伴い、メタ

ル回線による同サービスの市場としては縮小傾向にあること、近年のソフトフォン

の利用動向などを踏まえれば、実際に市場支配力を行使する可能性は低い。 

 

（今後の留意事項） 

５．従来の 050-IP 電話市場が縮小傾向にある中、050 番号を使用するソフトフォンも

普及しつつあることから、同市場については、新たな市場の画定の在り方も含め、

ソフトフォンのサービスや利用の動向も把握しつつ、引き続き分析・評価の在り方

について検討を行うことが必要である。 
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＜参考データ（中継電話）＞ 

 

【図表Ⅲ－33 中継電話（マイライン、マイラインプラス）の契約数（延べ）の推移】 

 

出所：マイライン協議会資料 

 

【図表Ⅲ－34 中継電話（市内）の契約数における事業者別シェア7の推移】 

 
出所：マイライン協議会資料、総務省資料 

                                                  
7 中継電話の契約数における事業者別シェアについては、NTT 加入電話に係る中継電話部分（マイ

ライン、マイラインプラス）だけでなく、直収電話、CATV 電話、0ABJ-IP 電話の中継電話部分も

含めた上で分析すべきとの指摘があったことを踏まえ、直収電話等を加えた中継電話全体として

事業者別シェアを計上。（県内市外、県外、国際についても同様） 
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【図表Ⅲ－35 中継電話（県内市外）の契約数における事業者別シェアの推移】 

 

出所：マイライン協議会資料、総務省資料 

 

【図表Ⅲ－36 中継電話（県外）の契約数における事業者別シェアの推移】 

 

出所：マイライン協議会資料、総務省資料 
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【図表Ⅲ－37 中継電話（国際）の契約数における事業者別シェアの推移】 

 

出所：マイライン協議会資料、総務省資料 
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第１節 法人向けネットワークサービスの市場画定 

 

１．サービス市場の画定 

法人向けネットワークサービスにおけるサービス市場の画定については、従

来の考え方を引き続き採用し、以下のとおりとする。 

（１） IP-VPN、広域イーサネット、インターネット VPN 及び NTT 東西のフレ

ッツ・オフィス等の各サービスを一体的に「WAN サービス市場」として

画定する。また、IP-VPN、広域イーサネット、インターネット VPN、NTT

東西のフレッツ・オフィス等の各サービスを「WAN サービス市場」の部

分市場として画定する。 

 専用サービスについては、その独立性を考慮し、「専用サービス市場」

として画定する。なお、本年度においては、従来、専用サービスに含め

て一体として分析していた「接続専用回線1」の状況も個別に勘案しつつ、

分析・評価を行っている。 

（２） インターネット VPN のほか、専用サービスの類型に入るフレームリレ

ー及びセルリレーについては、電気通信事業報告規則（昭和 63 年郵政

省令第 46 号）に基づくデータの入手を行っておらず、データ収集が困

難なため、分析・評価の対象としない。 

（３） なお、近年、法人向けネットワークサービスを巡っては、NTT コミュ

ニケーションズの BizCITY や KDDI の KDDI MULTI CLOUD など、従来の回

線中心のサービス提供とは別に、クラウドサービスや各種アプリケーシ

ョン等とともに一体的に提供するサービス形態が登場していることか

ら、これらのサービスの今後の動向を把握することが必要である。 

 

 

                                                  
1 少なくともその一端が他の事業者との相互接続点において終端する専用回線。例えば、Ａ社

の専用サービス等を利用するために相互接続点までのアクセスにＢ社の専用サービスを利用

する、という場合の後者のこと。NTT 東西の加入者系ダークファイバなどが代表的。 



2 
 

【図表Ⅳ－１ 法人向けネットワークサービスの市場画定】 

 

 

２．地理的市場の画定 

１．に基づき分析・評価を行う WAN サービス市場、専用サービス市場に係る

地理的市場の取扱いについては、サービス提供事業者のサービス地域を考慮し、

全国市場として画定する。 

 

 

＜参考＞法人向けネットワークサービスにおける各サービスの概要 

 

【WAN サービス】 

（１） IP-VPN（Internet Protocol–Virtual Private Network） 

電気通信事業者のIP網を用いて企業の拠点間通信ネットワークを構築

するもの。インターネットを経由しないため、インターネット VPN より

も機密性や信頼性に優れているとされる。 

（２） 広域イーサネット 

企業 LAN などで利用されているイーサネット方式を使い、地理的に離

れた拠点の LAN 同士をつないで企業通信ネットワークを構築するもの。

IP 以外のプロトコルを利用できる。 

（３） インターネット VPN 

インターネットを用いて企業の拠点間通信ネットワークを構築するも

の。データを暗号化し、インターネット経由で通信を行う方式で、回線

構築の費用が低廉であり、専用線などと比べて低コストで運用が可能。 

凡例： 画定市場 部分市場

ＷＡＮサービス

専用サービス

IP‐VPN

広域イーサネット

インターネットVPN

NTT東西のフレッツ・オフィス等

セ
ル
リ
レ
ー

フ
レ
ー
ム
リ
レ
ー
・
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（４） NTT 東西のフレッツ・オフィス等 

①  フレッツ網を利用した企業内通信サービス 

     ア 「フレッツ・オフィス」及び「フレッツ・オフィスワイド」 

「フレッツ・オフィス」は、NTT 東西のフレッツ網に企業ネットワ

ークやサーバを専用線又はイーサネットにより接続し、フレッツ・ア

クセスサービス（Bフレッツ等）を使ってアクセスすることを可能と

する、同一都道府県内に限定されたサービス。 

「フレッツ・オフィスワイド」は、「フレッツ・オフィス」と同様

のもので、都道府県の範囲を越えて NTT 東日本のエリア内又は NTT 西

日本のエリア内での通信が可能となるサービス。 

    イ 「フレッツ・グループアクセス」 

フレッツ・アクセスサービス（Bフレッツ等）の利用者間でグルー

プを構成し、最大 30 拠点でのグループ内通信を可能とする NTT 東日

本のサービス（NTT 西日本が提供する同様のサービスは「フレッツ・

グループ」）。 

   ウ 「フレッツ・VPN ゲート」及び「フレッツ・VPN ワイド」 

「フレッツ・VPN ゲート」は、法人のネットワークやサーバ等を NTT

東西の IP 通信網に接続し、「フレッツ光ネクスト」や「B フレッツ」

等のフレッツ・アクセスサービスの契約者との間でセンタ～エンド型

の通信を可能とするサービス。 

「フレッツ・VPN ワイド」は、「フレッツ光ネクスト」や「Bフレッ

ツ」等のフレッツ・アクセスサービスを利用し、最大 1000 拠点を接

続することを可能とするサービス（NTT 東西をまたがる拠点間を接続

するサービスの提供等も可能）。 

②  メガデータネッツ 

同一都道府県内における拠点間を１対１接続するもので、１箇所のホ

ストを中心としたセンタ～エンド型の通信網を構築することができる。

ただし、近年の契約数は、フレッツ・オフィス等の契約数の増加に伴い、

大きく減少してきている。 

 

【専用サービス】 

企業の拠点間等を１対１の直通の専用回線で結ぶ通信サービスの総称。 
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第２節 WAN サービス市場の分析及び競争状況の評価 

 

 

１．WAN サービス市場における市場支配力に関しては、 

事業者別シェア等を踏まえれば、NTT 系事業者が協調して市場支配力を行使し

得る地位にあると考えられるが、 

① NTT系事業者のシェアの合計が61.9%を占めているIP-VPNサービスの契約

数について見ると、同サービスの WAN 市場全体の中でのシェア自体が減少傾

向にあること 

② 契約数が増加傾向にある広域イーサネットサービスについては、NTT 東西

のシェアがここ数年減少傾向にある一方、NTT 東西とシェアが拮抗している

KDDI のシェアは増加傾向にあること 

③ 近年、従来の回線中心のサービス提供のみならず、各事業者がクラウドサ

ービスや各種アプリケーション等との一体的なサービスを新たに展開し始

めていること 

等を考慮すれば、実際に市場支配力を行使する可能性は低い。 

 

２．今後の留意事項として、 

WAN サービスの提供形態も、近年、クラウドサービスや各種アプリケーション

等との一体的なサービスが提供され始めていることから、今後の分析・評価に当

たっての勘案要素として、その動向を把握していくことが必要である。 

 

１．本節では、「WAN サービス市場」について分析・評価を行う。 

２．具体的には、評価のための指標として以下の基本データについて分析を

行う。 

① 市場の規模（契約数） 

② 事業者別シェア及び市場集中度（上位３社シェア、HHI） 

③ 料金 

これらの分析結果も踏まえ、WAN サービス市場に関し、以下の点につい

て競争状況の評価を行う。 

（１） 単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

（２） 上記市場支配力の存在が認められる場合には、その行使の有無 

（３） 今後の留意事項  

 

評価（抜粋） 
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第１項 基本データの分析 

１－１ 市場の規模 

WAN サービスの契約数の推移を見ると、IP-VPN、広域イーサネット及び NTT

フレッツ・オフィス等の各サービスとも引き続き拡大しており、2011 年度末

時点において全体で 103 万（対前年度末比 6.8%増）を超えている。 

WAN サービスのうち、IP-VPN の全体に占めるシェアが減少傾向にある一方、

広域イーサネット及び NTT フレッツ・オフィス等のシェアが増加傾向にある。

なお、NTT フレッツ・オフィス等については、内訳としては、メガデータネッ

ツは減少している中、フレッツ網を利用した企業内通信サービスが増加してい

る（図表Ⅳ－３）。 

 

【図表Ⅳ－２ WAN サービスのサービス別契約数等の推移】 

 
（注）「フレッツ・オフィス等」とは、NTT 東西が提供する、メガデータネッツ、フレッツ・オフィス、フレッツ・オフ

ィスワイド、フレッツ・グループアクセス、フレッツ・グループ、フレッツ・VPN ゲート及びフレッツ・VPN ワイド

の各サービスを指す。 

出所：総務省資料及び NTT 東西の公表資料等を基に総務省作成 
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【図表Ⅳ－３ フレッツ・オフィス等のサービス別契約数の推移】 

 

 

（注）「フレッツ網を利用した企業内通信サービス」とは、NTT 東西が提供する、フレッツ・オフィス、フレッツ・オフ

ィスワイド、フレッツ・グループアクセス、フレッツ・グループ、フレッツ・VPN ゲート及びフレッツ・VPN ワイド

の各サービスを指す。 

出所：総務省資料及び NTT 東西の公表資料等を基に総務省作成 
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１－２ 事業者別シェア及び市場集中度 

 

１－２－１ 事業者別シェア 

 

（１） WAN サービス市場 

事業者別シェアの推移を見ると、NTT 東西のシェアは 2011 年度末で

37.9%（対前年度末比 0.6 ポイント増）、NTT コミュニケーションズは

22.0%(同 1.0 ポイント減)、KDDI は 16.9%（同 0.2 ポイント増）、電力

系事業者は 5.2%（同 0.1 ポイント増）という状況になっている。 

また、NTT 系事業者のシェアの合計を見ると、66.9％となっている

（同 0.5 ポイント減）。 

 

【図表Ⅳ－４ 事業者別シェアの推移】 

 

    （注） 2008 年４月、KDDI が中部テレコミュニケーションの株式の一部譲渡を受けたことを踏まえ、2009.3 以

降の中部テレコミュニケーションのシェアは電力系事業者から KDDI に移行。 

出所：総務省資料及び NTT 東西の公表資料等を基に総務省作成 
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（２） IP-VPN 市場 

WANサービス市場の部分市場であるIP-VPN市場の事業者別シェアを

見ると、NTT コミュニケーションズが 2011 年度末で 47.6%（対前年度

末比 0.4 ポイント減）となっており、ここ数年減少傾向にある。 

その他、KDDI が 17.4%（同 1.3 ポイント減）、ソフトバンクテレコム

が 13.5%（同 0.9 ポイント増）となっている。 

また、NTT 系事業者のシェアの合計を見ると、61.9%（同 0.3 ポイン

ト減）となっている。 

 

【図表Ⅳ－５ 事業者別シェアの推移】 

 

出所：総務省資料 
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（３） 広域イーサネット市場 

WAN サービス市場の部分市場である広域イーサネット市場の事業者

別シェアを見ると、NTT 東西のシェアは 2011 年度末で 31.7%（対前年

度末比 1.2 ポイント減）となっており、ここ数年減少傾向にある一方、

KDDI が 30.2%（同 2.1 ポイント増）となっており、増加傾向にある。 

また、NTT 系事業者のシェアの合計を見ると、45.5%（同 1.8 ポイン

ト減）となっており、近年減少傾向にある。 

 

【図表Ⅳ－６ 事業者別シェアの推移】 

 

（注１） 2005 年 10 月、旧パワードコムは KDDI と合併。 

（注２） 2008 年４月、KDDI が中部テレコミュニケーションの株式の一部譲渡を受けたことを踏まえ、2009.3 以降の

中部テレコミュニケーションのシェアは電力系事業者から KDDI に移行。 

出所：総務省資料 
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１－２－２ 市場集中度 

 

（１） 上位３社シェア 

WAN サービス市場における上位３社（NTT 東西、NTT コミュニケー

ションズ及び KDDI）のシェアは 2008 年度末に上昇した後ほぼ横ばい

となっており、2011 年度末で 76.8％（対前年度末比 0.3 ポイント減）

となっている。 

また、部分市場である IP-VPN 市場については 2008 年度末から減

少傾向にある一方（78.1%、対前年度末比 1.4 ポイント減）、広域イー

サネット市場についてはこの２年間微増となっている（71.7%、同 0.4

ポイント増）。 

 

【図表Ⅳ－７ 上位３社シェアの推移】 

 
（注１）NTT 東西は１社としてシェアを算出。 

（注２）「全体」は、IP-VPN、広域イーサネット及びフレッツ・オフィス等を合算したもの。 

出所：総務省資料及び NTT 東西の公表資料等を基に総務省作成 
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（２） 市場集中度 

WAN サービス市場における HHI は、2011 年度末で 2,313（対前年度

末比 5増）となっており、近年ほぼ横ばいで推移している。 

また、部分市場である IP-VPN 市場、広域イーサネット市場につい

ても、近年若干の増減があるものの、ほぼ横ばいの傾向が続いている。 

 

【図表Ⅳ－８ 市場集中度（HHI）の推移】 

 

（注１）NTT 東西は１社としてシェアを算出。 

（注２）「全体」は、IP-VPN、広域イーサネット及びフレッツ・オフィス等を合算したもの。 

出所：総務省資料及び NTT 東西の公表資料等を基に総務省作成 
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１－３ 料金 

WAN サービスについては、実際に提供されている料金の推移等を把握するこ

とは困難であるが、「2005 年基準  企業向けサービス価格指数2」の一部として、

日本銀行が公表している IP-VPN と広域イーサネットを対象とする WAN サービ

スの価格指数を見ると、ここ数年ほぼ横ばいとなっている。 

 

【図表Ⅳ－９ 企業向けサービス価格指数の推移】 

出所：日本銀行「2005 年基準 企業向けサービス価格指数」に基づき作成 

 

  

                                                  
2 「企業向けサービス価格指数」とは、企業間で取引される「サービス」の価格に焦点を当て

た物価指数であり、指数の対象となっているサービスの価格に、各々のサービスの重要度（ウ

エイト）を掛け合わせ、集計することにより作成した物価指数である。価格は、サービスの代

表的な価格を個別に調査することにより入手し、ウエイトは、指数の対象となっている企業間

取引額から算出している。指数は、個別に調査したサービスの代表的な価格をそれぞれ指数化

し、ウエイトで加重平均することにより作成している。なお、詳細は「企業向けサービス価格

指数の解説」（日本銀行）参照。 
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第２項 競争状況の評価 

 

（市場動向全般） 

１．WAN サービス市場（IP-VPN、広域イーサネット、NTT フレッツ・オフィス等）

の契約数は 2011 年度末時点で 103 万（対前年度末比 6.8%増）となっており、引

き続き増加している。 

各サービスの市場全体に占める割合を見ると、IP-VPN（40.7 万、市場全体の

39.5%）は減少傾向にある一方、広域イーサネット（34.2 万、同 33.2%）及び NTT

フレッツ・オフィス等（28.2 万、同 27.4%）は増加傾向にある。なお、NTT フレ

ッツ・オフィス等の内訳としては、従来のメガデータネッツが減少する中、フレ

ッツ網を利用した企業内通信サービスが増加している。 

 

（事業者別の動向） 

２．事業者別シェアを見ると、NTT 東西のシェアは 2011 年度末時点で 37.9%（対前

年度末比0.6ポイント増）、NTTコミュニケーションズ22.0%（同 1.0ポイント減）、

KDDI16.9%（同 0.2 ポイント増）、電力系事業者 5.2%（同 0.1 ポイント増）とな

っており、ここ数年ほぼ横ばいで推移している。 

NTT 系事業者のシェアの合計を見ると、66.9%（同 0.5 ポイント減）となって

おり、依然として大きな割合となっている。 

サービス別では、IP-VPN については NTT コミュニケーションズが 2011 年度末

で 47.6%（対前年度末比 0.4 ポイント減）、KDDI が 17.4%（同 1.3 ポイント減）、

ソフトバンクテレコムが 13.5%（同 0.9 ポイント増）となっているほか、NTT 系

事業者のシェアの合計が 61.9%（同 0.3 ポイント減）となっている。 

一方、広域イーサネットについては NTT 東西が 2011 年度末時点で 31.7%（対

前年度末比 1.2 ポイント減）とここ数年減少している一方、KDDI が 30.2％（同

2.1 ポイント増）と増加傾向にある。NTT 系事業者のシェアの合計は 45.5%（同

1.8 ポイント減）と近年減少傾向にある。 

HHI は 2011 年度末時点で 2,313（対前年度末比 5増）となっており、近年横ば

いで推移している。 

 

（評価） 

３．上記のような状況を勘案し、WAN サービス市場における市場支配力に関しては、

事業者別シェア等を踏まえれば、NTT 系事業者が協調して市場支配力を行使し得

る地位にあると考えられるが、 

① NTT 系事業者のシェアの合計が 61.9%を占めている IP-VPN サービスの契約

数について見ると、同サービスの WAN 市場全体の中でのシェア自体が減少傾

向にあること 

② 契約数が増加傾向にある広域イーサネットサービスについては、NTT 東西の
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シェアがここ数年減少傾向にある一方、NTT東西とシェアが拮抗しているKDDI

のシェアは増加傾向にあること 

③ 近年、従来の回線中心のサービス提供のみならず、各事業者がクラウドサ

ービスや各種アプリケーション等との一体的なサービスを新たに展開し始め

ていること 

等を考慮すれば、実際に市場支配力を行使する可能性は低い。 

 

（今後の留意事項） 

４．WAN サービスの提供形態も、近年、クラウドサービスや各種アプリケーション

等との一体的なサービスが提供され始めていることから、今後の分析・評価に当

たっての勘案要素として、その動向を把握していくことが必要である。 
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第３節 専用サービス市場の分析及び競争状況の評価 

 

 

１．専用サービス市場における市場支配力に関しては、 

「接続専用回線」の状況を考慮しても、事業者別シェアを踏まえれば、NTT 東

西が専用サービス市場において単独で市場支配力を行使し得る地位にあると考

えられるが、近年、クラウドサービス等の普及に伴い、一般企業による通信ネッ

トワークの構築は専用サービスから WAN サービス（IP-VPN、広域イーサネット、

フレッツ・オフィス等）へ移行している状況の中、実際に市場支配力を行使する

可能性は低い。 

 

２．今後の留意事項として、 

専用サービス市場については、「接続専用回線」を除く契約数は減少傾向にあ

ることから、クラウド型の WAN サービスの登場などを踏まえ、その動向を把握し

つつ、今後の市場の画定も含め、法人向けネットワークサービスのサービス市場

の在り方を検討することが必要である。 

 

１．本節では、「専用サービス市場」についての分析・評価を行う。 

２．具体的には、評価のための指標として以下の基本データについて分析を

行う。 

① 市場の規模（契約数） 

② 事業者別シェア及び市場集中度 

③ 料金 

これらの分析結果も踏まえ、専用サービス市場に関し、以下の点につい

て競争状況の評価を行う。 

（１） 単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

（２） 上記市場支配力の存在が認められる場合には、その行使の有無 

（３） 今後の留意事項 

 

 

 

 

評価（抜粋） 



16 
 

第１項 基本データの分析 

１－１ 市場の規模 

（１） 専用サービスの契約数は 2010 年度末で 76.9 万（対前年度末比 6.4%

増）となっており、市場全体としては、引き続き増加している。 

この増加要因について、さらに専用サービスの各サービスごとの契約

数の推移を分析すると、従来主流であった高速ディジタル伝送サービス
3、イーサネット専用サービス4、ATM 専用サービス5の全体に占めるシェ

アがいずれも減少する中、IP ルーティング網専用サービス6（54.4 万、

対前年度末比 15.0%増）のシェアのみが増加していることから、市場全

体の増加は同サービスの増加によるものである。 

（２） この IP ルーティング網専用サービスは、全て NTT 東西が他の電気通

信事業者に対し、足回り回線用の「接続専用回線」として提供している

ものであり、一般の企業向けに提供される専用サービスとは内容や提供

対象が異なっている。 

このため、一般の企業向けという観点から専用サービスの契約数につ

いて、同サービスの全体の契約数から、IP ルーティング網専用の契約数

のほか、高速ディジタル伝送、イーサネット専用、ATM 専用の各サービ

スの中で「接続専用回線」として他の電気通信事業者に提供されている

契約数も除外すると、2010年度末時点で 6.5万（対前年度末比 21.7%減）

となっており、専用サービス全体の約１割弱を占める程度となっている。 

 

  

                                                  
3 主に STM 方式（同期転送モード：1 本の回線を複数の論理回線（チャネル）に分割して同時
に通信を行う方式）を採用した専用サービス。 
4 複数の LAN をイーサネットインターフェースで直接接続することが可能なイーサネット方式

による専用サービス。 
5 ATM 方式（非同期転送モード：音声、データ、映像等、情報量や通信速度の異なる情報を「セ

ル」に分割して転送する方式）を採用した専用サービス。 
6 ユーザー宅から収容局の相互接続点までを結ぶ常時接続型のアクセス回線サービス。 
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【図表Ⅳ－10 専用サービスのサービス別契約数の推移】 

 
出所：総務省資料 

 

【図表Ⅳ－11 接続専用回線を除いた専用サービスのサービス別契約数の推移】 

 
出所：総務省資料 
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１－２ 事業者別シェア及び市場集中度 

１－２－１ 事業者別シェア 

 専用サービス市場全体の契約数における事業者別シェアを見ると、NTT 東

西が 2010 年度末で 93.3％（対前年度末比 1.4 ポイント増）と高いシェアを

占めており、ほぼ独占的な状況が続いているが、接続専用回線を除いた契約

数で見ると、NTT 東西のシェアは 2010 年度末で 45.9％（同 2.4 ポイント増）

となっている。 

 

【図表Ⅳ－12 専用サービスの事業者別シェアの推移】 

 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅳ－13 接続専用回線を除いた専用サービスの事業者別シェアの推移】 

  

出所：総務省資料 
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１－２－２ 市場集中度 

専用サービス市場の HHI は 2010 年度末時点で 8,722（対前年度末比 271

増）となっているが、接続専用回線の契約数を除いた場合、2,993（同 411

増）となっている。 

 

【図表Ⅳ－14 市場集中度（HHI）の推移】 

 出所：総務省資料 
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１－３ 料金 

 

専用サービスに関しては、ボリュームディスカウント等による相対料金で提

供される場合も多く、実際に提供されている料金の推移等を把握することは困

難であるが、日本銀行が「2005 年基準 企業向けサービス価格指数」の「専

用線」の価格指数を公表している。 

当該指数は、一般専用サービス7の料金も考慮されており、本章の専用サー

ビス市場の範囲と完全に一致はしていないが、一般的な料金水準の推移の傾向

として参考となる。 

これによると、2005 年以降の「専用線」の価格指数は横ばいとなっている。 

 

【図表Ⅳ－15 企業向けサービス価格指数の推移】 

 

出所：日本銀行「2005 年基準 企業向けサービス価格指数」に基づき作成 
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に適したディジタルタイプの符号品目（50b/s～9,600b/s）があり、主に事業所間の内線電話
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第２項 競争状況の評価 

 

（市場動向全般） 

１．専用サービス市場（IP ルーティング網専用サービス、イーサネット専用サー

ビス、ATM 専用サービス、高速ディジタル伝送サービス）の契約数は 2010 年度

末時点で 76.9 万（対前年度末比 6.4％増）となっており、引き続き増加してい

る。 

しかしながら、各サービス別の動向を見ると、従来主流であった高速ディジタ

ル伝送サービス、イーサネット専用サービス、ATM 専用サービスの全体に占める

シェアがいずれも減少する中、IP ルーティング網専用サービス（54.4 万、対前

年度末比 15.0％増）のシェアが増加傾向にある。 

IP ルーティング網専用サービスは、全て NTT 東西が他の電気通信事業者に対

し、その足回り回線用として「接続専用回線」（ダークファイバ）の形態を提供

しているものである。 

このような IP ルーティング網専用サービスのほか、高速ディジタル伝送サー

ビス、イーサネット専用サービス、ATM 専用サービスにおいても「接続専用回線」

として他の電気通信事業者に提供されているものもあるため、これらの「接続専

用回線」としての契約数を除く一般企業向けの専用サービスの契約数は 2010 年

度末時点で 6.5 万（対前年度末比 21.7％減）となっており、年々減少傾向にあ

る。 

これは、一般企業による通信ネットワーク構築が専用サービスから専用の回線

を利用しない WAN サービス（IP-VPN、広域イーサネット、フレッツ・オフィス等）

へ移行していることがその要因として考えられる。 

 

（事業者別の動向） 

２．契約数における事業者別のシェアを見ると、NTT 東西合わせて 2010 年度末時

点で 93.3%（対前年度末比 1.4 ポイント増）と依然として高い数値となっている

が、上記の「接続専用回線」を除く契約数で見ると、45.9%（同 2.4 ポイント増）

となっている。 

なお、HHI は 2010 年度末時点で 8,722（対前年度末比 271 増）、「接続専用回線」

を除いた場合、2,993（同 411 増）となっている。 

 

（評価） 

３．上記のような状況を勘案し、専用サービス市場における市場支配力に関しては、

「接続専用回線」の状況を考慮しても、事業者別シェアを踏まえれば、NTT 東西

が専用サービス市場において単独で市場支配力を行使し得る地位にあると考え

られるが、近年、クラウドサービス等の普及に伴い、一般企業による通信ネット

ワークの構築は専用サービスから WAN サービス（IP-VPN、広域イーサネット、フ
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レッツ・オフィス等）へ移行している状況の中、実際に市場支配力を行使する可

能性は低い。 

 

（今後の留意事項） 

４．専用サービス市場については、「接続専用回線」を除く契約数は減少傾向にあ

ることから、クラウド型の WAN サービスの登場などを踏まえ、その動向を把握し

つつ、今後の市場の画定も含め、法人向けネットワークサービスのサービス市場

の在り方を検討することが必要である。 

 

 

 



 
 
 
 
 
 
 

第２編 戦略的評価 

 

 
 

 



はじめに 

（戦略的評価のテーマ） 

 

 

（１） 本年度の競争評価においては、第１編にあるとおり、定点的評価の対象市場

のうち、特に、「移動系通信（音声通信、データ通信）」及び「FTTH 市場」を重

点的に取り上げ、従来の指標に加え、幅広い要素を勘案して分析・評価を行っ

ている。 

（２） 本年度の戦略的評価については、これらの市場の重点的な分析に資する観点

からテーマを選定し、その分析結果を定点的評価に活用しているところである。 

    本編においては、本年度の戦略的評価の分析結果の概要について、各種デー

タとともに説明する。 

（戦略的評価のテーマ） 

   ① 「移動系通信（音声通信、データ通信）」に関連し、近年、移動系データ

通信のサービス形態が回線サービスのみならず、コンテンツ、SNS、動画配

信や音楽配信等のプラットフォーム、端末といったネットワーク以外の上

位・下位レイヤーのサービスとの連携も見られるようになってきていること

を踏まえ、特に、利用者の急増が著しいプラットフォームを含む、上位レイ

ヤーの動向を把握する観点から、「固定ブロードバンド・モバイルインター

ネットの上流サービス利用分析」をテーマとして選定。 

② 「FTTH 市場」に関連し、当該市場に影響を及ぼす可能性のある事業者間

取引の状況について把握するため、「FTTH 市場における事業者間取引の状況」

をテーマとして選定。 

なお、本テーマは競争評価と、2012 年度から運用が開始された「ブロード

バンド普及促進のための公正競争レビュー制度」（注）との連携を強化する

観点から、同制度における検証の柱の一つである「ブロードバンド普及促進

に向けた取組状況の検証」へのアプローチとしての分析にも資するものであ

る。 

 

（注） 「「光の道」構想に関する基本方針」（2010 年 12 月 14 日）に基づきブロードバン

ド環境の整備を促進するため、従来の競争セーフガードの対象を拡大したもの（光

の道構想に関する取組状況の検証を追加）。総務省においては上記基本方針にあると

おり、次世代ネットワーク（NGN）をはじめとするブロードバンド市場の公正競争環

境の整備に取り組むとともに、毎年度の継続的チェックや制度整備の実施後３年を

目途とした包括的検証を行うこととしている。 

 

（３） なお、上記テーマの分析に当たっては、「固定ブロードバンド・モバイルイ



ンターネットの上流サービス利用分析」については、競争評価アドバイザリー

ボードの構成員である依田高典京都大学大学院経済学研究科教授をはじめ、黒

田敏史東京経済大学講師、高口鉄平静岡大学講師の御協力を得て利用者アンケ

ートを実施し、その結果に基づき分析を行っている。 

    また、「FTTH 市場における事業者間取引の状況」については、電気通信事業

者へのアンケートを実施し、その結果を中心に分析を行っている。 

 

 



 
  

 
 
 
 
 

 

 
第１章 固定ブロードバンド・モバイルインターネ

ットの上流サービス利用分析
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第１節 本評価の目的 

 

１．分析の背景 

（１） 近年、移動系通信市場を巡る環境は著しく変化してきており、無線の高速

ブロードバンド化に伴い、スマートフォンやタブレット PC といった端末の高

機能化及び多様化、コンテンツ・アプリケーション、プラットフォームレイ

ヤーにおける豊富なサービスの登場などを背景として、従来の通信事業者等

のビジネスモデルもデータ通信を中心に大きく様変わりしてきている。 

（２） このような観点から、総務省では、昨年度（2010 年度）の戦略的評価に

おいて「携帯電話端末、スマートフォン、タブレット PC の需要代替性の調査

分析」を行ったところである。 

（３） 本年度の戦略的評価のテーマについては、移動系データ通信のサービス形

態が回線サービスのみならず、コンテンツ、SNS、検索、動画配信や音楽配信

等のプラットフォーム、端末といったネットワーク以外の上位下位レイヤー

のサービスや他業種との業務提携等が見られることを踏まえ、特に、利用者

の急増が著しい SNS 等のプラットフォームを含む、上位レイヤーの動向を把

握する観点から「固定ブロードバンド・モバイルインターネットの上流サー

ビス利用分析」を取り上げることとした。 

なお、本分析結果については、定点的評価においても適宜活用することと

する。 

 

２．分析の方法 

本評価では、上位下位レイヤーの利用動向について把握するため、利用者に

対する Web アンケートを実施し、その結果を基に定性的分析を中心とした分析

を行う。 

なお、分析に当たっては、京都大学大学院経済学研究科依田高典研究室の協

力を得た。 
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【図表Ⅴ－１ 各年度における Web アンケートの調査対象】 
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第２節 分析結果 

１．移動系サービスの動向 

（１）スマートフォン・タブレット PC への移行 

① 現在利用している端末と将来の利用意向 

現在利用している端末については、従来型の携帯電話端末が多くなってい

るものの、その割合は 69.9％と、昨年度の同分析における結果（81.1％）

よりも減少している。 

他方、次回買い換え時の利用意向では、従来型の携帯電話端末のシェアが

下がり、スマートフォンのシェアが上がっている。ただし、次回の買い換え

予定時期を踏まえると（下記②参照）、直ちに移行が進むというわけではな

い。 

② 現在利用している端末の利用期間と買い換え予定時期（買い換えサイクル） 

現在利用している端末の利用期間については、現在最も頻繁に利用してい

る端末を 2年以上利用している者が 46.9％、2年未満の利用者は、53.1％と

なっている中、次回の買い換え時期については 50.4％と約半数の利用者が

未定となっている。 

これらの結果を踏まえると、端末を長期間使い続ける利用者と、最近端末

を買い換えた利用者との間で買い換えサイクルの両極化が進むと考えられ

る。 

③ 移動体端末の複数台持ちの希望 

移動体端末の複数台持ちの希望については、従来型の携帯電話端末、スマ

ートフォン、タブレット PC のいずれかのみを１台持つことを希望する割合

が半数以上（56.4％）となっており、昨年度（53.4％）と比較しても増加し

ている。中でも従来型の携帯電話端末を希望する割合が全体の 33.9％と最

も高い。 

他方、複数台持ちを希望するという回答の比率も、昨年度（39.4％）と比

較して低下しているものの、36.9％と一定程度の割合を占めている。 

なお、複数台持ちを希望する者の中では、従来型の携帯電話端末とスマー

トフォンの２台を持つことを希望する割合が全体の 15.6％と２割近くを占

めている。 
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※ 端末から見たキャリアのシェア 

移動体端末の種別ごとに見たキャリアのシェアは、以下のとおりとなっている（括

弧内は昨年度の数値）。 

ア 従来型の携帯電話端末については、NTT ドコモ 48.5％（46.6％）、KDDI26.7％

（28.6％）、ソフトバンクモバイル 23.8％（21.6％）。 

イ スマートフォンについては、NTT ドコモ 41.3％（25.0％）、ソフトバンクモバイ

ル 35.1％（52.8％）、KDDI21.6％（12.9％）。 

ウ タブレット PC については、NTT ドコモ 42．6％（4.5％）、ソフトバンク 33.8％

(43.2％)、KDDI14.7％（15.9％）。 

なお、昨年度の調査と比較すると、NTT ドコモのシェアは、いずれの端末種別におい

ても上昇している。 

他方、スマートフォン・タブレット PC については、昨年度、ソフトバンクのシェア

が高く、いずれも１位となっていたが、本年度のシェアは低下し２位となっている。 

（２）OS 別の動向 

 現在利用しているスマートフォンとタブレット PC について、OS 別に見る

と、いずれの端末においても、Android と iOS の 2 社で 95％以上のシェアを

占めているが、端末種別ごとに見ると、スマートフォンにおけるシェアは、

Android64.4％、iOS32.0％となっているのに対し、タブレット PC における

シェアは Android40.0％、iOS57.8％と順位が逆転している。 

（３）アプリの利用動向 

① 用途別に見た移動体端末の利用意向 

通話・メール・電子マネーのような基本サービスは従来型の携帯電話が、

Web メール・スケジュール帳・住所録・音楽・ワンセグ・ゲームのような

応用サービスはスマートフォンが、Web 閲覧・電子書籍のようなサービス

はタブレット PC が支持されている。 

ただし、昨年度と比較して「どれもあてはまらない」という回答が急増

しており、ある種、新しく登場した端末等への興ざめのような反応が生じ

ているとも考えられる。 

② モバイル・インターネットにおける上流サービスの利用動向 

モバイル・インターネットにおける上流サービスの利用動向について

は、移動体端末利用者全体及び OS 別（Android・iOS）の分析を行った。 

全体的な傾向としては、SNS、動画配信、音楽配信、アプリマーケット、

決済サービス、地図サービス等において、スマートフォンユーザーの利

用率が高くなっている。 

これをスマートフォンの OS 別に見ると、電子書籍ストア、電子新聞、

音楽配信においては、iOS 利用者の利用率の方が高くなっている。 
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③ Google・Apple のアプリの利用率 

利用者アンケートに基づき、Google(Android)・Apple(iOS)の主要なア

プリについて、プリインストールされた端末（以下「プリインストール

端末」という。）のユーザーによる利用率を、プリインストールされてい

ない端末を含む移動体端末ユーザー全体の利用率と比較し、分析を行っ

た。 

Google・Apple のサービス（アプリ）の利用率を見るとプリインストー

ル端末の利用者においてアプリ利用率が約２倍から９倍と高くなってい

る。 

プリインストール端末利用者の利用率が高いアプリは、 

ア Android では、Gメール（61.6％）、Google 検索（68.1％）、You Tube

（75.7％）及び Android Market（73.7％）、Google Map（65.5％） 

イ iOS では、App Store（88.0％）、iTunes（69.2％）、iCloud（46.2％） 

となっている。 

上記の結果から、Google・Apple ともに自社 OS 端末に自社のアプリを

プリインストールすることで、自社のアプリの利用率は飛躍的に高まっ

ており、今後、端末の OS、アプリのプリインストール状況、アプリの利

用率の相互関係について注目していくことが必要である。 

（４）エコシステム 

① Google のエコシステム 

Google のエコシステムでは、動画配信、アプリマーケット、地図サービ

スなど上流サービスで広くシェアがある。メールサービス、検索、個人向

けクラウドなどは Android 端末利用者におけるシェアが高いが、メールサ

ービス、検索では、Android のみならず iOS でもシェアを獲得している。

一方で、SNS、電子書籍ストア、電子新聞、音楽配信、決済サービスではシ

ェアが低く、今後の課題となっていると考えられる。 

② Apple のエコシステム 

Apple のエコシステムでは、音楽配信、アプリマーケット、個人向けク

ラウドなど、いくつかの上流サービスで高いシェアを有している。Apple

のエコシステムは、iOS でのシェアが圧倒的に高く、垂直統合型ビジネス

モデルとなっているといえる。一方で、メールサービス、検索、SNS、電子

新聞、動画配信、決済サービス、地図サービスではシェアが低く、今後の

課題となっていると考えられる。 
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２．固定系サービス 

（１） 050 番号電話・ソフトフォンの利用動向 

① 「050」番号を利用する IP 電話では、全体の利用率が 14.6％となってお

り、その内訳は BB フォンのシェアが 45.2％となっているなど、電話会社系

のサービスが上位シェアを占めている。 

利用開始時期については 5年以上 10 年未満の長期利用者が最も割合が高

くなっている。また、「サービスに満足している」と回答した利用者は 42.5％

と半数近くとなっており、「固定電話よりも「050」番号を利用する IP 電話

の使用頻度が高い」と回答した利用者は 57.6％と半数を超えている。 

なお、「050」番号を利用する IP 電話を使う理由は「無料または安いから」

が多く（81.0％）、利用しない理由は「固定・携帯電話を使うから」が多い

（53.1％）。 

② 「050」番号・番号を使用しないソフトフォンでは、全体の利用率が 19.2％

となっている。シェアについては、Skype が 77.8％と圧倒的である。 

利用開始時期については２年以上５年未満の短期利用者の割合が最も高

くなっている。また、「サービスに満足している」と回答した利用者は 44.5％

と半数近くとなっている一方で、「固定電話よりも「050」番号を利用しない

ソフトフォンの使用頻度が高い」と回答した利用者は 32.1％にとどまって

いる。 

なお、「050」番号を利用しないソフトフォンを使う理由は「無料または

安いから」が多く（87.1％）、利用しない理由は「固定・携帯電話を使うか

ら」が多い（46.9％）。 

 

（２） 固定系ブロードバンドの上流サービスの利用動向 

固定電話における上流サービスの利用動向では、メールサービス、検索、

動画配信、SNS が多くのユーザーが利用するサービスであり、特にメールサー

ビス、検索については、100％近いユーザーが利用している。 

なお、上記傾向に関しては、FTTH 利用者と ADSL 利用者といった利用回線

別でも大きな差は見られない。 

（３）－１ Google のエコシステム 

Google のエコシステムでは、動画配信におけるシェアが圧倒的に高くなっ

ている。一方、その他のサービスについては、検索が一定のシェアを有して

いることを除けば、それほど高いシェアを有しているサービスはない。 

ただし、検索については、直接 Google が提供している検索のほか、Yahoo!

等の検索エンジンも Google が提供している点に注意が必要である。 
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（３）－２ Apple のエコシステム 

Apple のエコシステムでは、音楽サービスの利用シェアが圧倒的に高くな

っている。一方、その他のサービスについては、それほど高いシェアを有し

ているサービスはない。 

 

３．考察 

同一ユーザーが、固定ブロードバンドとモバイル・インターネットにおいて、

最もよく利用する上流サービス（検索、SNS、メール）の代表的事業者間の選択に

関する相関関係を分析した。 

（１） 検索における Yahoo!と Google の選択では 

① 固定で Yahoo!を選択している人のうち、89.8％が移動体でも Yahoo！を選

択 

② 固定で Google を選択している人のうち 78.0％が､移動体でも Google を選

択 

（２） SNS における mixi、twitter、facebook の選択では、 

① 固定で mixi を選択している人のうち、90.3％が移動体でも mixi を選択 

② 固定で twitter を選択している人のうち、94.2％が移動体でも twitter を

選択 

③ 固定で facebook を選択している人のうち、90.1％が移動体でも facebook

を選択 

（３） メールサービスでは、 

① 固定でYahoo!メールを選択している人のうち、98.4％が移動体でもYahoo!

メールを選択用 

② 固定で Hotmail を選択している人のうち、89.4％が移動体でも Hotmail を

選択 

③ 固定で Gmail を選択している人のうち、98.3％が移動体でも Gmail を選択 

という結果となっており、いずれの分野においても固定ブロードバンドとモバ

イル・インターネットにおいての上流サービスの利用に関し、高い相関が観察され

た。 

上記の結果から、上流サービスについては、固定でよく利用しているサービスを

移動でもよく利用するという一定の相関性が観測された。 

このような関係が、今後は、固定ブロードバンドとモバイル・インターネット相

互間にレバレッジとして働く可能性がある。 

ただし、上記についてはあくまでも現時点の観測データから示唆される可能性で

あるということに留意しておく必要がある。 
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【図表Ⅴ－２ 現在利用している移動体端末と将来の利用意向】 

 

 

 

【図表Ⅴ－３ 現在利用している端末の購入時期と今後の買い換え予定時期】 
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【図表Ⅴ－４ 移動体端末の１台持ち・２台持ち・３台持ちの希望】 

 

 

 

【図表Ⅴ－５ 移動体端末から見たキャリアのシェア】 
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【図表Ⅴ－６ 現在利用しているスマートフォンおよびタブレット PC の OS】 

 

 

 

【図表Ⅴ－７ 用途別に見た移動体端末の利用意向】 
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【図表Ⅴ－８ モバイル・インターネットの上流サービス利用】 

 

 

 

【図表Ⅴ－９ Google・Apple のアプリの利用率】 
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【図表Ⅴ－１０ Google のエコシステム（モバイル・インターネット）】 

 

 

 

【図表Ⅴ－１１ Apple のエコシステム（モバイル・インターネット）】 

 

 

【図表Ⅴ－１２ 「050」番号電話・ソフトフォンの利用状況】 
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【図表Ⅴ－１３ 固定ブロードバンドの上流サービス利用】 

 

 

 

【図表Ⅴ－１４ Google のエコシステム（固定ブロードバンド）】 
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【図表Ⅴ－１５ Apple のエコシステム（固定ブロードバンド）】 

 

 

 

【図表Ⅴ－１６ 固定ブロードバンドとモバイル・インターネットのシナジー効果】 

 



 
 
 
 
 

 
 

 

 
第２章 FTTH 市場における事業者間取引の状況 
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１．分析の内容 

（１） FTTH 市場における事業者間取引については、一般に様々な取引があり、

主なものを抽出すれば、以下のような取引が挙げられる。 

  ① 通信回線（アクセス回線）の相互接続・卸・IRU 契約等に係る電気通信事

業者間の取引 

  ② 電柱・管路等の賃貸借契約に係る電気通信事業者と電柱・管路の設備保有

者との取引 

  ③ 通信回線（アクセス回線）とインターネット接続サービスのセット販売に

おける電気通信事業者と ISP 事業者の取引 

上記以外にも、電気通信事業者が FTTH サービスを提供するに当たっては、

販売代理店や量販店、コンテンツ・アプリケーション事業者、端末機器・通

信機器メーカー、施設工事事業者等との取引も発生する。 

（２） 本年度の戦略的評価においては、FTTH 市場における事業者間取引のうち、

小売市場に影響が大きいと考えられる通信回線（アクセス回線）の相互接続、

電柱・管路等の賃貸借契約、通信回線とインターネット接続サービスのセッ

ト販売について、その動向を分析する。 

    これら以外の事業者間取引についても、特に、コンテンツ・アプリケーシ

ョン等の上位下位レイヤーとの取引など、FTTH 市場の分析・評価において注

視していくことが重要なものもあるため、今後の検討課題とする。 
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２．通信回線（アクセス回線）の相互接続 

 

（１） 2011 年度末時点における NTT 東西による光ファイバ回線の貸出回線（相

互接続）の総数は約 72 万回線。このうち、NTT 東日本分は約 48.9 万回線、

NTT 西日本分は約 22.8 万回線となっている。 

（２） NTT 東西が保有する光ファイバ回線数（未利用の回線を除く。以下同じ）

に占める貸出回線数の割合（2011 年度末時点）を見ると、当該割合の全都

道府県の平均は 5.8%となっており、平均より高い割合の都道府県は、北海

道、宮城県、新潟県、栃木県、東京都（以上、東日本地域）、石川県、大阪

府、奈良県となっている。なお、大阪府及び奈良県を除いたこれらの地域に

おいては KDDI がサービス提供エリアを拡大している。 

（３） また、貸出回線数の割合の伸び率（対前年度末比）が比較的大きいのは、

栃木県（4.7 ポイント増）、新潟県（4.6 ポイント増）、高知県（3.3 ポイン

ト増）及び茨城県（3.0 ポイント増）となっており、東日本地域における伸

び率が大きい。 

（４） 都道府県ごとに FTTH 全契約数に対する NTT 東西による光ファイバ回線貸

出数の割合と、FTTH 全契約数における NTT 東西以外の事業者のシェアを比

較すると、 

① 東日本地域では、貸出回線数の割合と NTT 東西以外の事業者のシェアと

の間に、一定程度の相関性が見られる一方、 

② 設備競争が活発な西日本地域では、相関性が低い傾向にある。 
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【図表Ⅵ－１ NTT東西による光ファイバの貸出回線数及び当該回線数のNTT東西の 

保有光ファイバ回線数に占める割合（都道府県別）】 

 

 

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅵ－２ FTTH契約数における NTT東西以外の事業者のシェア及び FTTH 契約数 

に対する NTT 東西による光ファイバ回線貸出数の割合（都道府県別）】 

 

 

出所：総務省資料 
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３．電柱・管路等の貸与実績 

（１） 電気通信事業者が光ファイバを敷設するに当たっての、設備保有者（電気

通信事業者、電力事業者、鉄道事業者）からの電柱・管路等の貸与実績1（2011

年 12 月末時点）は以下のとおりとなっている。 

 

（２） 電柱の総本数約 3,346 万本中約 2,877 万本（延べ）、管路等については約

14,834km（延べ）が貸与中。 

なお、光ファイバを敷設する電気通信事業者から、設備保有者に対する

電柱・管路等の利用可否の調査申請に対し、設備保有者が貸与拒否を行っ

た件数は、 

    ① 電柱の申請件数  58 万 2,003 件のうち、1,669 件（全体の 0.3％） 

    ② 管路等の申請件数 1,355 件のうち、75 件（全体の 5.5％） 

  となっている（いずれの数値も 2011 年中の申請に関するもの）。 

 

【図表Ⅵ－３ 電柱・管路等の貸与実績（2011 年 12 月末）】 

 

【電柱】              【管路等】 

   
（注１） 集計に当たっては、東北電力の数値については、被災した地域のうち現状確認をしていない地域のデータを除外、

NTT 東日本の数値については、現状確認が出来ていない地域（福島県の一部）について震災前のデータを使用。 

（注２） 業務地域が全国にわたっている事業者については、「分類不能」として地域別の数値には計上していない。 

出所：総務省資料 

 

  

                                                  
1 貸与実績の数値は、「『公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドライン』に係る実態調査

（2011 年 11 月～2012 年２月実施）」による。 
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４．通信回線（アクセス回線）とインターネット接続サービスのセット販売 

 

（１） 利用者がインターネットに接続するためには、一般的に通信回線（アクセス

回線）の契約（契約相手は回線事業者）とともにインターネット接続サービス

の契約（契約相手は ISP）が必要である。 

（２） このため、インターネット接続サービスを通信回線（アクセス回線）とセッ

トで提供するISP事業者も存在しており、これらの事業者により長期契約割引、

キャッシュバック、量販店等での販売では他の電気製品等の割引などのキャン

ペーンによる競争が展開されている。 

このような ISP によるセット販売の例として、主なサービスについて見ると

（図表Ⅵ－４）、 

① Yahoo!BB、AOL は、NTT 東西の FTTH サービス 

② @nifty、BIGLOBE、ASAHI ネット、DTI、@TCOM、So-net 等は、NTT 東西及

び KDDI の FTTH サービス 

   ③ その他、au one net（KDDI）、eo 光（ケイ・オプティコム）、ピカラ（STNet）、

BBIQ（QTNet）は自らが提供する FTTH サービス 

とのセット販売が行われている。 

     なお、ISP が NTT 東西の FTTH サービスとセット販売を行う場合の料金は、サ

ービスごとに別々に分けて表示されている。一方、ISP がその他の回線事業者

のサービスとセット販売を行う場合、一つにまとめた料金のみが表示されてい

る。 

（３） このようなISPによるセット販売がFTTH市場に影響を与えているかどうか、

具体的には、利用者が特定の ISP のブランドを選択する傾向が存在するかどう

か、存在する場合には当該ブランドとセットで提供される FTTH サービスの事

業者のシェアの上昇に貢献しているのかどうかについて、利用者アンケート結

果（回答者数 2,012）を中心に分析すると、 

   ① まず、現在、契約している ISP 事業者は、OCN（NTT コミュニケーションズ）

319（15.9%）、Yahoo!BB（ヤフー／ソフトバンク BB）209（10.4%）、@nifty

（ニフティ）166（8.3%）、J:COM（ジュピターテレコム）164（8.2%）との順

（参考１）となっている。 

   ② これに関連し、今後、ISPを変更したいと考えている利用者（回答者数259）

の、変更先の候補として最も有力な ISP を見ると、OCN（NTT コミュニケーシ

ョンズ）41（15.8%）、au one net（KDDI）35（13.5%）、Yahoo!BB（ヤフー／

ソフトバンク BB）31（12.0%）、eo 光（ケイ・オプティコム）21（8.1%）と

なっており（参考２）、現在利用している ISP のシェアと比較し、KDDI やケ

イ・オプティコムといった通信回線（アクセス回線）事業者が上位に入って

いる。 
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次に、現在利用している ISP を選択した理由について見ると、「月額利用料

金が安いこと」（44.4%）、「初期費用が安いこと」（30.5%）と料金面の理由が

多く、次いで「回線速度が速いこと」（17.4%）となっており、「インターネ

ット接続回線サービスと一括で申し込めること」（セット販売）は 13.8%とな

っている（参考３）。 

③ また、過去、通信回線（アクセス回線）の事業者を NTT 東西の FTTH サービ

スに変更した者（NTT 東西のメタルからの変更も含む、回答者数 437）が現在

利用している ISP の内訳を見ると、OCN が 30.9%と最も高く、次いで@nifty

（12.8%）、ぷらら（11.0%）、BIGLOBE（10.8%）の順となっている。 

（４） 以上の結果を総合すると、ISP の選択において特定のブランドに利用者が

偏っているという状況は見られず、むしろ、料金の安さや回線の品質等が主な

選択要因となっていると考えられる。 

 

【図表Ⅵ－４ ISP によるセット販売の例】 

 

出所：各社 HP を基に総務省作成 

 

【参考１ 自宅で主に利用しているインターネット接続について、契約している ISP

（プロバイダ）】 

 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート
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【参考２ 今後、ISP（プロバイダ）の変更希望がある場合の最も有力な候補】 

 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 

 

【参考３】 

 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 
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【参考４ 過去、通信回線（アクセス回線）を NTT 東西の FTTH サービスに変更した

者が現在利用している ISP】 

 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 

 

【参考５】 

 

出所：競争評価 2011 利用者アンケート 
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